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序章 分析の視角 と手法
1 問題の所在
バブル経済崩壊以降、日本経済は「失われた 20年」とも言われ るよ うに、低
迷が続いている。また財政 も危機的状態が続いてお り、90年代中頃か ら続 く悪
化傾向に歯止 めがかか らない。地域経済や地方 自治体の行財政運営をめぐる状
況については、少子高齢化のさらなる進展、経済成長の鈍化、グローバル化の
進展など、その取 り巻 く環境が大きく変化 している最中にあ り、大きな転換期
を迎えている。また交通インフラの整備や技術の高度化の進展によつて、地域
間経済取引が活性化 してきている。一方、少子化の進展な ど人 口動態の変化は、
多 くの地域経済にとって負の影響 をもた らしている。地方部の経済活動の衰退
は、住民生活水準の低下を招き、地域間格差の拡大にもつながつている。また








度設計について、旧来の地方財政制度か ら脱却 し、抜本的な財政構造改革 を実
現す ることが求められてきている。政府においても、地域主権戦略会議や地方
制度調査会において国 と地方の関係 をめぐる制度改革の検討が行われている。
これ らは地方分権 を推 し進 め、これまでの国 と地方の関係 を見直す ことにより、
地方 自治体の財政運営の効率化をね らい とした改革である。
国 と地方 自治体の関係 については、1947年に地方 自治法が施行 されて以降、
ほとん ど大きな変化を見ないまま推移 してきた。改革の端緒 となったのは、1995
年に設置 された地方分権推進委員会による国 と地方の法的関係の整備であ り、
同委員会の勧告によつて 1999年に制定 されたいわゆる地方分権一括法である。
地方分権一括法の施行 により、国 と地方は対等・協力の関係 とな り、住民に身
近な行政は地方が行い、国は国家存立や全国的視点を要す る行政を行 うとい う
原則のもと、地方 自治体が 「国の事務」 として行 つていた機関委任事務の廃止
な どが実施 された。 これによ り国 と市町村の間に都道府県が介在す る必然性 は
な くな り、県が市町村 を統括す る役割 (の一部)が軽減 され ることとなつた。
同 じ時期に、国の財政に関 しても小泉政権 において構造改革が行われ始めた。
2001年に経済財政諮問会議が設置 され、「経済財政運営 と構造改革に関す る基
本方針」 (いわゆる 「骨太の方針」)が以後継続的に編成 され ることとなつた。
その内容は、民営化・規制改革、財政改革な どを含む 7つの改革プ ログラムか
ら成ってお り、そのなかで国 と地方の関係 について も 「地方 自立 0活性化」 と
してプログラムの一つに掲げ られていた。 この 目的は、地域で展開す る行財政
は地域の負担によって行 うとす る地域の財政的な自立であった。先に述べた地
方分権一括法の施行では税源移譲や補助金改革などが進まなかつたが、2003年
度の骨太の方針では 「三位一体改革」の内容が明示 され、2004年度か ら 2006
年度にかけて実施 された。三位一体改革によ り、国庫補助負担金の整理 と地方
への税源移譲 による地方分権 と、地方交付税の削減 による財政再建が同時に行
われ ることとなった。またこの頃、広域化による財政支出の効率化 と地方分権
の推進 を目的 として政府主導による市町村合併が各地で行われ るよ うになる。
さらに、地方制度調査会や地方分権改革推進委員会の提言 もあ り、地方分権改
革の推進お よび道州制導入に向けた議論が活発化 し始めた。




が行われ始めた。現在の大都市制度は、成立 してか ら長 らく時間が経過 してお
り、制度 自体が経済社会環境の変化に対応 していない とされている 1。 また地域
によっては、事業の重複など非効率が生 じていることもしば しば指摘 されてい
l指定都 市市長 会 (2009)など。
る。 これ らは画一的な大都市制度が現在数多 く存在す る政令指定都市の多様性
に対応できていない ことによるとされ、制度改革の必要性が述べ られている。
国だけでな く、地方においても「大阪都構想」「中京都構想」といつた新 しい制
度構築に向けた具体的な動きが出始めている。 これ らの動 きは一地方での政策
動向を契機 として国に対 して制度のあ り方の見直 しを迫 る動きであ り、注 目を
集めている。
こ うした国 と地方の関係 をめ ぐる制度 を取 り扱 つた研究はこれまでに数多 く
の蓄積がある。土居 (2000)は中央集権 と地方分権のいずれが望ま しいのかにつ
いて政治経済学の手法を用いて検討が行われている。赤井・佐藤・山下 (2003)
は地方交付税制度を中心に国 と地方の関係 について数量分析が行われている。
現行の地方交付税制度は持続困難であ り、ナシ ョナル ミニマムを限定 した上で
国か らのブロック補助金で賄 うとい う新制度が提案 されている。佐藤 (2011)で
は望ま しい地方税制のあ り方を中心に、国か ら地方への財政移転まで含めた地
方制度改革案の提言が行われている。西川 (2011)は地方交付税制度 について地
方 自治体の意思決定に与えてきた ミクロ的影響 とその結果生 じるマ クロ的な格
差について明 らかに した上で、留保財源率の見直 しを行 うべきとの提言が行わ
れている。
本稿では、これ らの先行研究で明示的に取 り扱われていない、地域経済 と地
方財政 との相互依存関係 に着 目し、国 と地方の制度について検討 を行 つてい く。
特に本稿では①政府間財政関係、②都道府県制度、③大都市制度について検討
を行 う。 これ らについて、経済・財政への効果 を定量的に分析す ることによつ
て、今後の中央政府 と地方政府の関係の望ま しいあ り方を考察す るための手が
か りを提示す る。
第一は、政府間財政関係の見直 しである。地方政府は、中央政府か らのコン
トロール を強 く受けているが、その関係 を見直す ことによる経済・財政への影
響について検討 を行 う。
第二は都道府県制度の見直 し、言い換 えると道州制 を検討す ることである。
道州制の導入の最 も大きなメ リッ トのひ とつ として、道州がこれまでの地方政
府 よりも大きな権限を有す ることにより、地方の実情に合致 した政策運営が可
能 となる点が挙げ られ る。また、県を統合 し広域化す ることによ り、 これまで
都道府県が取 り扱 っていた行政事務 に関す る財政支出の効率化 も期待できる。
第二は、大都市制度について検討す る2。 ここでは大都市制度改革 として政令
指定都市の区域 を再編 し、現在の市 と同等の権限 と財源 を与えることを考える
(以下ではこれ を「分市」と呼ぶ ことにす る)。 分市のメ リッ トとして、住民に
身近なサー ビスについては住民の選好に応 じて効率的に配分を行 えること、ま
た財政支出の効率化を図ることができるとされ る。本稿では特に財政支出の効
率化に着 目し、検討す る。
本稿の最大の特徴は、地域経済 と地方財政の相互依存関係 を踏まえなが ら、





える影響について、定量的に明 らかにす ることの必要性 は高い。制度改革の方
向性 を検討す るにあたっては、経済 と財政の関係 を整合的に分析す るツールが
必要 となる。 こうした 目的に資す る分析 ツールのひ とつ として、マ クロ計量モ
デルがある。マクロ計量モデルによる分析では、過去のデータに基づ く推定式
によつて構築 された連立方程式体系をもとにシ ミュレーシ ョンが行われ る。分
析結果は経済変数の動 きとして定量的に捉 えられ、 これにより政策効果な どの
影響 を計測す ることができる。
表 序-1は財政部門を内生化 したマクロ計量モデルの主要先行研究を一覧に
したものである。 この分野では市川・林 (1973)が先駆的な研究であ り、その後
森 口ほか(1979)など多 くのモデルが構築 されてきた。
2ぃゎゅる 「大都市制度」 と言 う場合 には政令指定都市以外にも特例市や中核
市 も含まれ るが、政令指定都市に比べると制度改革の影響は小 さい と考えられ
ることか ら、本稿では分析の対象 としないこととす る。すなわち、本稿で言及
す る 「大都市制度改革」 とは政令指定都市制度の改革 を指す。














Jし,甫ほか 5年間 公的固定資本形成、消費税率、名目金利、為替レー トの乗数効果
上田口杉浦 2010-2025将来推計
佐藤・加藤 2005-2030基礎年金の全額消費税化、旧老人保健制度の維持、人口推計パター ンの変更 など
内閣府 2010…2023成長戦略シナリオ
表 序-1 財政部門を内生化 したマクロ計量モデルの先行研究
(注)時系列順に記載 している。
(出所)筆者作成
マクロ計量モデル を用いた分析では、経済状況や制度 との整合性 を保 ちなが
ら、経済・財政運営の方針に基づ く見通 しを確認す ることができる。ただ し、
過去の一定期間の関係 に基づ く推計結果 を用いるため、いわゆるルーカス批判
(Lucas critique)において指摘 されているよ うに、家計行動や企業行動に関す
る ミクロ的基礎付けが十分でない とい う問題点が指摘 され る3。 パラメータの頑
健性等に疑間がある他、将来期待の欠如 (フォワー ドル ッキング・タイプを除
く)や定式化の恣意性 な ど課題は多い。マクロ経済に関す る理論の発展に伴い、
様 々なモデルが考案 されているが、その多 くは抽象度が高いモデル となつてい
る。一方、将来の経済の姿に関す る具体的なシ ミュレーシ ョンや経済政策の具
体的なあ り方についての定量的な分析 を精緻 に行 うためには、経済及び財政の
全体の姿について、様 々なマクロ変数間の関係の整合性 を保 ちなが ら、可能な
3 Lucas(1976)。
限 り現実の経済や財政に関す る制度お よびデータを踏まえた計量モデルの構築
が必要 となる。
こうした点を踏まえた うえでマクロ計量経済モデル を活用す る際の利点 とし
ては、以下の三点が考えられ る。第一に、将来展望を行 う場合に多様なシナ リ
オに基づいたシ ミュレーシ ョンが可能であることである。第二に、連立方程式
体系 として構築 されていることによ り、結果 として得 られ る経済変数 (GDPや
債務残高等)やそれ らの相互依存関係が明示 され ることである。第二は、モデ
ルが柔軟であってブロックの拡張、構造方程式の加除な どが容易であることで
ある。
こ うした利点を鑑みると、政策評価や経済予測を行 うに際 し、財政支出や税
な どの現実的な制度に関 して条件を様々に設定 したシ ミュ レーシ ョン分析にお
いて、マクロ計量モデル分析は今なお有意義であると考え られ る。政策分析 ツ
ール としてマ クロ計量モデル を用いることにより、政策決定に客観的な分析結
果を提示す ることができる。
ここまで、国のマクロ経済モデルの先行研究を中心に述べてきたが、地域経
済お よび地方財政についても同様に地域マ クロ計量モデル を分析手法 として用
いることが出来 る。地域マクロ計量モデルでは、国内他地域 との経済取引であ
る移出入が存在す ること、物価など当該地域内のみで決定 しない経済変数が存
在す ること、地方財政については中央政府か らの財政移転が存在す ることな ど、
国全体を取 り扱 うマクロ経済モデル と構造が異なる部分 も存在す る。ただ しこ
れ らの差異はモデルの構造が異なるとい うだけで、上述 したマクロ計量モデル
を活用す る利点は、地域マクロ計量モデルにおいて も共通 した利点である。地
域マクロ計量モデル を構築 した既存研究には、内閣府で構築 されている都道府
県経済財政モデルや井 田(1999)などがある。 これ らの研究では、都道府県を対
象 として、地域経済 と都道府県財政 を内生化 した地域マクロ計量モデルが構築
されてお り、経済や財政の先行 き見通 しが示 されている。
本稿では、研究の 目的である国 と地方の制度改革の経済 と財政への影響 を検
証す るにあたつて、経済 と財政の相互関係 について分析す る必要があること、
また制度 をできるだけ精緻に描写 したモデルが求め られ ることか ら、分析手法
として、マクロ計量モデル を採用 している。ただ し、本稿で検討す る各改革案
をひ とま とめに して分析できるような一元化 したモデルは大規模 とな り、コン
トロールがきわめて困難である。分析の 目的に応 じて様 々な計量モデル を構築
し、網羅的に検討す るとい うアプローチが一般的である。そこで本稿において
も、各改革案に適 した地域マクロ計量モデル を個々に開発 し、分析 を行 うこと
とした。
3 本稿の構成
本稿では、1で述べた国 と地方の制度の見直 しを行 うことによる経済 0財政
への影響についてマ クロ計量モデルによるシ ミュレーシ ョン分析を前提に議論
が進 められ る。構成は以下の通 りである。なお図序-1は、本論文の構成 を図示
したものである。
第 1章「政府間財政関係 の見直 しの経済・財政への影響」では、現在の財政
制度を維持 した場合 と政府間財政関係の見直 しを行 つた場合に経済お よび財政
の見通 しが どのように推移す るのかについて検討す る。分析に用いるモデルは、
中央政府 と地方政府 における財政移転をモデルに織 り込んだ 日本経済財政モデ
ル を構築す る。モデルの特徴 として、供給主導型のマクロ計量モデル を構築 し
高齢化の進行のマクロ経済への影響 に反映 している点、国の財政 と地方財政の
それぞれについて SNA一般政府所得支出勘定をベース とした SNA財政ブロック




では、都道府県制度の見直 しについて取 り上げている。第 2章では、道州制の
導入 を前提 として、公共投資の需要面への効果 (景気浮揚効果)について、地
域 ごとの違いについて検討す る。地域経済における公共投資の効果 を計測す る
際には、いわゆるス ピルオーバーが問題 となる。特に昨今の地域経済において
は圏域 を超 えた経済取引が活発化 してお り、移出・移入 を考慮す る必要性が高
まっている。本章で構築す るモデルでは、地域間の経済取引を考慮 した地域計
量モデル を構築することによつて、公共投資の経済への影響について 自地域で
の効果だけでな く、移出・移入 を通 じた他地域への影響お よび他地域か ら再び
自地域に与える影響 も計測できるよ うな構造 となつている。
第 3章では、道州制の導入の効果 として捉 え られ る都道府県の統合 による財
政支出の縮減や公共投資の分権化によつて、地域経済お よび地域住民の厚生に
どのよ うな影響 をもた らすのかについて、九州地域 を分析対象 として定量的分
析 を行 う。分析手法 として地域経済の供給サイ ドの動 きに着 目したモデル を構
築 し、道州制導入による財政支出の削減効果や公共投資の分権化の効果につい
て定量分析 を行つた鈴木 (2009)の結果 をもとに、域内総生産への効果や地域厚
生水準に及ぼす影響 を定量的に分析す る。なお、道州制の導入にあたつては、
中央政府 と道州の関係だけでな く、基礎 自治体のあ り方 も検討す る必要がある。
しか し前述 した道州制導入のメ リッ トである分権化・広域化には直接的に影響





特定の地域 に固有に生 じていることではな く普遍的な問題 として捉 えられ るた
めである。大阪市を分析対象 とす るのは、大阪府市では歴史的経緯や地理的要
因か ら大都市制度の問題が顕著に表れてお り、制度改革の効果を判断 しやすい
と考えたためである。
まず第 4章において、 目的別費 目ごとに歳出関数 を推定 し、その推定結果 を
用いて大阪市を分市 した場合の財政支出の削減可能額について推計 を行 う。そ
の上で第 5章では、大都市制度改革 によつて経済や財政に対 して どの程度の影
響があるかについて、大阪府・大阪市を対象 としたモデル を構築 し、シ ミュレ
ーシ ョン分析 により検討す る。モデルの構造は、大阪府経済ブロックと、大阪
府 と大阪市それぞれについて地方財政制度 を費 目ごとに精緻に定式化を行つた
財政ブロックが相互に関係す る形 となつている。また分市のシ ミュ レーシ ョン
を行 うために、大阪市を三地区に分割 した制度改革モデル も構築 している。
おわ りにでは、これまでのま とめと残 された課題 について述べている。
図 序-1 本論文の構 成
政府間財政関係の見直 し
都道府県制度の見直し (道州制)












)景響 を計測。           i
Eデノしを構築。          |
























第 1章 政府間財政関係の見直 しの経済 口財政への影響
一日本経済財政計量モデルによる分析 一
1 本章のね らい
本章では、経済 0財政の相互依存関係 を制度 に基づ く形で描写 した 日本経済
財政中期モデル を構築 し、現在の財政制度 を維持 した場合 に将来の経済・財政
が どのよ うに推移す るのかについて検討す る。特に財政制度について、制度財
政 とSNA財政の両者 を兼ね備 えている点、中央政府 と地方政府の移転関係 を明
示的に組み込んでいる点がモデルの特徴 となつている。
国 と地方の関係か ら日本の財政構造 をみると、中央政府か ら地方政府への財
政移転の規模が大きい点が特徴である。一般政府内の資金の流れ を検討す るに
あた り、一般政府全体の基礎的財政収支の改善を図るとい う視点は重要である。
日本経済・財政の状況 をみると、景気の低迷に伴 う税収の停滞 と、歳出の増加
により、財政は悪化が続いている。わが国が抱 える長期債務残高は、2010年度
末時点で国・地方合わせて約 862兆円、名 目GDP比では 181%にも及ぶ。この点
について本章では、政府部門間の財政移転の状況を踏まえなが ら『 国民経済計
算』(以下、国民経済計算を SNAと表記す る)に掲載 されている一般政府所得支
出勘定 と連動す る制度財政モデルを織 り込んだマクロ計量モデル を構築 し、経
済お よび財政の見通 しについて検討す る。
これまで先行研究において開発 されてきた財政部門を内生化 したマ クロ計量
モデルでは、一般政府 をひ とま とめ として取 り扱 っているモデルが多い。一般
政府 を中央政府 0地方政府・社会保障基金 に分割 したモデル を開発 している先
行研究には、加藤・稲 田(1995)がある。 しか し加藤・稲 田(1995)では、中期的
な経済予測を行 うシステムの中の一つのブロックとして開発 された経緯か ら、
財政モデルの開発 自体に主眼が置かれてお り、一般政府の部門間の経済取引に
関す るシ ミュレーシ ョン分析は取 り組まれていない。またマクロ経済に関す る
変数は、モデル外か ら与えられ る形 となつている。他方、制度財政 とSNA財政
を取 り扱 った研究には森 口ほか(1980)があるが、それ以降は開発 されていない。
制度財政 と SNA財政 の相互関係 について調査 を行 つた研 究 と して本 間ほか
(1989)がある。
本章で構築す るモデルでは、供給主導型のマクロ計量モデル と財政モデル を
接続 している。財政については、国の財政 と地方財政のそれぞれについて SNA
一般政府所得支出勘定をベースとした SNA財政ブロックと国 と地方の財政制度
をベース とした制度財政ブロックを連動す る形で方程式体系を構築 している点
が特徴である。SNAの一般政府所得支出勘定は、マクロ経済ブロックとの連動
を検討す る際には、同 じSNAのルールのもとで作成 されているため都合がよい。
しか し財政制度の変化の影響を検討す る際には、歳出 0歳入に基づ く形で集計
されていないため、取 り扱いが困難 となる。そこで本章では、制度財政ブロッ
クを別途作成 し、これ を SNA財政ブロックと連動 させ る形 とした。これにより、
財政制度にかかる変数の動きによる影響を検討す る場合には、その影響が制度
財政ブロックを通 じた うえで SNA財政ブロックに現れ ることになる。
そ してこのモデル を用いて、まず 2012年時点での財政制度 を維持 した場合の
将来における経済・財政の見通 しについて示す。その上で財政の持続可能性の
確保 を目的 として税財政制度に関す るシナ リオを想定 し、シ ミュレーシ ョンを
行 う。特に歳出削減 とい う観点か ら、政府間財政関係 の制度である国庫支出金
制度 と地方交付税制度 を取 り上げ、 これ らの制度変更を行 つた場合 に経済お よ
び財政に与える影響についての計測 を行 う。
本章の構成は以下の通 りである。2節では、 日本の経済・財政の現状 と内閣
府の直近の経済財政見通 しについて述べる。次に 3節において経済財政の中期
見通 しに関す る先行研究 と本章で構築 したモデルの概要について述べ る。4節
では財政移転改革シ ミュレーシ ョンの分析結果について説明す る。5節はま と
めと残 された課題 について述べている。
2 日本の経済・財政の現状 と政府間財政移転
わが国が抱 え る長期債務残高 は、図 1-1のよ うに、2009年度 末時点で国・地
方合 わせ て約 853兆円、名 目GDP比では 180%と世界 に も類 を見 ない規模 となつ
てい る。ただ しその内訳 は、国の長期債務残 高 は 646兆円(対名 目GDP比138。1%)、















また図 1-2より基礎 的財 政収支 を見 る と、中央政府 は赤字 が続 いてい る。2009
年度 は 31。5兆円の赤字 (対名 目 GDP比6。6%)であ る。 一方、地方政府 は 1.7
兆円の黒字 となってい る (同 0.4%)。この よ うに、 中央政府 の基礎 的財政収支
は赤字、地方政府 の基礎 的財政収支 はほぼ均衡 とい う状況 が長年続 いてお り、
これ が長期債務残 高 の違 い に表れ てい る と考 え られ る。 この背景 には、中央政
府 か ら地方政府へ の財 政移転 が ある。
図 1-3は、SNAベースでみた一般政府各部 門 にお ける資金の流れ を図示 した
ものであ る。図 中の数字 はそれ ぞれ 2009年度 の値 を示 してい る。一般政府全体
では、一般政府 以外 の部 門に 188。9兆円を支払 い、 149。8兆円を受 け取 つてお
り、支払超過 となつてい る。一般政府 の部 門内の資金移転 をみ る と、 中央政府
は地方政府 に対す る支払 が 34。9兆円、社会保 障基金 に対す る支払 が 21.6兆円
となってい る。一方地方政府 か らの受取 は 1。3兆円、社会保障基金 か らの受取
は 2,456億円 と受取額 に比べ る とか な り小 さい。 この よ うに、 中央政府 か ら地
方政府 に対 してかな りの財政移転が行 われ てい る。















(出所)内閣府『 国民経済計算』 よ り筆者作成
中央政府か ら地方政府への財政移転 を除いて基礎的財政収支の推移 を描いた
ものが図 1-4である。財政移転 を除いた基礎的財政収支でみると、中央政府は
多 くの年で黒字、地方政府は一貫 して赤字 となる。図 1-2でみれば、地方政府
の基礎的財政収支は均衡 を維持 していたが、 これは中央政府か らの財政移転に
大きく依存 したものであることがわかる。
なお内閣府は 「経済財政の中長期試算」において、経済財政の先行 きの見通
しを示 している。図 1-5は、国・地方の基礎的財政収支 (対GDP比)の試算結
果である。試算では、マクロ経済について慎重シナ リオ と成長戦略シナ リオの
2つの経済シナ リオが考えられているが、成長戦略シナ リオにおいて も2020年
???????????，?
中央政府
筑  い 6
地方政府 社会保障基金
時点での基礎的財政収支の黒字化が達成できない とい う結果になつている。
次節以降で、SNAをベースとした 日本経済財政モデル を構築 し、財政移転の
見直 しを考慮 した政策 シ ミュレーシ ョンを行い、中央政府 と地方政府の財政状
況お よび経済への影響 を検討す る。
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-3-中央政府      嗅ぃ地方政府
。 中央政府(移転なし)  ●地方政府(移転なし)
(出所)内閣府『国民経済計算』より筆者作成


























財政 の持続 可能性 に関す る定量的 なシ ミュ レー シ ョン分析 につ いては、数 多
くの先行研 究が ある。 これ らを手法別 に区分す る と、会計 的手法 、世代重複 モ
デル等 に よる分析 、そ して本稿 で行 うマ クロ計量モデル に よる分析 、 に分 かれ
る。
会計的手法 とは、将来 の GDP、人 口、金利 な ど経済変数 につ いて一定の前提
を外 生的 に与 え、将来 の財政収支 をそれ らに連動 させ て推 計す る。 また、財政
の持続可能性 に関す る 目標値 を実現す るた めの必要 な調整幅 を提示す る手法で
あ る。 因果 関係 の理解 が容易で あるが、財政 か ら経 済へ の フィー ドバ ックが考
慮 され ない。 土居 (2008)、財政制度等審議会 (2007)、川瀬・北浦・木村・前川
(2007)で用 い られ てい る手法である。
世代重複モデル等 に よる分析 につ いては、先行研 究 と して上村 (2002)、井堀 0
加藤・川 出 0別所 (2007)などが挙 げ られ る。 この分析手法 では、世代重複型 の
動学的一般均衡 モデル を用い、一定 の財 政運営ルール を前提 として、合理 的 な
意思決定のシ ミュ レー シ ョンを行 い、経済全体 の貯蓄 0投資、経済成長 率や金
利 を内生的 に決定す る。 人 口構造 の変化 を踏 ま えた経済財 政 の姿 につ いてのベ
ンチマー クを得 る とともに、政策変更 に よる効果 の シ ミュ レー シ ョンを行 うこ
とがで きる。 ただ し石川 ・北浦 0上田・ 中川 (2010)などで指摘 され てい るよ う
に、定常状態 お よび移行過程 についての仮 定 の置 き方 に よつてシ ミュ レー シ ョ
ン結果 が大 き く異 な る、また具体的 な制度 を精緻 に描写す るモデル設計 には限
界が ある、 とい う問題 点がある。
マ クロ計量モデル に よる分析 は、過去 のデー タに基づ く推 定式 に よつて構築
され た連 立方程式体系 (マクロ計量モデル)をもとに、将来の生産性 上昇率や
中期的 な財政運営 ス タンスな どを外 生的 に与 え、 シ ミュ レー シ ョンす る手法で
あ る。足下の経済状況・経済見通 しとの整合性 を保 ちなが ら、経済・財政運営
の方針 に基づ く見通 しを確認す るこ とがで き る。 ただ し、過去 の一定期間の関
係 に基づ く推計結果 を用いるため、家計行動や企業行動に関す る ミクロ的基礎
付 けが十分でない。すなわち、ルーカス批判で も展開 されたよ うに、構造パ ラ
メータの不安定性が指摘 されている。 しか し将来における経済予測 を行 うに際
し、一定のシナ リオを想定す るためには有用なツールである。実際、前述 した
内閣府の試算は、この手法で行われている。
財政部門を内生化 したマクロ計量モデルの主要な先行研究については、序章
で確認 した。そ こでも述べたよ うに、この分野では市川・林 (1973)が先駆的な
研究であ り、その後森 口ほか(1979)など多 くのモデルが構築 され、様々なシ ミ
ュレーシ ョンが行われてきている。
本章で構築す るモデル (以下、本モデル と呼ぶ)は、比較的長期 にわたる財
政シ ミュレーシ ョンを 目的 としてお り、供給主導型のモデル としている。供給
面を重視 したモデルでは、生産関数が中心に据 えられ、労働供給や資本ス トッ
クの蓄積 といった生産要素の動向が GDPを決定す る。供給サイ ドモデルが構築
されている先行研究には、岸 (1990)をは じめ として稲 田0小り|10玉岡0得津 (1992)、
吉 田・霧島 (1997)、増淵ほか (2002)、本 田(2004)、佐藤・加藤 (2010)などがあ
る。モデルの中心 となるGDPを決定す る推定式には、いずれ もコブ=ダグラス型
生産関数が採用 されている。ただ しこれ らの研究の主たる分析対象 となってい
るのは主に年金制度改革の長期的な影響であ り、 したがつてモデル設計 も社会
保障セクターが中心 となっている。吉田・霧 島(1997)では財政の持続可能性 に
主眼を置いた分析が行われているが、モデルの体系が逐次決定型 となつてお り、
経済 と財政の相互作用に関す る考慮は明示的に行われていない。
また地方の歳出 0歳入 に焦点を当ててモデル構築が行われている研究 として
は齊藤 (1988)や大野 (1992)が挙げ られ る。いずれ も地方財政の歳入 。歳出をい
くつかの項 目に分類 し、それぞれについて推定が行われている。ただ し両モデ
ル とも中央政府の財政 については触れ られていない。
3-2 モデルの概要
本モデル全体 は大 き く分 ける とマ クロ経済ブ ロックと制度財政ブ ロック と
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は、マクロ経済ブロックで決定 された経済変数 を受けて、国の財政お よび地方
財政における歳出お よび歳入に対応 した費 目を決定す る。制度 を反映す る形で
モデルが構築 されてお り、このブロックの外生変数を変化 させ ることで政策 シ
ミュレーシ ョンを行 うことができるようになっている。SNA財政ブロックは制
度財政ブロックで決定 された国の財政 と地方財政の歳出・歳入項 目を受ける形
で、SNAの「一般政府 の部門別勘定」がモデル化 されている。SNAの「一般政府
の部門別勘定」をベース とした財政収支や長期債務残高な どが導出 され る。
以下、マクロ経済ブロックとsNA財政ブロックのそれぞれの構造について述
べ る。モデルの推定期間は 1980年度か ら2009年度までである。また、ここで
示すデータは、特別の記載がない限 り内閣府「国民経済計算」に基づいている。
【マクロ経済 ブロック】
マクロ経済ブロックは、実質 GDP、名 目 GDP、貯蓄、投資、長期金利等の経済












図 1-7 マクロ経済 ブロックの構造
(出所)筆者作成
(GDP)
本モデル は供給側 主導 のモデル となってお り、GDPは長期的 な経済成長パ ス
を決定す るべ く推計 が行 われ る。 生産関数 は、労働 、民間資本 ス トック、社会
資本 ス トックか らな る以 下の よ うな形 を想 定す る。
y=И・0(ρ(-1)。Cしりα+βln κg。(二・〃)/
ここで Yは実質 GDP、Lは就業者数、Hは総実労働時間、Kpは民間資本、CU
は稼働率、Kgは社会資本ス トック、Aは定数、 α、 β、 γは推定 され るパ ラメ
ータである。稼働労働量は就業者数 と総実労働時間によ り与えられ る。稼働資
本量は、民間投資の蓄積である民間資本ス トックに稼働率を乗 じて与えられ る。
社会資本ス トックは直接的に生産に影響 を与えるのではな く、民間資本ス トッ
クの生産力を向上 させ るとい う形で間接的に影響を与える。
民間投資は、民間部門が投資可能な貯蓄額 と資本 コス トを説明変数 として定
式化 している。資本 コス トは長期金利、固定資本減耗率、法人税率等か ら計算
され る。
稼働率は、経済産業省 「稼働率指数」「第 3次産業活動指数」を製造業 と非製
造業のス トックの比率によ り加重平均 した値 を用いてお り、電力使用量 (EP)に
よ り決定す る形 としてお り、電力使用量が増加す ると稼働率が上昇す る。電力
使用量は電力需要量 (EPD)と電力供給量 (EPS)のいずれか小 さい値 を選択す るよ
うにスイ ッチを設定 してお り、モデル内で決まる形 となつている。電力需要量
は GDPによって決定 され、電力供給量は外生である。電力需要量 と供給量のデ
ータは電力事業連合会 「電力統計情報」を利用 した。20H年以降の東 日本大震
災の影響によ り電力供給量が下落す る期間においては、前述 した電力使用量に
対す る設定が反映 され る。 したがって本モデル上では電力供給制約は電力使用
量を通 じて稼働率を押 し下げ、これが生産水準を下げるとい うパスにより影響
が表 されている。稼働率関数の推定期間では、電力需要量が電力供給量を下回
るため電力需要量が使用量 となっている。生産関数に関す る変数間の関係 をフ
ローチャー トにす ると図 1-8のよ うになる。





















・ 電 力 需 要 量
ln(EPD)= 1.103121 + 0.348590・ln(GDP)+ 0.723456・ln(EPD(-1))
(3.57)     (3.69)            (10.9)
ADJ.R2=0.994、 D.W.=2.277
(貯蓄 )
本モデルでは、貯蓄率関数の推定を通 して、民間貯蓄を推計す る形 としてい
る。貯蓄率は引退世代の人 口増 によ り先行 き低下す ると考 え られている。GDP
の項で述べたよ うに、本モデルの民間貯蓄は投資を通 じて生産要素のひ とつで
ある民間資本ス トックに影響を与えるとい う構造 となつているため、貯蓄率の
低下は経済成長 を減速 させ る。 このように本モデルでは、貯蓄が重要な役割 を
担ってお り、高齢化の影響などの人 口構造の影響が貯蓄を通 じても考慮 され る
構造になっている。




でダ ミー変数 を加 えているものもあるが本文中の推定結果 には示 していない。
これ らは以下で記載 している推定式において も同様である。
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ると考えられ るため、係数は負 となることが期待 され る。推定式では、高齢化
比率 として 65歳以上人 口の総人 口に対す る比率を用いている。社会保障給付の
充実は、個人資産の必要性 を低下 させ、貯蓄率に対 してマイナスの影響 をもた
らす。推定式では、年金置換比率 として、高齢者一人当た り社会保障給付額 と
生産年齢人 ロー人当た り名 目GDPの比率を説明変数 とす る。以上を踏まえ、次
式のよ うに推定を行つた。係数はいずれ も期待 された符号で有意な結果が得 ら
れている。
ln(RSP)=4.447609-0.663897口ln((POP650V/POP)・100)





物価 につ いては、まず賃金 と企業物価指数 が決定 され 、 これ らが キー変数 と
なつてデ フ レー タや 消費者物価指数 を決定す る構造 となってい る。 賃金 は 1人
あた り国民所得 、 自己ラグに よって決定 され る。企 業物価指数 は労働 生産性 、
賃金 、輸入物価 に よって決定 され る。
長期金利 は、10年物長期 国債 の利 回 りを用 いてお り、GDP成長率、消費者物
価指数上昇率 を主要 な説 明変数 としてい る。 また政府債務残高対民間貯蓄残 高
比率 と自己ラグも説 明変数 としてい る。政府債務残 高対 民間貯蓄残 高比率 は、
中央政府 の長期債務残 高 と民間貯蓄残 高の比率であ り、財 政 リス クブ レミアム
を示す。政府 の財政状況が逼迫 し債務残高が増加す る、 あ るいは高齢化 の進行
に よ り民間貯 蓄が減少すれ ば、 この比率 は上昇す る。推 定結果 の符 号 は有意 に
正 となってお り、この比率 の上昇 に伴 い、長期金利 が上昇す る形 になってい る。





1n(WPI)= 4.855019 - 0.495931・ln(GDP/NLE)
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+ 0.128433口ln(WAGE) + 0.103021口ln(PIM)
(1.52)          (4.43)
ADJ.R2=0.933、 D.W.=1.472
1NR = -23.06415 + 5.6615740(GDP/GDP(-1)) +









制度財政ブ ロックは、中央政府 と地方政府のそれぞれについて、歳出費 目 0
歳入費 目を項 目ごとに定式化 している。図 1-9は制度財政ブロックのフローチ
ャー トを示 したものである。






以下では主要 な項 目につ いて解説 を行 う。 まず 、中央政府 と地方政府 をつ な
ぐ地方交付税 に関す る部分 につ いて説 明す る。
(地方交付税 )
地方交付税 は、地方 団体 が一定のサー ビス水 準 を維持 しうる財源 を保 障す る
た めに国税五税 の一定割合 を原 資 と して、 これ を一定の基 準の もと地方団体 に
配 る とい う制度 で ある。 国の一般会計 か ら国税 の一定割合 が交付税及 び譲与税
配布金特別 会計 (以下交付税特会 と記す)に繰 り入れ られ 、地方団体が必要 と
す る交付必要額 が同会計 よ り繰 り出 され る。 地方 団体 が必要 とす る交付必要額
は、地方団体 ご とに基準財政需要額 と基準財政収入額 の差 として算 定 され これ
の総和 とな る。 ただ し基準財政収入額 が基準財政需要額 を超過す る団体 は不交
付 団体 とな り、地方交付税 を受 け取 らない。
この とき、国の財政 か ら原 資 として渡 され る国税五税 の一定割合 と、地方財
政側 が算定 した交付必要額 が一致す る とは限 らない。 毎年 の よ うに、交付必要
額 が交付税 の原 資 を上回 り、地方財政 の財源 不足額 が発生す る とい う状態 が続
いてい る。 この財源 不足額 は地方財政対策 と して、国の一般会計か らの特別加
算 か、交付税 特会か らの借入か、財源対策債や 臨時財政対策債 とい った形 に よ
る地方債 の増発 で賄 われ てい る。
こ うした地方交付税 をめ ぐる資金 の流れ を本 モデル では以下の よ うに描 写 し
た。 交付税原 資 とな る国税 の一定割合 につ いては、対象 とな る税 目を制度財 政
ブ ロ ックにお いて推 定 し、 これ に外 生 と して与 え られ る地方交付税 率 を乗 じて
算 定す る。一方地方財政 において計算 され る交付必要額 は、交付 団体 にお ける
基準財政需要額 と基準財政収入額 の差 とな る。 不交付 団体 の基準財政需要額 、
基準財政収入額 は地方 交付税額 に影響 しないため、基準財 政需要額 、基準財政
収入額 は交付 団体 の集 計値 を用 い る。基準財 政需要額 は外 生、基準財政収入額
は地方税 に よつて決 ま る形 としてい る。基準財政収入額 は、地方税 収 を説 明変
数 と して推 定 を行 つてい る。
FISL_FBFR = 35.5167 + 0.608502・(FISL_R丁)
(0.04)    (24.2)
ADJ.R2=0.966、 D.W.=1.292
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ここで、基 準財政需要額 か ら基準財政収入額 を減 じて求 め られ る交付必要額
と国税 の一定割合 の差 を財源不足額 と して取 り扱 う。
FISG_LR  = (FISL_FBFD ― FISL_FBFR) ― ((FISC_Rtt I・FISC_RRttI + FISC_RttS・
FISC RRttS + FISC R丁丁 ・ RR丁丁 + FISC_RttV ・ FISC_RRttV + FISC_RttC ・
FISC_RRttC)/100)
この財源不足額は、前述 したよ うに国の一般会計か らの加算か、交付税特会
か らの借入か、財源対策債や臨時財政対策債 といった形による地方債の増発で
賄われている。 これ らへの配分は何 らかの基準が置かれているわけではな く、
年々変化 している。2003年度以降は交付税特会か らの借入は原則 として取 り止
め られてお り、代わ りに臨時財政対策債が発行 されている。本モデルでは、モ
デルで決定 した財源不足額に実際の配分比率を乗 じて、中央政府の歳出 として
の地方交付税等、特別会計借入の国負担分、地方債の増発分、臨時財政対策債
発行分を計算 し、それぞれの変数に影響す る形 としている。
(中央政府・歳入 )
中央政府の歳入は国税、公債金、その他収入 としている。国税は、所得税・
法人税 0消費税・酒税・たばこ税・その他の税 目に分かれている。 この うち所
得税 0法人税・消費税 0たばこ税については酒税 を除きマ クロ経済ブロックで
決まる経済変数により説明を行つた。所得税 は雇用者報酬、法人税は企業所得
として国民所得か ら雇用者報酬 を差 し引いた値、消費税・たばこ税 は名 国民間
最終消費支出を説明変数 としている。消費税 については民間最終消費デフレー
タについて税込み価格 と税抜き価格 を設定 してお り、この差に名 目民間最終消
費支出を乗 じる形で決まる。名 国民間最終消費支出は、実質民間最終消費支出
に民間最終消費支出デ フレータを乗 じて求め られ る。実質民間最終消費支出は、
実質可処分所得 と自己ラグを説明変数 とす る消費関数によつて導かれ る。その
他の税 目は直接推定を行 うのではな く、国税総額を所得税・法人税・消費税 0
酒税・たばこ税の合計によつて定式化 し、国税総額 と所得税・法人税 0消費税 0
酒税・たばこ税の差 として定義 している。
公債金は、歳入総額か ら税収 とその他収入の差 として定義的に決まる形 とし







たもの と前年度までの支払が今後にわたつて も続 くと考えて自己ラグによ り説
明を行った。
FISC_圧B = -37.6093 + 0.25697・(GDEBttC・INR/100)+ 0.863695・(FISC_EB(-1))
(-0.05)    (3.20)                   (26.7)
ADJ.R2=0.971、 D口W.=1.724
中央政府 の歳 出 と しての地方交付税等 は、交付税及 び譲 与税配布金特別会計
に繰 り入れ られ る費 日であ る。 国税 5税の一定割合 に、財源 不足額 の補 てん と
して行 われ る国の一般 会計 か らの加 算 した額 が これ にあた る。 国税 5税の一定
割合 は、個 々の税額 に外生変数 であ る地方交付税 率 を乗 じて計算 され る。
FISC ELG= 1297.545
(2.61)
+0.838474・((FISL_FBFD ― FISL_FBFR) ― ((FISC_Rtt I・FISC_RRtt I + FISC_RttS・




社会保 障関係 費 は社会保 障給付費 に よ り決 ま る形 と してい る。 またその他 の
歳 出は地方交付税 を除いた地方へ の移転 が含 まれ るこ とか ら、国庫 支 出金 を説
明変数 と してい る。
(地方財政 0歳入 )
地方財政 の歳入 は、地方税 、地方譲 与税 、地方政府 の歳入 と しての地方交付
税 、地方債 、国庫支 出金 、その他 に分類 してい る。 この うち地方譲 与税 と国庫
支 出金 は外生 としてい る。
地方税 は住 民税 0事業税・ 固定資産税・地方消費税 0その他 の税 目に分類 さ
れ る。 これ らはいずれ も国税 と同様 にマ クロ経済ブ ロ ックの経済変数 を説 明変
数 として定式化 を行 つた。
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地方財政 の歳入 としての地方交付税 は交付税特会か らの受取 にあた る。受 け
取 る額 は交付必要額 と臨時財政対策債 に よ り説 明 を行 つた。
FISL_RG = 107.1079+1.04597口(FISL_FBFD―FISL_FBFR)-0.36560日(FISG_DLS)
(2.31) (4.78)                          (-2.76)
ADJ.R2=0.996、 D.W.=1.496
地方債 は、国債 と異 な り経費 の面 か ら捉 え、人件費 、一般行政経費 、投資的
経費 の和 に よ り説 明 を行 つてい る。 また地方交付税 の財源 不足額 を補 う財源対
策債 お よび臨時財政対策債 も説 明変数 と して加 える。
FISL_RB = -1409.258 + 0.08724・(FISL_EH+FISL_EGA+FISL_EI)




その他歳入 は国の財政 と同様 に名 目最終消費支 出に よ り説 明 を行 つてい る。
(地方政府 ・歳 出 )
地方政府 の歳 出は、人件費、一般行政経費 、投資的経費 、公債 費、その他 に
分類 してい る。
人件費 につ いては民間賃金 に職員数 を乗 じた もの と前年度 の人件費 を説 明変
数 と した。
FISL EH = 88.93452
(0.29)
+ 0.216252・(WAGE・NGL/1000000) + 0.842255・(FISL_EH(-1))
(6.22)                                (51.0)
ADJ.R2=0.998、 Do W.=1.654
-般行政経費 につ いては、国庫補助 負担金等 を伴 うもの (一般行政経費補助
と記す)とそれ以外 (一般行政経費 単独 と記す)に分 かれ る。一般行政経費補
助 は社会保 障 に要す る経費が多い。 ここでは従属人 口とそれ に充て られ る国庫
支 出金 に よ り説 明 を行 うこ ととした。 また一般行政経 費単独 については、地方





(23.1)                (12.4)
ADJ.R2=0.958、 D.W.=1.121
FISL_EGAI = -550.8802- 0.251117・(FISL_EH)




投資的経費 について も同様 に、直轄・補助 (投資的経費補助 と記す)と単独
に分割 してそれ ぞれ につ いて推 定 を行 つてい る。投資的経費補助 は国庫支 出金
と、補助裏 に よる地方 の負担分 も考慮 して地 方税 、地方譲 与税 、地方交付税 の
合計 によ り説 明 を行 つた。 また投資的経費単独 は地方税 、地方譲 与税 、地方交
付税 の合計 に よ り説 明 を行 った。
FISL_EIA = -12294.52 + 0.876414・(FISL_RN)




FISL_EII = -1249.433  + 0.316546・(FISL_R丁FISL_RC+FISL_RGS+FISL_RG)
(-1.18)   (13.5)
ADJ.R2=0.920、 Do W.=1.209
公債費 は、国債費 と同様 に SNA財政 ブ ロ ックにお ける地方政府 の長期債務残
高 に金利 を乗 じた もの と自己ラグに よ り説 明 を行 つた。
FISL_EB = 993.4032+0.022283日(GDEBttL・INR/100)+ 0.5977210(FISL_EB(-1))






部門ごとに税収や貯蓄投資差額等の所得支出項 目が推計 され る。表 1-1は、2009
年度の SNA付表 「一般政府の部門別勘定」を示 したものである。
項 目 1から7までは第 1次所得の配分勘定、項 目8から 16までは第 2次分配
勘定、項 目 17以降は所得の使用勘定 となつている。本モデルの SNA財政ブロッ
クは、この体系に沿って構築 されている。以下主要な項 目について説明す る。
(租税 )
生産・輸入品に課 され る税お よび所得・富等に課 され る経常税は、制度財政
ブロックで決まる各税 目によって決定す る。
表 1-1 -般政府の部 門別所得支出勘定 (2009年)
取引の種類 ＼ 部門 中央政府 地方政府 社会保障基金 合計




c。 その他 6,36052,502.7 8,863.2
(2)生産に課されるその他の税 1,933214,8353 16,7685
2(控除)補助金(支払) 1,42992,2483 3,6783
3.財産所得(受取) 3,3654 8382 3,296.1 7,4997
4第1次所得の受取 20,768618,34103,296142:4057
5財産所得(支払) 8,9417313786 26.6 12,3470















19資本移転(受取) 10,055810,2134 3453 20,614.5
20(控除)資本移転(支払) 12,628.73,238.4 628 15,929.8
21貯蓄・資本移転による正味資産の変動 -36,0814-2964 -6,4194-42,7972
22総固定資本形成 4,435611,9171 39.5 16,3922
23(控除)固定資本減耗 3,791312,670.5 350 16,4969
24在庫品増加 -41.6 385 00
25土地の購入(純) 3969 1,6588 21047.9
26純貸出(+)/純借入(―) -37,0810-1,2402-6,4162-44,737.4
27プライマリー バランス -31,46911,678.1 9,6852-39,4762




資金移転が行われている。表 1-1でみると、項 目 10、項 目 13が経常移転の受
払、項 目 19、 項 目 20が資本移転の受払である。経常移転の受払では、中央政
府か ら地方政府 に支払われ るもの として地方交付税交付金や、義務教育や生活
保護 などにかかる国庫支出金があ り、中央政府か ら社会保障基金に支払われ る
もの として年金や医療な どの国庫負担な どがある。また資本移転における中央
政府か ら地方政府への支払は、公共投資関連の国庫支出金や災害復 旧時の補助
金な どが該 当す る。表 1-1での計数は、一般政府内の個 々の経常移転を合計 し
た値である。一般政府内の個々の経常移転お よび資本移転の値は SNA付表に示
されてお り、2009年度の値はそれぞれ表 1-2、表 1-3のよ うになつている。一
般政府内の経常移転は、そのほとん どが中央政府か ら地方政府お よび社会保障
基金に対す る経常移転である。表 1-1の計数は、一般政府以外か らの移転 も含
まれているため、表 1-20表1-3の値 とはやや乖離があるが、その額は僅少で
あ り、両者の表はおお よそ対応 しているといえる。
表 1-2 -般政府内の経常移転取引(2009年度、単位 10億円)
(受取)
中央政府 地方政府 社会保障基金 合 計
中央政府 25,483.521,539.1 47,022.6
地方政府 87.7 7,452.8 7,540.5
社会保障基金 243.7 282.6













中央政府 地方政府 社会保障基金 合 計
中央政府 9,368.7 9,417.3
地方政府 1,250.5 0.0 1,250.5
社会保障基金 47.4
合 計 1,252.4 9,416.0 10,717.0
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モデル 中では、表 1-2、表 1-3のうち主要 な計数 をモデル に織 り込み、 これ
らを説 明変数 と して表 1-1の計数 につ いて推 定 を行 つてい る。表 1-1のうち、
本モデル では地方政府 と社会保 障基金 のその他 の経 常移転 (受取 )、 中央政府 と
地方政府 のそ の他 の経 常移転 (支払 )、 地方政府 の資本移転 (支払 )、 中央政府
の資本移転 (受取)をそれ ぞれ 内生化 してい る。
政府部 門間の経常移転お よび資本移転 の計数 の取 り扱 い は、次 の よ うに して
い る。 中央政府 か ら地方政府へ の経 常移転 は、地方交付税 交付金や義務教育国
庫負担金等 が これ にあた る。 そ こで制度財政 ブ ロ ックにお ける地方 交付税 を説
明変数 として定式化 してい る。 また 中央政府 か ら地方政府 への資本移転 は普通
建設事業 、災害復 旧事業へ の補助金 が これ にあた るこ とか ら、制度財政 ブ ロ ッ
クの国庫支 出金 を説 明変数 として採 用 した。
丁RGCL = 5005。29  + 1.086039・(FISL_RG)
(10.8)   (34.8)
ADJ.R2=0.981、 D.W.=2.287
丁RKGCL = -5058.637 + 1.0585460(FISL_RN)
(-7.45)   (17.7)
ADJ.R2=0.938、 D.W.=1.925
中央政府 か ら社会保 障基金へ の経常移転 は、社会保 障給付費 に よ り決 ま る形
とした。地方政府 か ら社会保 障基金へ の経常移転 は、 中央政府 か ら社会保 障基
金へ の経常移転 を説 明変数 とした。 また表 1-3には標榜 され てい ないが、地方
政府 のその他 の経常移転 (支払)に含 まれ る地方政府 か ら一般政府 以外へ の経
常移転 については、一般政府 以外 の経済活動 の規模 に よつて決 ま る と考 え、名
目国内総生産 に よつて説 明す ることと した。
次 に、表 1-1の計数 は表 1-2、表 1-3に示 され てい る各部 門間の移転項 目を
集 計 した ものであ る。そ こで、以下の よ うに各部 門間の移転項 目に よつて表 1-2
の計数 を説 明す る形 と した。地方政府 のその他 の経 常移転 (受取)は、中央政
府 か ら地方政府へ の経 常移転 を説明変数 と して推定 を行 う。社会保 障基金 のそ
の他 の経常移転 (受取)は、中央政府 か ら社 会保 障基金へ の経常移転 と、地方
政府 か ら社会保 障基金 へ の経常移転 を説 明変数 とす る。 中央政府 のその他 の経
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常移転 (支払)は、 中央政府 か ら地方政府 へ の経 常移転 に よつて説 明す る。 地
方政府 のその他 の経常移転 (支払)は、地方政府 か ら社会保 障基金 へ の経 常移
転 と、他 に分類 され ない経 常移転 を説 明変数 とす る。 資本移転 につ いては中央
政府 か ら地方政府へ の移転以外 は僅少 であ るた め、表 1-4の計数 をそのまま用
い ることとした。
(最終消費支 出・公 的 固定資本形成 )
中央政府 の最終消費支 出お よび公 的固定資本形成 は制度財 政ブ ロ ックか ら決
ま る形 とす る。一方、地方政府 の最終消費支 出につ いては、制度財 政 ブ ロ ック
の人件費 と一般行政経費 を説 明変数 として定式化 した。 また地方政府 の公的固
定資本形成 については投 資的経費 を説 明変数 と して定式化 した。 それ ぞれ の推
定結果 は以下の よ うになつた。制度財政 ブ ロ ックにお ける投資的経費 には用地
取得 費が含 まれ るが SNAの公的固定資本形成 では これ が含 まれ ないた め推 定結
果 のパ ラメー タは 1を下回 つてい る。
CGLN = 24469。97 + 1.0278560(FISL_EH+FISL_EGA)
(1.98)    (44.0)
ADJ.R2=0.987、 D.W.=1.048




貯蓄は可処分所得か ら最終消費支出を減 じて求め られ、 さらに貯蓄か ら固定
資本形成 を減 じたものが 「純貸出 (十)/純借入 (一)」 (貯蓄投資差額)となる。「純
貸出 (十)/純借入 (―)」 (貯蓄投資差額)は財政赤字に相 当 し、モデルでは長期債
務残高増加分の説明変数 となっている。長期債務残高増加分は、この他に制度
財政ブロックか ら地方財政の財源不足額を賄 うために発行 され る借入金 も説明
変数 としている。
また、貯蓄投資差額か ら財産所得の受払 を除いたものが 「プライマ リーバ ラ
ンス」(SNA上の表記ではプライマ リーバランス となっているが、表記の統一の
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ため以下ではこれを基礎的財政収支 と述べ る)となる。 こ うして求め られた結
果は、SNAベースの基礎的財政収支であ り、部門ごとに計算 され る。 しか し、
政府が公表 している 「国・地方の基礎的財政収支」は、特殊要因が除去 されて
お り、SNA上の中央政府・地方政府の基礎的財政収支の合計 と必ず しも合致 し
ない。そ こで本モデルでは、中央政府、地方政府、社会保障基金の各基礎的財
政収支を説明変数 として、政府の 目標である 「国 0地方の基礎的財政収支」を
擬似的に推計す る。
(社会保障基金 )
社会保障基金は、中央政府 0地方政府 と異な り、主に社会負担 と他部門か ら
の経常移転によリファイナ ンスされ る。社会負担はマクロ経済ブロックの雇用
者報酬によ り決 まり、他部門か らの経常移転は、社会保障給付額によ り決まる
形 とした。 また社会保障給付に相当す る所得の第 2次分配の支払お よび最終消
費支出は、名 目国内総生産お よび人 口によつて説明す る。
4 将来見通 しとシミュレーシ ョン
本節では、3で構築 したモデルを用いて、まず現在の財政制度が維持 され る
との仮定のもとでの 2035年までの経済・財政の長期見通 しを示す。
4-1制度現状維持ケース
まず現在の財政制度が維持 され る場合の経済 0財政の見通 しの結果を示す。
本章で行 うシ ミュレーシ ョンの期間は 2035年度まで としている。基準ケースに
おける主要な外生変数の想定は、原則 として内閣府『 経済財政の中長期試算』
に従 うこととし、以下のよ うに設定す る。人 口の推移は、国立社会保障人 口問
題研究所の中位推計に基づ く。財政 については、社会保障関係費以外の歳出は
実質横ばい (物価上昇率並みの増加)とす る。
表 1-4に基準ケースにおける主要変数の推計結果 を示 した。実質 GDPは2023
年度の 654.8兆円まで増加す るが、その後はゆるやかに減少 し2035年度時点で
は 595.8兆円となる。高齢化率の上昇による貯蓄率の低下によ り民間資本 ス ト
ックの蓄積速度が低下 し、これが経済成長 にマイナスの影響をもた らすため、
推計期間中の GDP成長率は一貫 して低下す る。また人 口構造の変化に伴 う労働
供給の減少 も影響 している。財政については、経済成長 に伴 う税収増によつて
歳出増を賄 うことができず、基礎的財政収支は赤字が続 く。2035年度時点では
国 。地方の基礎的財政収支の赤字は 33.2兆円 (対名 目GDP比7。 3%)、国 0地方
合わせた長期債務残高は 1,346兆円 (同 298。0%)となる。長期金利 は 5。0%まで上
昇す る。また長期金利が上昇す ることで利払費が増加 し、債務残高の累増が続
くことになる。また長期金利の上昇は、資本 コス トの上昇 を通 じて民間資本ス
トックの蓄積 を抑制 し、経済成長を阻害す ることにもつながる。
このよ うに現在の財政制度の維持 を前提 した場合には、財政の持続可能性 に
ついて改善が見込まれない とい う見通 しが描かれ る。
表 1-4 制度現状維持ケースでの見通 し
(出所)筆者作成
4-2 制度改革 シ ミュ レー ション
次に 4-1で示 された将来の財政見通 しに対 して、これ を改善 し、財政の持続
可能性 を確保す るとい う観点か ら、シ ミュレーシ ョンを行 う。
まず 2014年度以降に行われ ることが予定 されている消費税率引き上げの影
響について試算す る。消費税率の引き上げ時期については 2014年4月に 8%、
2015年10月に 10%と予定 されている。 しか しここで構築 しているモデルは年
度ベースであるため、引上げ時期を 2014年度 8%、2015年度 9%、2016年度
10%とした。 さらにこれに加 えて、財政の持続可能性の確保 を目標 として、国
か ら地方への財源移転の削減 を通 じた歳出削減のシ ミュレーシ ョンを行 う。モ























2015 627,852 494,633 123 16,918 -3.42 912.339
651,824 497,675 075 25,263 ,012.054
652,685 489,700 003 -29,045 -593 118,487
2030 634,411 475,174 -0.57 -30,889 -650 ,231,703 2592
595,841 451,871 -1.25 499 33,151 -7.34 ,346,474 298.0
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込んでいる。 ここでは制度財政ブロックの外生変数である国庫支出金 と基準財
政需要額についてそれぞれ減額す る改革シ ミュレーシ ョンを行 う。財政の持続
可能性の確保 についてはその 目標 として、2030年度時点での基礎的財政収支の
均衡 を考え、そのためにどの程度の削減率が必要 となるのかについて検討す る。
なお削減の開始年度については消費税率の引き上げ と同時に行われ ると想定 し
て 2014年度 とす る。
消費税率引き上げ と国か ら地方への移転 を減額 した ときのモデル上の波及経
路について説明す る。まず消費税率の引き上げは、財政収支の改善を通 じて、
長期金利の上昇 を抑制す る。長期金利の上昇の抑制は資本 コス トを低下 させ、
これが民間投資にプラスの効果 をもた らす。民間投資が増加す ると、民間資本
ス トックの蓄積 を促 し、経済成長にプラスの効果をもた らす。
また、国庫支出金 を減額す ると、制度財政ブロックでは地方財政の一般行政
経費補助 と投資的経費補助が減額 となる。財政支出が減額 され ることによ り、
中央政府か ら地方政府への資本移転が減少 し、財政収支は改善す る。財政収支
の改善の影響は前述 した通 りであるが、投資的経費補助の減額は、SNA財政ブ
ロックの地方政府の公的固定資本形成 を減 らし、社会資本ス トックの蓄積 に対
してマイナスの影響 をもた らす。社会資本ス トックの蓄積が抑制 され ると、生
産関数に影響 を与え、経済成長 を抑制す ることになる。また基準財政需要額の
減額について も、一般行政経費単独 と投資的経費単独が減額 とな り、国庫支出
金の減額 と同様の経路で経済・財政に影響が及ぶ形 となつている。
以下に計測結果を示 した。図 1-10に国・地方の基礎的財政収支、図 1-Hに
地方財政における政府支出の規模、図 1-12に国 と地方の長期債務残高、図 1-13
に GDPの推移 をそれぞれ示 している。結果 をみると、現在予定 されている消費
税率の引き上げ幅では、基礎的財政収支を均衡 させ ることはできない。2030年
度までに基礎的財政収支を均衡 させ るためには、国庫支出金な らびに基準財政
需要額を 5.7%ずつの削減が必要 となる。 この とき、地方政府の歳出は減 るこ
とになる (図1-11)が、財政収支改善の影響が大きく、経済成長 に対す る影響
は小 さい とい う結果になっている (図 1-13)。また国 と地方の長期債務残高は、
制度 を現状維持 した場合 よりも累増のペースが緩やかになっている (図1-12)。
しか しなが ら、累増傾 向を減少あるいは横ばい させ るほどの効果は見 られない。
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図 1-10 国・地方の基礎 的財政収支の推移 (単位 10億円 )





















図 1-11 地方政府支 出の推移 (単位 10億円 )
2013 2015 2020 2025          20302035



























図 1-12 国地方の長期債務残高 (単位 10億円 )
2025         203020352013 2015 2020
‖祠 制度現状維持 翻蠅い消費税率引き上げ ‥■‖消費税率引き上げと移転支出削減
(出所)筆者作成
図 1-13 GDPの推移
2013 2015 2020 2025 2030 2035














本章では、 日本経済財政中期モデル を構築 し、現在の財政制度 を維持 した場
合 に経済や財政について どのよ うな見通 しが描かれ るかについて検討 した。本
章で構築 したモデルでは、SNAをベースとした財政ブロックと制度財政をベー
ス とした財政ブロックを置 き、一般政府の部門間の財政関係 を見ることができ
るよ うになっている。 また財政ブロックとマ クロ経済ブロックは連動す る形 と
なってお り、制度改革の経済 と財政に対す る影響について両者の相互関係 を踏
まえなが ら分析できるよ うに した。マクロ経済ブロックについて も、長期の財
政見通 しを示すため供給主導型 とし、貯蓄率をモデルに織 り込み高齢化の進行
のマクロ経済への影響 を反映す るな どの特徴がある。
このモデル を用いた分析の結果は次の通 りである。2012年現在の財政制度 を
維持 したままでは、財政収支の改善が図 られ ることがな く、長期債務残高の累
増ペースが緩まない。経済について も 2025年度 を境 にピー クア ウ トしてい く結
ている。また 2014年度以降に予定 されている消費税率の引き上げを行
レーシ ョンでは、基礎的財政収支の赤字は縮小す るが、これ を均衡 さ
せ るには至 らない。 したが って財政 の持続 可能性 の確保 のためには、歳 出の削
減 が必要 とな る と考 え られ る。本章で は 2030年度 時点での基礎 的財 政収支 の均
衡 を 目標 として、国か ら地方へ の移 転 の削減 を通 じて歳 出 を削減す ることを検
討 した。 計測結果 か ら、国庫支 出金 な らび に基準財政需要額 を 5.7%削減すれ
ば、2030年度 時点の基礎 的財政収支 の均衡 が達成 され る とい う結果 が得 られ た。
しか しなが らこの場合 で も長期債務残 高の累増ペー スは止 ま らない とい う結果
も得 られ た。
最後 に、今後 の課題 を挙 げ る。本 モデル に よる分析 の限界であるが、消費税
率 の引き上 げや歳 出削減 に関す る結果 の解釈 において、需要側 に対す る影響 が
考慮 され てい ない とい う点 に留意す る必要 が ある。
また政府 間財政 関係 を見直 した こ とで個 々の地方 自治体 にお ける財 政 の影響
や地域経済 に どの よ うな影響 が あるのかにつ いては、 この章の分析 では明 らか
となつていない。 この点 につ いては、マ クロ経済ではな く地域経済・地方財政
の観 点か ら、次章以降で検討 してい くこ ととす る。
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また地方財政への移転について総額 とい う















に分割 してそれぞれ地域計量モデル を構築 し、移出入 を通 じてこれ らを接続 し
たモデル を構築 している。そ してこのモデル を用いて、公共投資の各地域経済
への影響について地域間の経済取引関係 を考慮す る形で計測す る。
地域計量モデルでは、 しば しば海外部門を含む他地域は、外生 として取 り扱
われ る。 しか しなが ら、地域経済において圏域を超 えた経済取引は近年ますま
す活発化 してお り、これに留意 した分析 を行 う必要がある。複数地域の計量モ
デル を同時に取 り扱 うとい う研究事例はい くつか存在す る。大河原 ほか (1988)
では、全国 9地域の計量モデルが構築 されている。 このモデルの特徴は、マ ク
ロ経済ブロックを別途設 け、マクロ全体 と個別地域の整合性 について、相互チ
ェックが行われている点である。ただ し財の地域間移動については、明示的に
考慮 されていない。 また論文内で方程式体系が示 されていないこともあ り、地
域経済モデル同士、な らびにマクロ経済ブロックと地域経済ブロックが どのよ
うに連結 されているのかを把握す ることが困難である。複数地域について公共
投資の効果 を検討 した研究 としては、林 0小西 (1991)、稲 田・小川 (1994)、楊
(1997)などがある。林・小西 (1991)では、グラビテ ィモデルをモデルに組み込
む形で逐次決定型のモデルが構築 されている。 また稲 田・小川 (1994)では、近
畿地方の各府県についてほぼ同一構造のモデル を作成 し、各々の府県を統合 し
た地域モデルが構築 されている。ただ し、このよ うな複数地域にまたがる計量
モデルの開発 は、地域間の経済取引が活発化 しているにもかかわ らず、統計資
料の整備が十分に行われていない とい うこともあ り、近年はあま り行われてい
ない。楊 (1997)は計量モデル を用いた研究ではないが、理論的枠組 をもとに公
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共投資 と地域経済発展について効率 と公平の観点か ら検討が行われている。
なお地域間の経済取引関係 を明 らかにす るためには、分析 ツール として地域
間産業連関表が有用である。地域内産業連関表は域内の財 0サー ビスの取引の
みを対象 とす るのに対 して、地域間産業連関表は地域内表が把握す る取引に加
えて、複数の地域間の財・サー ビスの取引も対象 とす る。地域内産業連関表で
は、域外への財・サー ビスヘの移出の行 き先は不明であるが、地域間産業連関
表では、 どの地域に移出 されたのかが定量的に把握できる。例 えば高林 0下山
(2005)は、地域間産業連関表を用いた研究であ り、公共投資の生産波及効果に





まず各地域経済について、基本的に共通 した構造 となるよ うモデル を設計 して
いる。 これにより、各構造方程式のパ ラメー タの地域間比較を行 うことができ
るよ うになっている。 またそれぞれの地域経済モデルは、各地域の移出 と移入
を通 じて連結 したモデル としている。各地域モデル を連結 していることによ り、
ある地域で需要が増加 した際に、それ以外の地域にもた らされ る効果 (いわゆ
るス ピルオーバー効果)も把握できるよ うになっている。 ここで各地域の移出












西 日本の 5地域である (表2-1)。この区分は、林 (2004)における地域区分であ
る北 日本非都市地域、都市地域、西 日本非都市地域の うち、都市地域 をさらに
関東・中部・関西の 3地域に区分 した形での区分である。各都道府県が どの地
域に属す るかは、経済産業省の 9地域区分に従つている。
表 2-1 地域 区分
(1)全体の構造
本節では、まず各地域計量モデル を連結 したモデル全体の構造 を述べ る。個 々
の地域計量モデルの構造は、 (2)で述べ られ る。
5地域経済モデルは、まず各地域の計量モデル を作成 した うえで、移出入 を
通 じてこれ らを連結 している。各地域の移輸出 (入)は、 日本国外地域への輸
出 (入)と日本国内の他地域への移出 (他地域か らの移入)からなる。移出 (入)
は、相手地域 によつて分割 され る。 なお、輸移出お よび輸移入は、県民経済計
算では相手地域別に分割 して計上 されてお らず、地域間産業連関表の比率を用
いて按分 したデータを利用す る5。
具体的に北 日本を例に取って説明 しよ う。北 日本の移出は、北 日本か ら関東
5推定期間中の地域間産業連関表は 1995年表 と2000年表の 2種類が利用可能
である。これ について、1995年以前については 1995年表の値、1995年以降 2000
年までについては補完推計 した値、2001年以降については 2000年表の値を用
いている。
地 域 都 道府 県
北 日本 北海道 、青森 、秋 田、岩 手、宮城 、山形 、福 島
関 東 新潟 、長野、茨城 、栃木、群馬 、埼玉 、東京、神奈川 、千葉 、山梨 、静岡
中 部 富山、岐阜、石川 、愛知、二重
関 西 福井、滋賀、京都 、大阪、兵庫 、奈 良、和歌山
西 日本 岡山、




への移出、北 日本か ら中部への移出、北 日本か ら関西への移出、北 日本か ら西
日本への移出 とい うよ うに分かれている。輸移入 も同様 に、北 日本 を例にす る
と、関東か ら北 日本への移入、中部か ら北 日本への移入、関西か ら北 日本への
移入、西 日本か ら北 日本への移入 とい うよ うに分かれている。この とき、「北 日
本ブロックにおける関東への移出」と、「関東ブロックにおける北 日本か らの移
入」は同一である。モデル上では乖離が生 じないよ う、恒等式 としている。 こ
のよ うに移出入 を通 じて連結す ることによ り、地域間の相互依存関係の内生化
が図 られている。
モデル内での波及経路は次のようになる。仮に北 日本で公共投資が追加 され、
域内総生産が拡大す ると、他地域か ら北 日本への移出が増加す る。 これは、北
日本にとっては他地域か らの移入が増加す ることになる。一方、他地域の立場
か らみると、他地域か ら北 日本への移出が増加す ることによつて、他地域の域
内総生産が増加 し、これによって乗数効果が働 き、経済が拡大す ることになる。
このよ うな経路を通 じて、北 日本で公共投資が行われた際に、北 日本経済だけ








日本、関東、中部、関西、西 日本の計 5種類の地域ブロックを兼ね備 えている
が、基本的なモデルの構造は共通 としている。 これ によ り、シ ミュ レーシ ョン
の結果の差異について、推定結果の比較を通 じて検討す ることができる。
本章で構築 した地域計量モデルは需要主導型のモデルである。モデル構築に
おいて必要 となるデー タについては、前述 した地域区分に従い、各都道府県を
北日本ブロック 中音「ブロック 関西ブロック 西日本ブロック関東ブロック
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アグ リゲー トし、これ を一つの経済単位 と捉 えて作成 している。データ系列の
作成方法は、基本的に入江 (2009)と同様の手法 とし、「県民経済計算」をベース
として作成 した。なお推定期間は 1991年か ら 2006年までの 16期である。図
2-2は各地域の計量モデルの大まかなフローチャー トを示 したものである。
以下、各地域モデルの構造を述べ る。モデルの詳細な構造や推定結果な どに
ついては、参考資料の方程式 リス トを参照 されたい。
図 2-2 各地域計量モデルのフローチャー ト
(注)この図では北 日本モデル を例 として示 してい る。他 地域 において も、移
出入 の決定要 因の変数 が 自地域以外 の地域 の変数 とな る以外 は、同様 の構造 で
ある。網掛 けは外生変数 で あるこ とを示す。
(出所)筆者 作成
(支出ブ ロ ック )
域 内総生産 は、民間消費、民間住宅投資、企業設備投 資、政府 消費 、公 的固
定資本形成 、輸移 出、輸移入 、統計上の不突合 の合 計で あ る。政府 消費、公 的










慮 し、 自己ラグも説明 として推定を行つている。民間住宅投資は、家計可処分
所得 と住宅ス トックを説明変数 とした。企業設備投資は、企業所得 を説明変数
として推定を行つている。
輸移出は海外への輸出 と国内他地域それぞれへの移出に分割 し、それぞれに





輸移入についても輸移出 と同様に、海外か らの輸入 と国内他地域か らの移入
に分割 している。海外か らの輸入は域内総生産を説明変数 として推定を行 つて
いる。国内他地域か らの移入については、他地域における自地域 を対象 とした
移出 と同額 としている。 この とき、県民経済計算上の移入額 と乖離が生 じるこ
とになるが、 この乖離は統計上の不突合 として処理 している。 こ うした取扱い
については、国内の複数地域 を対象 とした地域計量モデ ルの先行研究で、移出
入を明示的にI取り扱 った研究はない。ただ し世界 リンクモデルでは稲 田(1991)
や尾崎 (2006)などで輸出価格 と輸入価格の調整 を行った うえで輸出 と輸入を結
びf)ける構造が用い らオ1ノている例がある。また国際産業連関表や地域間産業連
関表において も、アジア太平洋研究所 (2012)や仁平 (2008)にみ られ るように、




賃金 (一人当た り雇用者報酬)の積である。賃金は物価ブロックか ら決ま り、
雇用者数は域内総生産か ら決定 され る。また、財産所得 と企業所得は名 目域内
総生産か ら決まる。
(物価ブロック)
物価については、5地域モデル とも共通で全国企業物価指数 をキー変数 とし
ている。全国企業物価指数は、全国の労働生産性 を説明変数 としている。全国
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の労働生産性 は、雇用者報酬の 5地域合計額 と域内総生産額の 5地域合計額の





本節では、主要な構造方程式の推定結果 を地域間比較 とい う観点か ら検討す
る。各地域計量モデル はできるだけ共通 した構造 となるよ うに してお り、各構
造方程式のパ ラメータの地域間比較ができる。 ここでは、実質民間最終消費支
出、実質民間企業設備投資を取 り上げることとす る。
まず域内総生産の最大の構成項 目である民間最終消費支出 (実質)の結果 を
見る。民間消費は前節でも述べたよ うに、家計可処分所得 と実質化 した貯蓄残





西が最 も低い とい う結果になっている (図2-3)。
と、北 日本 0関東が高 く、関
この違いには、貯蓄行動に対












































決 定係 数 0.993 0.990 0。990 0.974 0。987
(注)括弧内の数値は t値を示 している。
48
す る地域性の違い、消費性向の高い高齢者の比率等が要因 として考えられ る。
表 2-3は地域別に年間収入に対す る貯蓄現在高の比率 と高齢化率を示 した もの
である。消費性向の高い北 日本、関東では、年間収入に対す る貯蓄現在高が低




0。39 0.39 園短期 趙長期
北日本 関東   中部
(出所)筆者作成
西日本
次 に、実質 民間企業設備投資 は、実質化 した企業所得 を説 明変数 と して推 定
を行 つてい る。 一般 的 なマ クロ計量モデル で は、投 資関数 の推 定で はいわ ゆる
ス トック調整型 の投 資 関数 が採用 され るこ とが多い。 本モデル で もス トック調
整型 の推 定 を試 みたが、資本 ス トックな らび に除却 率のデー タを地域別 に得 ら
れ ない こ と、 またその代理変数 に よる推定 に よつて も安定 した推 定結果 が得 ら
れ なかった こ とか ら、 この よ うな形 での推 定 を行 つた。 図 2-4は各地域 の投資
関数 にお ける企業所得 にかか るパ ラメー タを比較 した ものである。 結果 をみ る
・1
表 2-3 年間収入に対する貯蓄現在高比 と高齢化率
北 日本 関 東 中 部 関 西 西 日本
年間収入に対する
貯蓄現在高比(%)
188.2 226.1 234.5 234.5 235.2
高齢化率(%) 25.5 22.0 22.5 23.3 25.0
(出所)『全国消費実態調査(2005年度)』『国勢調査(2010年度)』
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ている。また中部においても、 自動車関連企業が 自地域で投資を行 つていると
考えられ る。一方関東で行われ る設備投資は、域内における企業所得の影響 を
Lヒ較白勺受けに く い。
図 2-4 投資関数のパラメータの地域比較
1。0 ｀:｀｀｀ ヽヽヽヽヽヽ…ヽ ヽヽ…ヽ一ヽ ヽヽ …ヽ…ヽ ヽヽヽヽヽヽヽヽ…ヽ ヽヽヽヽ一ヽ ‐ヽヽヽ ヽヽヽヽ 0ヽ:91…｀…｀ 一ヽヽ 一ヽヽ ヽヽヽヽ…ヽ ヽ
: 囲短期 鐵長期
0。8 :・・ヽ｀ヽヽ ヽ





北日本 関東   中部   関西
(出所)筆者 作成
西日本
4 公共投資の追加 シミュ レーシ ョン
次に、公共投資を追加 した ときに各地域経済に対 して どのよ うな効果がある
か、シ ミュ レーシ ョンにより確認す る。 シ ミュ レーシ ョンは、各地域の公的固
定資本形成 を 1兆円追加す る形で行 つている。公的固定資本形成 を追加す る時
期は、推定期間の最終年度か ら5か年遡って 2002年度 とした。
図 2-5は、各モデルの域内総生産 (5地域合計)について、基準ケース (公
共投資の追加がなかったケース)との乖離幅 を示 した ものである。 また表 2-4
は、地域 ごとのシ ミュ レーシ ョン結果である。なお ここでの結果は、 自地域に
おける効果だけでな く、他地域経済に対す る効果 も示 している。表では、列方
向に各地域のシ ミュレーシ ョン結果 を示 している。例 えば、北 日本で 1兆円の
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公共投資 を追加 したケー スの北 日本 に対す る効果 は 5,729億円、同ケー スの関
東 に対す る効果 は 5,980億円、中部 に対す る効果 は 1,744億円、関西 に対す る
効果 は 510億円、西 日本 に対す る効果 は 553億円 となってい る。
ョン結果 (5か年計、単位 :兆円 )
他地域 圏自地域
=|二=|||      101713171,01315141      1 1 1:|
0171212
北日本   関東 中部 関西   西日本
(出所)筆者 作成













北日本に対する効果 0.57290:07660.02470‐` 0386 0.0415
関東に対する効果 0.59801122620.23100。3040 0.4303
中部に対する効果 0.174401324190.88590:33250.1854
関西に対する効果 0.05100106420。0626 016081 0.0650
西日本に対する効果 0.05530:073190.03530:06■8 0.6680
全国に対する効果(計) 1.45161176581.2395 1:34501.3902
うち自地域に対する効果 0.57291.22620。8859 0:6081 0.6680
うち他地域に対する効果 0.87870:53960.35360173690.7222
歩留まり率 39.5% 69:41%| 71.5% 45'2‐% 48.1%
いずれの地域 において も、全国ベースでみた効果の5か年計の効果が 1兆円
を超 える。 自地域での効果が大きい関東での効果が最大であ り、他地域での効
果が大きい北 日本がそれに次 ぐとい う結果になつている。すなわち、北 日本、
関東への効果が大きく中部以西への効果が小 さい とい う「東高西低」の傾向 と
なった。
自地域における効果が 1兆円を超 えている地域は関東のみであ り、関東以外
の地域では、 自地域の効果は 1兆円を下回つている。 これ は、関東以外の地域
では、 自地域外の地域に経済効果が漏出 していることを示 している。 自地域に
おける効果の差異は、それぞれの地域計量モデルの推定結果のパ ラメータの差
異に起因す ることになる。例えば、3-1で述べたよ うに、企業所得は名 目域内
総生産によつて決まる形で推定を行 つているが、関東・中部のパ ラメータが大
きくなっている。 このパ ラメータの違いによって、域内総生産に対す る影響が
地域によつて異なって くるのである。
他地域における経済の拡大効果は、北 日本が最 も大きく、中部が最 も小 さい
とい う結果になっている。北 日本のよ うにモデル 1の乗数が小 さい地域では、
自地域内での経済拡大効果 よりも自地域外での拡大効果の方が大きくなる。 自
地域 と他地域の効果 を合計 した全国経済にお ける効果 をみ ると、関東が最 も大
きく、次に北 日本が大きい とい う結果 となる。
全国に対す る効果の うち、 どの程度が自地域 に対す る効果かを示す 「歩留ま
り率」を見てみ よ う。歩留ま り率は、中部や関東が高 く北 日本が最 も低い とい
う結果になっている。 これは、地方部で行われた公共投資の経済効果は、中部
や関東がその受け皿 となっていることを示 している。なお、この結果は地域間
産業連関表を用いて分析 した武者 (2009)の結果 と整合的である。
次に、各ケースの地域別の影響を見てみる。表 2-5は表 2-4の結果 を地域別
の割合 として置 き換えて示 した ものである。 ここでの 自地域の効果は歩留ま り
率 と等 しい。北 日本ケースでは、北 日本に対す る効果 よ りも関東に対す る効果
の方が上回るとい う結果になっている。北 日本ケース以外では、 自地域に対す
る影響が最 も大きい。関東ケースにおける他地域に対す る影響では、中部が最
も大きく、関西が最 も小 さい。 中部ケースにおける他地域 に対す る影響は、関
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東 に対す る効果 が最 も大 きい。 関西 ケー スにお ける他地域 に対す る影響 は、 中
部 が最 も大 き く、 これ とほぼ同 じ規模 で関東 が これ に次 ぐ。西 日本 ケー スにお
ける他地域 に対す る影響 は、関東 が最 も大 き く、 中部 が これ に次 ぐ。 西 日本 で




本章では、道州制の導入 を前提 として、地域間の相互依存関係 を踏まえた全
国5地域計量モデルの開発 を行い、推定結果の比較お よび公共投資の追加 シ ミ
ュレーシ ョンを行つた。地域計量モデルを連結 し、各地域の相互依存関係 を考
慮 したモデルの開発はこれまでにあま り見 られない ものである。モデルの堅牢
性 については今後改善が必要であるが、各地域計量モデルは基本的に同 じ構造
となるよ う構築 されているため、地域の経済構造の比較が可能 となった。例え
ば、5地域 ごとの消費関数における可処分所得にかかるパ ラメータを比較 した
結果、北 日本や関東に比べて関西は低い とい うことが明 らか となった。また各
地域における公共投資の経済波及効果の内訳 をみると、地域 ごとに自地域の効
果 と他地域の効果の規模が異なるとい う結果 となっている。
限 られた予算の中での地域政策は、 目的や効果を地域 ごとにきめ細か く考慮
した上で、実施 され ることが望ましい。中央政府か ら画一的に割 り当て られた











北日本に対する効果 39.5% 4:3% 2.0% 219% 3.0%
関東に対する効果 41.2% 69嵐4% 18.6% 2216% 31.0%
中部に対する効果 12.0% 18141% 71.5% 24.7% 13.3%
関西に対する効果 3.5% 3:6% 5.1% 45.2% 4.7%
西日本に対する効果 3.8% 412% 2.8% 4:6% 48.1%
全国に対する効果(計) 100.0%100:0%100.0%10‐010% 100.0%
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財源や事務事業では、地域経済にとって必ず しも期待 した効果が得 られ るとは
限 らない。 これ を避 けるためには、画一的な政策をとるのではな く、各地域が
それぞれの実情に応 じた政策を選択できる新たな地方 自治制度が必要である。
最後に、残 された課題 について述べ る。 まずモデルの精緻化・堅牢化につい
てであるが、今回のモデルは比較的 コンパ ク トな構造 としているが、将来的に
は、よ り精緻かつ頑健なモデル に改良す る必要がある。特に、地域間の相互依






出 と同額 とみな してモデル を構築す るケース (本章のケース)と、輸移入デー
タをベー スとし、移出を他地域か らの移入 と同額 とみな してモデル を構築す る
ケースとの整合性 をチェックす る必要がある。その他のモデルの改善点 として、
労働生産性等の供給制約 を各地域モデル 内に明示的に織 り込む、大河原 ほか
(1988)のよ うにマクロ経済のデータと地域データの整合性 を確保す る等、改善
の余地は多分に残 されている。
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第 3章 供給面か らみた道州制下における公共投資の地域経済 口厚生
への影響




よ うな影響 をもた らすのかについて、九州地域 を分析対象 として定量的分析 を
行 う。分析手法 として供給サイ ドの動きに着 目した地域経済モデル を構築 し、
九州地域の変数を利用 してシ ミュレーシ ョン分析 を行 う。個々の地域の特性 は、
推定式の地域 ダ ミー変数の結果に表れ る形 としている。 シ ミュレーシ ョンでは
道州制導入に伴 う財政支出の削減効果や公共投資の分権化の効果について定量
分析 を行つた鈴木 (2009)の結果 をもとに、域内総生産への効果や地域厚生水準
に及ぼす影響 を計測す る。
分析対象 として九州地域 を取 り上げるのは以下の理由による。 まず地域区分
が比較的はっき りしてお り、県の集合体を一つの地域 として捉 えやすい。 また
九州地域は武者 (2009)などでも明 らかにされているよ うに、政策の効果が他地
域に漏出 しに くく自地域に大きく表れ る地域である。 さらに、全国の人 口規模
や経済規模 に対 して約 10%のシェアがあ り地域 として一定の規模 を有 してい
る。 こうした理由か ら、道州制の分析を行 うにあたって九州地域が地域の代表
として最 もふ さわ しい と考えた。ただ しここで取 り扱 う道州制の効果は、地域
性 に関わ らず共通 した効果 として考えられ ることか ら、一般性 を有 している分
析 と考える。
道州制については、導入の是非やその効果 についてな ど、近年 さかんに議論
され るよ うになってきている。第 28次地方制度調査会が 2006年に提出 した「道
州制のあ り方に関す る答 申」は、道州制を 「国 と基礎 自治体の間に位置す る広
域 自治体のあ り方を見直す ことによって、国 と地方の双方の政府 を再構築 しよ
うとす るもの」と位置付け、「その導入は地方分権 を加速 させ、国家 としての機
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能 を強化 し、国 と地方 を通 じた力強 く効率的な政府 を実現す るための有効な方
策 となる可能性 を有 している」 とした。また導入にあたつては、①地方分権の
推進及び地方 自治の充実強化、② 自立的で活力ある圏域の実現、③国 と地方を
通 じた効率的な行政システムの構築、 といつた方向に沿つて制度設計を検討す
べきであるとしている。
道州制導入の意義 として、地方分権、広域化、行財政の効率化な どが挙げ ら
れ る6。 た とぇば、公共投資政策を分権的に行 うことで、同 じ財政規模でも地域
の経済力をさらに強化できる可能性がある。また、公共サー ビス供給について、
規模の経済性 によって、少ない財源でも現在 と同水準のサー ビスを供給できる
と考えられ る。道州制導入の効果について定量的な分析 を行つた先行研究 とし
ては、関西社会経済研究所 (2004)、仲林 (2007)、片岡・岡野・葛西 (2008)など
が挙げ られ る。関西社会経済研究所 (2004)では、州制が導入 された際に、地方
財政や地域産業政策、地方金融にどのよ うな影響があるのかについて、調査事
例研究やシ ミュレーシ ョン分析など、多角的に検討が行われている。仲林 (2007)
では、都道府県別に様 々な指標 を用いて地域間格差 を示 した上で、道州制の導
入によって格差が どのよ うに変化す るか検証 されている。また、道州 ごとに生
産関数を特定化 し、民間資本 と社会資本の限界生産力の推計が行われている。
片岡 0岡野・葛西 (2008)では、道州制が導入 された場合、九州経済に どれほ ど
のインパ ク トを与えるのかについて、九州 7県を一地域 とす るマ クロ計量モデ
ル を構築 して分析が行われている。分析の結果、積極的に道州制導入 を進 めた
場合 には、2015～25年の年平均成長率が 2.1%となるが、道州制を導入 しなか
った場合は 0。9%にとどまるとい う結果が得 られている。
なお財政支出の効率化 を対象 とした分析 としては、 これまで様々な手法によ
り数多 くの実証研究が行われてきている。前述 したよ うに、地方財政支出の効
率化には様々な手法があ り、その効果については、 これまでに多 くの研究の蓄
積がある。既存研究では主に市町村が提供す る行政サー ビスに対 して規模の経






ルの説明を行 う。3節では、財政支出の分野別配分を変更 した場合 に、生産額
や地域住民の厚生水準にどのよ うな影響があるか計測 を行 う。4節では、道州
制導入の効果 として、県の統合による財政支出の効率化 と社会資本の配分 を変
更 して生産の効率化が達成 された ときに厚生水準にどのよ うな影響があるか、
シ ミュレーシ ョン分析 を行 う。5節はま とめ と残 された課題 を述べている。
2 モデルの構造
本節では、分析に用いるモデルの説明を行 う。本章で構築す るモデルは全国
を 11地域に分割 し各地域のデータをプー リングしたデー タにより構築 してい
る。供給サイ ドの動 きに着 目している点、地域厚生水準をモデル に組み込んで
いる点が特徴である。以下、(1)でモデル全体の構造について説明を行 う。(2)、
(3)ではモデル上で特徴的な取 り扱いを している生産関数 と地域厚生水準につ
いてそれぞれ説明す る。
(1)モデル全体の構造
まず、地域経済モデル全体の構造について述べ る。推定は 1990年か ら 2003
年までの 14期間について、全国 11地域のプー リングデータを用いて行つてい
る。サンプル数は 14期間 ×11地域の 154である。地域区分の区割 りは、基本
的に『 行政投資』の地域区分に従い、表 3-1のように設定す る。ただ し、東京
都 については東京単体での規模の大きさや都 としての行財政システムの独 自性
を考慮 し、関東地域 とは別地域 として扱 う。モデルでは、地域によつて違いが
表れ ると考え られ る推定式について地域ダ ミー変数を織 り込んでいる。推定結
果のダ ミー変数にかか るパ ラメー タの違いに地域の差異が表れ る。例 えば (2)
で後述す る非 1次産業の生産関数では、社会資本ス トックに係数ダ ミーを設定
し、社会資本ス トックの生産性の地域 ごとの違いを捉 えている。
図 3-1は地域経済モデルの全体像 をフローチ ャー トで示 した ものである。
個々の方程式の詳細は参考資料に方程式体系 として示 している。
57
表 3-1 本 モデルにお ける地域 区分
図 3-1 モデル全体の フロー チ ャー ト
民間認 子ク
 、
⇒ :経済理論に基づく関係 匡Ⅲト コントロールする変数











E=弓>  ァゥトブット指標  →
(注)産業基盤型社 会資本 ス トックは、域 内総生産 (非1次産業)に対 して間





域内総生産額については 1次産業 と非 1次産業を分けて、それぞれ (2)で後述
す る生産関数によって決まる形 となっている。1次産業域内総生産額は 1次産
業雇用者数、1次産業民間資本ス トック、農水産型社会資本ス トックによって
決まる。非 1次産業域内総生産額は、非 1次産業雇用者数、非 1次産業民間資
本ス トック、産業基盤型社会資本ス トックによって決まる。域内総生産額の変
化は、所得水準の変化 を通 じて民間最終消費支出を決定す る。なお民間資本 ス
トックは 1次産業、非 1次産業 ともに外生変数 としている。
ターゲッ トとなる変数である地域厚生水準は、消費水準、政府経常サー ビス
の水準を示すア ウ トプ ッ ト指標、生活関連型社会資本ス トックをもとに決定 さ




に検討 してい くことを 目的 としているためである。図 3-2は、モデルの生産関
数に関係す る部分のフローチャー トである。
図 3-2 生産関数 に関係す る部分の フローチ ャー ト
(出所)筆者 作成
8モデル中の人件費は都道府県ベースの計数である。一方、ア ウ トプ ッ ト指標
は地域住民の厚生水準の構成要素であることか ら、都道府県 と市町村の職員数
をベース として作成 している。 しか し、道州制は府県制の改革であるため、府
県の人件費の効率化効果を分析の対象 とすべきであると考え、計数ベースは異
























域内総生産は 1次産業、非 1次産業に区分 してお り、それぞれ民間資本ス ト
ックと社会資本ス トックと雇用者数か ら決定 され る。そ して、 1次産業、非 1
次産業の生産額の合計額が所得水準を決定 し、 さらに、所得水準によつて民間
最終消費支出が決まるとい うモデル になつている。
各産業の生産関数については、鈴木 (2009)を踏襲 し、産業別にデー タを区分
しそれぞれについて定式化 を行 う。 これは産業間の社会資本配分の効率化に関
す る分析 を行 うにあたって、非効率な生産を行 つている産業を、他の産業 と切
り離 して検討す るためである。
表 3-2は全産業に占める 1次産業の割合について、国内総生産お よび社会資
本ス トックに関 して示 した ものである。社会資本ス トックは翌年以降の生産に
影響を与えると考えられ るため、表中の社会資本ス トックの値は、示 されてい
る年次の前年値である。それは以降に登場す る社会資本ス トックに関 して も同
様である。全産業に占める 1次産業の割合は 2%にも満たず、近年になるにつ
れてその割合 は減少 し、2003年では 1。0%となっている。一方、社会資本ス ト
ックにおいて 1次産業が占める割合は 50%を超 えてお り、近年その割合が低下
傾向にあるとはいえ依然 として高い。 このことか ら、生産に関 して 1次産業の
社会資本ス トックはかな り過剰な配分になってお り、非効率が生 じている可能
性が極めて大きい と考えられ る。











ると捉 えられ るため、社会資本が他の生産要素 と代替的な関係 にある以下のよ
うな形式に 1次産業の生産関数 を特定化す る。
ξ=Иlイゆβ亀仕
ただ しξは 1次産業の生産額、 二lは1次産業の雇用者数、 坤 lは1次産業の
民間資本ス トック、 絶 1は農水産型社会資本ス トックである。
推定にあたっては両辺 を対数変換 した次式を用いる。
Inξ=in/1+αl in二l+メlinKン1+/1lnKを1
推定結果 は次 の よ うになった。係数 下の括弧 内の数値 は t値、Adj.R2は自由
度修正済み決 定係 数 で あ る。
ln(GRPA)=-1.17978+0.551522・ln(PCPPYA)+0.060224口ln(SCNPY)
(-5.66)  (6.13)             (1.50)
+0.40794401n(EMPA)-0.031192・丁IME
(6.16) (-8.69) AdJ.R2=0.984
ここで GRPAは1次産業域 内総生産 、PCPPYAは前年度 1次産業民間資本 ス ト
ック、SCNPYは農水産型社会資本 ス トック、EMPAは1次産業雇用者数 、TIMEは
タイ ム トレン ドを示 してい る。1次産業 の生産関数 につ いては、地域 に よる差
異 がない と考 え、 ダ ミー変数 は設定 していない。 タイ ム トレン ドにかか る係 数
が負 となってお り、近年 の 1次産業 の生産性 の低 下傾 向 を示す結果 となつてい
る。
一方、非 1次産業 の生産 関数 については、林 ・高林 (1999)に倣 って、以 下
の よ うに特定化す る。
t=И2五ケα2印■2+β2h像2
ただ しちは非 1次産業 の生産額 、二2は非 1次産業 の雇用者数 、 κち は非 1次
産業 の民間資本 ス トック、 κ発 は産業基盤型社会 資本 ス トックで あ る。 産業基
盤型社会資本 ス トックは直接 的 に生産 に影響 を与 えるので はな く、民間資本 ス
トックの生産力 を向上 させ る とい う形 で間接 的 に影響 を与 える もの と してい る。
推 定 にあた っては両辺 をZ2で除 し、対数変換 した次式 を用い る。
inO名/二2)=in И2+α21n(メ砂2/二2)十β21n κp2°lnスを2




(5.07) (2.55)(41.17) (-8.85) (3.22)
+0.000272・DUM7+0.000077・DUM8+0.000301・DUM9)・ln(PCPPYB)01n(SCIPY)
(8.40) (2.50) (9.41) Ad」.R2=0.979
ここで GRPBは非 1次産業域内総生産、PCPPYBは前年度非 1次産業民間資本
ス トック、SCIPYは産業基盤型社会資本ス トック、EMPBは非 1次産業雇用者数、
DUMl、DUM3、DUM4、DUM6、DUM7、DUM8、DUM9はそれ ぞれ北海道 ダ ミー、東京 ダ
ミー、関東 ダ ミー、東海 ダ ミー、近畿 ダ ミー 、 中国 ダ ミー 、四国 ダ ミー を示 し
てい る。 地域 ダ ミー変数 のパ ラメー タを比較す る と、特 に東京地方 の産業基盤
型社会資本 ス トックの生産性 が高い とい う結果 になってい る。
(3)地域厚生水 準の推 計
通常の地域経 済モデル の場合 、 さま ざまな政策 シ ミュ レー シ ョンの効果 は域
内総生産や個 人所得水 準、消費支出 な どで判 断 され るこ とが多い。 しか し、公
共投資政策 の 目的のひ とつ が 「国民生活 の豊 か さの向上」 にあるこ とか ら、所
得や消費支 出だ けでな く、豊か さに大 き く影響す る生活 関連型 の社会資本 ス ト
ックな どを含 めた総合 的 な豊か さを数 量化 し、それ に よつて政策 の あ り方 を判
断す るこ とが望 ま しい。 この よ うな観 点か ら、林・高林 (1999)では消費水 準、
政府経常サー ビス、生活 関連型社会 資本 ス トックか らな る トランス ログ型 の社
会的厚生 関数 か ら地域厚 生水準 を推 計 し、「豊 か さ指標 」 と して用 いてい る。
そ こで本章で構築す るモデル で も、 トランス ログ型厚生 関数 を用 いて地域厚
生水 準 を推計す る9。 厚生水準の構成 要素 は、林・高林 (1999)に従 い、生活 関連









ここで政府経 常サー ビスに関 して、定量的 な指標 と して捉 えてお く必要 が あ
る。政府経常サー ビスの大 き さを数 量的 に示す指標 には、様 々なアプ ローチが
考 え られ る。例 えば、林 0高林 (1999)では、政府経 常サー ビスを示す指標 と
して政府経常支 出額 が用 い られ てい る。本モデル では、地域住 民の厚 生水 準 に
影響す る要素 とい う観 点か ら、地方公 共サー ビスのア ウ トプ ッ ト量 を考 えてい
る。 具体的 には、地域 にお けるア ウ トプ ッ トを縮約 した指標 を作成 し、その結
果 を用い る。 指標 の作成 については、主成分分析 を適用す る。
主成分分析 に用い る変数 は、一般行政、福祉 関係 、警察、消防の各部 門の職
員数 を利 用す る 10。 表 3-3は主成分分析 の結果 を示 した もので あ る。 この主成
分分析か ら得 られ た第 1主成分得点 を、政府経 常サー ビスを示す指標 と して採
用す る。 以下では、 この指標 を 「ア ウ トプ ッ ト指標 」 と呼ぶ。 図 3-4は主成分
分析 によって得 られ たア ウ トプ ッ ト指標 につ いてま とめた ものであ る。
































アウ トプッ ト指標の地域間比較 (1990年、2003年)
(出所)筆者作成
このよ うに して推計 されたア ウ トプ ッ ト指標 と、生活関連型社会資本ス トッ
ク、民間最終消費支出か らなる トランスログ型厚生関数か ら地域厚生水準を推








ここで UTLは地域厚生水準、ZOPSはアウ トプ ッ ト指標、ZCMPは人 口 1人当た
り民間最終消費支出、ZSCAは生活関連型社会資本ス トックを示 している。
厚生水準の計算結果を地域別 にま とめた ものが図 3-5である。図 3-6は国民
生活審議会で試算 された総合指標 (いわゆる「豊か さ指標」)の結果である。地
域区分が異なるため、単純に比較す ることはできないが、両基準 とも共通 して
‖ トランスログ型厚生関数の導出方法については補論 を参照 されたい。
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北海道や北陸地域が相対的に高 くなっているな ど、類似 した傾 向がみて とれ る。
図 3-5 厚生水準の地域間比較 (1990年、2003年)
0.5
0.0 1__
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(出所)筆者作成
図 3-6 第 13次国民生活審議会 (平成 2～4
40        45        50
年)総合指標の試算結果




























図 3-7は九州地域の厚生水準の推移、図 3-8はその構成要素の推移 を示 した
ものである。図 3-8の各項 目の数値は、標準化 した後の数値である。民間消費
水準お よび政府経常サー ビス (アウ トプ ッ ト)は横ばいで推移 してお り厚生水
準の上昇にはほとん ど影響せず、生活関連社会資本ス トックが厚生水準を引き
上げている。





















図 3-8 厚生水準の構成要素の推移 (九州 )
1-V
1990             1995             2000      2003
-消 費支出 ― 生活関連社会資本 ― アウ トプッ ト指標
(出所)内閣府 「県民経済計算」等 よ り推計
3 財政支出の分野別配分変更シミュ レーシ ョン
本節では、2節で構築 した地域モデル を用いて、九州地域において財政支出
の分野別配分 を変更 した際に、域内総生産お よび地域住民の厚生水準にどのよ
うな影響があるかについて計測す る。なおシ ミュレーシ ョンは内挿で行ってお
り、分析 目的が中長期的視点か らの分析であることか ら、シ ミュレーシ ョンの
最終年度の結果 をもとに検討を行 う。本節でのシ ミュレーシ ョンの内容を示 し
た ものが表 3-4である。
表 3-4 財政支出の分野別配分変更シミュ レーシ ョンの内容
財源移転元 財源移転先








ケース 1およびケース 2は、社会資本ス トック間の配分 を変更 させ るシ ミュ
レーシ ョンである。ケース 3およびケース 4は、社会資本 ス トックを減額 し、
人件費に振 り向けるシ ミュレーシ ョンである。ケース 5およびケース 6は、人
件費を削減 し、社会資本ス トックを増加 させ るシ ミュレーシ ョンである。
社会資本ス トックについては、既存のス トックその ものを変化 させ るのでは
な く、前年度か らの増加額 (フローベース)を変化 させ る形で計算す る。財源
移転額は、各ケースについて社会資本ス トックの前年度か らの増加額の 10%を
移転す るケース と、50%を移転す るケースの 2パター ンを推計す る。人件費に
ついても、人件費の 10%を移転す るケース と50%を移転す るケースを推計す る。
厚生水準のシ ミュレーシ ョン結果が表 3-5に示 されている。また表 3-6は、域
内総生産のシ ミュレーシ ョン結果を示 した ものである。ケース 1では、農水産
型社会資本ス トックは、産業基盤型社会資本 ス トックよりも生産性が低い と考
えられ るため、産業基盤型社会資本 ス トックに財源移転す ることにより域内総
生産が増加 し、結果 として地域厚生水準は上昇す る。ケース 2では、農水産型
社会資本ス トックの減少 にともない域内総生産は減少す るが、生活関連型社会
資本ス トックが増加す るため、地域厚生水準は上昇す る。ケース 3では、ケー
ス 2と同様 に農水産型社会資本ス トックを減額す るため、域内総生産は減少す
る。 しか し、その減額分 を人件費に振 り向けても、厚生水準は基準ケース と比
べて低 くなるとい う結果になっている。ケース 4では、人件費のよ うな政府経
常支出に対 して、他か ら財源 を移転す ることは、地域厚生水準にマイナスの影
響 をもた らす とい う結果 となっている。ケース 5では、人件費の減額によ リア
ウ トプ ッ ト指標が減少す るため厚生水準は低下す るが、産業基盤型社会資本ス
トックが増加す るため、域内総生産は増加す る結果 となつている。ケース 6は、
ケース 4と逆方向の財源移転を行つている。このケー スで人件費 50%を財源移
転す ると、地域厚生水準は大きく上昇す る結果 となった。 この差について、ケ
ース 2、6では財源移転先を生活関連型資本 ス トックに振 り向けている。生活関
連型資本ス トックは、他のケースの振 り向け先 (産業基盤型資本ス トック、人
件費)と異な り、厚生関数の構成要素 となっているため、乖離率が大きくなつ
ている。ケース 4では生活関連型資本ス トックを振 り向けるシ ミュ レーシ ョン
を行 つてお り、 このケー スで もマイナ スの乖離 が大 き くなつてい る。
表 3-6 シミュ レーシ ョン結果 (域内総生産、単位 10億円 )
基準ケース 48,435 乖離率































(注)ケー ス 4、 ケース 6は域内総生産に影響 しない部分の財源移転であるた
め、域内総生産は変化 しない。
(出所)筆者作成
4 財政支出と生産の効率化シミュ レーシ ョン
次に、道州制の導入に伴 う財政支出の削減効果お よび分権化の効果について
定量分析 を行 った鈴木 (2009)の結果 をベース として、九州地域においてシ ミュ
レーシ ョンを行い、厚生水準が どのよ うに変化す るかを計測す る。
表 3-5 シミュ レーシ ョン結果 (厚生水準 )
基準ケース 0.92597 乖離率


































まず分析 の前提 とな る鈴木 (2009)の分析方法 と結果 を概観す る。
財政支 出の削減効果 については、47都道府 県 を対象 に して、各都道府 県の規
模 に関す る変数 (人口、面積)を用 いて人件費 を推 定 し、得 られ た推 定結果 か
ら各地域 にお ける広域化効果 を計測す る。推 定結果 か ら、現実値 、推 定式 か ら
得 られ る各県 の理論値 、道州制導入後 の各地域 の理論値お よび道州制導入 に よ
る削減効果 を計測す る。各県の理論値 は上記 の推 定式 に各 県の人 口お よび面積
を代入す るこ とによって求 め られ る。道州制導入後 の理論値 は各地域全体 の人
口お よび面積 を代入す るこ とに よって求 め られ る。道州制 に よる削減効果 は、
各県の理論値 の単純合 計 と道州制導入後の理論値 を比較す ることで計測で きる。
九州 にお ける人件費 の単純合計額 は約 1兆6680億円で あ るのに対 し、道州制移
行後 の九州全体 の人件 費 は約 1兆4116億円 となつてお り、道州制 の導入 に よ り
約 2564億円の人件費 の削減 が可能 で あるこ とが示 され てい る。
分権化 の効果 につ いては、九州地域 で社会資本 ス トックの分野別配分 の変更
を通 じて生産 の効率化 を考 えてい る。す なわ ち現在 の社会資本 ス トックの総額
を一定 として、生産 関数 か ら導 出 され る限界生産性 が産業 間で等 しくな るよ う
に 1次産業 か ら非 1次産業へ と社会資本 の配分 を変更す る ことで域 内総生産 を
最大化す る。 も う一つ は、前者 と同様 に限界生産性 を等 しくす るよ うに社 会資
本 の配分 を効 率化す る こ とによ り、域 内総生産 の水準 に維持 しなが ら、社会資
本 ス トックの総額 を削減す る。表 3-7は分権化 の効果 の結果 を示 した もので あ
る。 それ ぞれ 生産の効率化 に よって域 内総生産 の増額 、 あ るいは社会資本総額
の削減 とい う効果 が得 られ るこ とにな る。 なお後者 の社会資本 ス トックの削減
効果 については、推 定期 間 中にわた って効果 が生み 出 され た と考 え られ るた め、
シ ミュ レー シ ョンでは推計 され た削減効果額 を推 定期 間の 14で除 した額 も示
してい る。
70
表 3-7 効率化による域内総生産 と社会資本ス トックの変化
域内総生産(単位:百万円) 社会資本ストック(単位百万円)




1)変化 -109,388385,029 -10,788,0001 ,788,000
(2)変化 -139,373139,373 -11,735,631,030,930-8,704,701
(2)の結果を推定期間14で除した額→
(出所)鈴木 (2009)に基づ き筆者 が加筆修正
(2)シミュ レー シ ョン
次 に (1)で示 した結果 を もとに、2で構築 したモデル を用 いてシ ミュ レー シ ョ
ンを行 う。 以下、財政支 出の効率化 が図 られ るケー ス A、 社会資本 の配分 を変
更 して域 内総 生産の極 大化 が達成 され た場合 のケー ス B、 域 内総生産 につ いて
現在 の水準 を維持 しなが ら、社会資本 の配分 を変更す るケー ス C(Bの逆)を考
える。
また、ケー ス Aとケー ス Bが同時 に達成 され たケー ス をケー ス D、 ケー ス A
とケース Cが同時 に達成 され たケー スをケー ス Eとす る。
効率化 の影響 として以上の計 5パター ンにつ いて検 討す るが、それ ぞれ のケ
ー スにお ける効 率化 に よって節約 され る財源 は、減税 が行 われ た と考 えて個人
所得 に振 り向 けるケー ス (それ ぞれ ケー ス A-1、B-1、C-1、D-1、E-1とす る )
と、生活 関連型社会 資本 ス トックに上乗せす るケー ス (それ ぞれ ケー ス A-2、
B-2、C-2、D-2、E-2とす る)の2通りを考 える 12。 したが って計 10通りのシ ミ
ュ レァ シ ョンを行 うこ とにな る。
表 3-8はそれ ぞれ の シ ミュ レー シ ョンの結果 を示 した もので ある。 計測結果
を見 る と、厚 生水準 は全 てのケー スにおいて基準ケー ス と比較 して上昇 してい
る。 ケー ス A、 ケー ス Cでは、社会資本 ス トックを充実 させ るよ り、減税 を行
12厳密には、ケース Aについては、財源が余剰 になるのではな く、社会資本の
配分変更によ り域内総生産が増加 した場合のシ ミュ レーシ ョンとなる。
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って個人所得 を増加 させ るケースの方が地域厚生水準は上昇 している。ケース
Bでは、減税ではな く域内総生産を最大化 させているが、 このケースでは社会
資本ス トックを充実 させた方が地域厚生水準は高 くなる。 また、ケース Aとケ
ース Bを組み合わせたケース Dでは、ケー ス A、 ケース Bの結果 を上回つてお
り、それぞれのケースの効果を足 し合わせたよ うな結果 となっている。 これは
ケース Eでも同様である。
これ らのシ ミュレーシ ョン結果は、財政支出の効率化によつて節約 され る財
源や、社会資本の配分変更によって捻出 され る財源 を配分 し直す ことによつて、
地域の厚生水準を高めることができることを示唆す るものである。

























































道州制導入 の効果 と して、地域 のニーズに合 った政策 の選択 、県 の統合 に よ
る財政支 出の効 率化 、生産活動 の効 率化 が挙 げ られ る。 この ことにつ いて、本
72
章では、地域経済の供給サイ ドの動きお よび地域住民の厚生水準に着 目した計
量モデル を構築 した。 シ ミュレーシ ョンによ り、財政支出の効率化によつて節
約 され る財源や、社会資本の配分変更によつて捻出 され る財源 を配分 し直す こ
とにより、地域住民の厚生が高めることができる。域内総生産が高め られ ると
い う効果だけでなく、地域住民の厚生水準を高めるとい う点か らも、道州制の
導入が望ま しく、本章ではこれ を定量的に明 らかに した。
最後に残 された課題 について述べる。今回は九州地域 を取 り上げて分析 を行
つているが、関東や関西な どの他地域、あるいは他の都道府県 との組み合わせ
において どの程度の影響があるのか、分析す る必要がある 13。 また今回の分析
では、社会資本の配分変更について、産業間の移転シ ミュ レーシ ョンを行つた
が、地域内すなわち県間の配分変更による効率化 も考えられ る。 この点を考慮
す ることができれば、道州制導入の効果 として今回のシ ミュレーシ ョン結果以
上に厚生水準が上昇す ると考え られ る。 このよ うに、道州制の導入 に際 しては
本章で考慮 した点以外 にも様々な論点があ り、そ うした論点に対応できるよ う












ただ しμは第 J財の価格、 ν は支出の総額である。
この とき厚生最大化の一階条件か ら次式が得 られ る。O  Σ醤 ル 3
トランスログ型厚生関数は (1)式をχl=1、χ2=1 χ｀3=1の近傍 でテイ ラー
展開 し、2次までの項 を採 ることによって得 られ る。
O h″=%+Σtt h乙+:Σtt htt h為
ただ しχl=1、χ2=1 為｀ =1の近傍 では%=0であ り
0%=器-3
0鳥 = ― 昂
が
1)二ゝi曇]L用すると





この とき (7)式は次 の よ うにな る。m千=葦 持
ここで (4)式を厚生 関数 とみ なす た めに、パ ラメー タに以下の制約 を加 える。
第 1は対称性 の仮定 であ る。パ ラメー タ 鳥 お よび β″は三階微分 の微係数 で定
義 され てい る ことか ら、対称性 の仮 定 をお く。
m鳥 = = =ら
第 2は同 次性 の仮 定 で あ り、 (4)式が 1次同 次 式 で あ るた め に は
(12)αν=1
(13) 渇И′=0 ノ=192,3
が成 り立たな けれ ばな らない。
(11)、(12)、(13)式の制約 を付 した上で (10)式を推 定す ることに よ リ トラン
ス ログ型厚 生 関数 にお けるパ ラメー タの導 出 を行 う。 三財 のケー スでは以下の
2式について推 定 を行 えば よい。
m千=け島h礼+Дメn為+ДJn為
m千=けあh名+ちh為十らh4




なお トランスログ型関数では 1の近傍を取 り扱 うため、価格および数量につ
いて標準化 したデータを用いる。ここで価格について、推定期間にわたつて一
定と仮定すると、(14)式と(15)式は次のようになる。
0  =%鳴 h名十九 h為晩 h為
m  =け らh氏十ちhtt t h為
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2。 厚生関数の導出
次に、 1で導出 したモデルの推計結果を説明す る。 ここではア ウ トプ ッ ト指
標 を第 1財、人 ロー人 当た り民間最終消費支出を第 2財、人 ロー人 当た り生活




分析)推計を適用す る。 これにより、推計パ ラメータ数の多い トランスログ型


















とな る。 これ らを (4)式に代入す る と
(42.6)    (-13.5)  R2=0。970
残 され たパ ラメー タ も推 計す ることがで
次の よ うな地域厚生 関数 が得 られ る。
inレ/=0。33310301n Й亀―卜00341867・In JF2~卜0°325030・In」F3
+(1/2)・(0。212175・In χl・in χl-0。H133501n χIOln Йち-0・09657501n χlein χ3
-0。111335・In」F2・lnジFl+0.18509501n」F2・in」F2~0・91546・in」r2・inジF3
-0.096575・In Й亀 In χl-0。09154601n χ3・I  χ2+0。188121・In χ3°ln χ3)
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第 4章 大都市制度改革による財政支出の効率化
一大阪府市 を中心 とした分析 ―
1 本章のね らい
本章お よび次の 5章では、現在の大都市制度 を見直 した場合の経済 0財政ヘ
の影響について検討す る。分析対象 として大阪府市を取 りあげ、新たな大都市
制度に向けた一視点 として、歳出効率化の観点か ら大阪市の分市を考える。
大都市制度は 1956年に定め られ、他の都市 とは異な り大都市固有の行政事務
上の特例 を設 けている。 しか し経済社会の変容 とともに、経済社会環境 と大都
市制度が合致 していないことや、地方 自治制度の中での位置づけや役割が不明
確であること、特に道府県 との役割分担関係 が明確でない といつた理由か ら、
大都市制度そのものの見直 しが求め られている。
政府 において も、地方制度調査会等で大都市制度の見直 しをテーマ として議
論が行われている。 自治体 レベルで も指定都市市長会 (2009)をは じめ として大
阪府 自治制度研究会 (2011)など制度の見直 しに向けた調査研究が数多 く行われ
ている。 これ らの調査研究では新たな大都市制度の形 として、大都市に都道府
県 と同格の権限 と財源 を持たせ る 「特別 自治市」制度や、東京都以外の地域に
おいて、広域 自治体 と基礎 自治体を再編 し東京都 区制度に類似 した制度を置 く
「都構想」な どが検討 されている。
大都市制度に関す る既存研究には木村 (2004)や高寄 (1995)や林 (2010)等があ
る。木村 (2004)では現在の大都市制度や国 と県 と政令指定都市の関係 について
い くつかの問題点が指摘 されている。高寄 (1995)では、大都市制度 を考える際
には、狭域行政 を行 う基礎 自治体のあ り方 と、広域行政 を行 う広域 自治体のあ
り方の両面か ら捉える必要があるとしている。また林 (2010)は、大阪大都市圏
のケースを例 に、現在の首都圏を除 く大都市 とそれを含む大都市圏が抱える課
題が明 らかにされている。
本稿では、大都市制度の見直 しの一手法 として大阪市の分割 を取 り上げ、定




あるが、広域 自治体である大阪府 と政策協調す るとい う関係性が十分でな く、
これが大阪経済の発展 に少なか らず負の作用 をもた らしてきた とされている 14。
ただ し大都市制度の見直 しは大阪市に限つた問題ではな く、今後の地方制度改
革 を検討す る上で欠 くことのできない重要な論点である。
まず本章では、全国都市データを用いて林 (2003)を参考に した広域化に伴 う
コス トを織 り込んだ費用関数の推定を行 う。 この結果 をもとに して、大阪市を
分割することによる歳出への影響について推計す る。本稿での分析では、地区
の特徴付 けが明確 となる中心業務地区 と周辺地区 とい う二地区に分割す るケー
ス と、人 ロー人当た り職員数が最 も少な くなる人地区に分割するケースについ
て検討 している。
本章の構成は以下の通 りである。 まず 2節で、政令指定都市の基礎的な統計
指標 を概観 した うえで、指定都市制度 を見直すにあたつて考慮すべ き論点につ
いて整理す る。3節では、林 (2003)に基づ く形で 目的別歳出について歳出関数
の推定を行 う。4節は 3節の推定結果を用いて、大阪市の分割による歳出への
影響を推計す る。5節はま とめである。
2 大都市制度の現状 と見直 し
大都市制度は、地方 自治法第 12章「大都市等に関す る特例」において規定 さ
れている。第 1節が指定都市、第 2節が中核市、第 3節が特例市に関す る規定
となっている。
地方 自治法第 252条の 19によると、政令指定都市は「政令によつて指定 され
た人 口50万人以上の市」と定め られている。また指定都市の権能 として、都道
府 県が処理す るとされている業務の うち、児童福祉 に関す る事務や民生委員に
かかる事務な ど計 18項目の事務について、政令で定めるところによ り処理す る
とされている。
14大阪府 自治制度研 究会 (2011)。
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木村 (2004)では現在の大都市制度や国 と県 と政令指定都市の関係 についてい
くつかの問題点が指摘 されている。現在の大都市制度は、運用を開始 してか ら
長 らく時間が経過 してお り、制度 自体が経済社会環境の変化に対応 していない
ことや、地域 によつては事業の重複な ど非効率が生 じていることが問題点 とし
て指摘 されている。政令指定都市は 2012年4月 1日現在で 20市存在す るが、
これ ら20市は規模 0隣接地域等の地理的条件・都市 としての成立の経緯が様 々
であ り、こ うした政令指定都市の多様性 に旧来の画一的な制度では十分対応 し
きれていない と述べ られている。また高寄 (1995)では、大都市制度 を考える際
には、狭域行政を行 う基礎 自治体のあ り方 と、広域行政 を行 う広域 自治体のあ
り方の両面か ら捉 える必要があるとしている。現在の大都市制度は、規模が大
きく住民 自治か ら乖離 した行政体 となってお り、これは効率性の観点か ら望ま
しくない。一方、広域的な業務についても、道府県が存在す ることによつて三
重行政や二元行政 と言つた問題が生 じている、 と述べ られている。
これ らの研究でも述べ られているよ うに、現行の大都市制度、なかでも指定





表 4-1は政令指定都市の基礎データを示 した ものである。ひ とくちに政令指
定都市 といっても、移行時期や経済規模は都市 ごとに様 々である。 また表 4-2
は、政令指定都市の財政状況について見た ものである。 これ らの表でみ ると、
大阪市は、経済指標では人 口密度、昼夜間人 口比率、市内総生産額が指定都市
の うち最大である。また財政指標では経常収支比率、1人当た り地方債残高が












年月日 人 km2 人/km2(常住人口=100 100万円 千 円
札幌市 1972/4/11,904,2781121.12 1.699 100。9 6,262,209 2,479
仙台市 1989/4/11.033.515788.09 1.311 107.7 4.1601458 2,786
さいたま市 2003/4/11212.281 217.49 5.574 91.9 3,981,561 3,055
千葉市 1992/4/1955.279 272.08 3.511 97.2 3,490,218 3,034
川崎市 1972/4/11,409.558144.35 9,765 87.1 5,213,978 3,245
横浜市 1956/9/13.671.776434.98 8.441 90.4 12,770,324 3,101
新潟市 2007/4/1812.223 726.10 1.119 02.4
静岡市 2005/4/1717,1981411.82 508 03.8
浜松市 2007/4/1811,3971511.17 537 00.7
名古屋市 1956/9/12.257.888326.43 6。917 14.7 13,906,019 3,320
京者「市 1956/9/11.465。816 827.90 1.771 08.4 5,925,845 2,977
大阪市 1956/9/12.661.700222.30 11,973 38.0 20,699,219 3,229
堺市 2006/4/1837.853 149。99 5,586 93.5
神戸市 1956/9/111536.685552.80 2.780 101.8 6,033,744 2,938
岡山市 2009/4/1704。189 789.91 105.9
広島市 1980/4/11,170.642905.25 1。293 102.6 5,112,953 3,151
北九州市 1963/4/1982.805 487.88 2.014 102.8 3,522,025 2,682













札幌市 62,765 99.8 0.699 1,020,903
仙台市 78,141 97.4 0.861 1,268,851
さいたま市 90,318 96.7 1.035 536,999
千葉市 86.597 99.2 1.019 1,129,117
川崎市 93,955 96.4 1.101 1,051,868
横浜市 96.663 95.8 1.010 1,255,801
新濡市 62.604 89.5 0.705 1,022,618
静岡市 74.007 90.9 0.924 849,165
浜松市 72.152 89.2 0.914 654,122
名古屋市 100。123 1.064 1,445,567
京都市 76,839 95.9 0.762 1,446,583
大阪市 91,031 100.2 0.960 1,928,990
堺市 63.069 96.8 0.822 7391317
神戸市 78.212 97.9 0.735 1,5791099
岡山市 67.593 90.5 0.774 824,120
広島市 78,046 97.9 0.810 1,434,043
北九州市 61,340 99.8 0.705 1,379,608
福岡市 80,670 94.0 0.847 1,734,015
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また表 4-3は、2009年度における政令指定都市の主要な 目的別歳出項 目につ
いて人 口 1人当た りの金額を示 した ものである。民生費、商工費、土木費 とい








2-2 指定都市制度の見直 しにおける論 占
次に、指定都市制度の見直 しにあたって、考慮すべき論点を提示す る。
大阪府 自治制度研究会(2011)では、新たな大都市制度の態様 として、大きく
分けると4つのパター ンが提示 されている。第一は、現在の大阪府域 を新たな
広域 自治体に再編す るとともに、現在の大阪市域を複数の基礎 自治体 (普通公
共団体)に再編す る 「大阪再編」型である。第二は、現在の東京都 のよ うな形
にす る 「都区制度」型である。第二は大阪府下の市域 を再編 した上で特別市を
表 4-3 政令指定都市の 1人当た り歳出額 (2010年度 )
議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費
札幌市 34:355166,25925,059 454 45,456 58,895 9,710 33,107
仙台市 35,612124,839261053 1,593 1,707 24,141 54,016 13,184 38,603
さいたま市 1,277 32,902115,35827,623 853 1,094 20,079 64,454 12,002 37,704
千葉市 43,839120,07828,853 827 1,907 381197 48,101 12,019 34,881
横浜市 797 26,431135,36424,331 806 477 27,769 66,618 10,154 301642
川崎市 34,652141,38646,035 865 347 25,557 79:225 11,155 38,025
相模原市 34:317123,47425,609 1,726 181972 51,523 10,679 26,359
新潟市 1,238 301680127,92342,414 2:999 10,776 26,645 87,105 12,628 48,633
静岡市 31,786108,55234,081 2,375 6,939 6,580 84,396 12:528 31,719
浜松市 1,184 301220107,74531,163 11977 12,617 58:217 11,838 40,896
名古屋市 965 31,511148,78234,576 687 42,218 75,730 121963 41,443
京都市 1,376 36,234186190830,420 1,527 100,79171,511 15,641 41,792
大阪市 11030 50,187257,64835,931 59,648 891503 141704 42:048
堺市 11421 33,625171,55132,489 915 1,224 56,560 11,339 33,700
神戸市 1,295 381061169,18449,659 31104 7:113 16,796 77,712 11,291 51,467
岡山市 1,545 24,481137,66230,598 1:491 10,403 8,801 51,478 10,713 31,332
広島市 11313 31,103142,59764,382 2,021 6,864 31,185 86,565 121467 60,389
北九州市 1,632 38,066174,54130,782 1,927 2,542 791927 87:851 13,833 40,271
福 岡市 11202 32,618158,48034,813 1,377 4,273 87,420 72,525 46,137
平均 (全市 ) 3,388 60,983126,98237,051 2,862 141977 111463 47,682 15,355 48,162
平均 (政令市 ) 34,246148,33334,467 1,589 3,569 35,786 69,578 111998 39,429
平均 (政令市 除く) 3,440 61,646126:45237,115 2,893 15,260 10,860 47,139 15,439 48,378
設置す る「特別市」型である。第四は、現行の府県 と市町村の関係 を変えずに、
大阪市を複数の基礎 自治体に再編す る 「大阪市分割」型である。
現在の指定都市制度か らこれ らの新たな大都市制度に移行するとした場合に





ある。市町村合併や市域の再編は、人 ロー人当た り費用 を小 さくす るとい う効
果が狙いのひ とつ とされている。また第一の点でも述べた指定都市が行 うとさ
れている特例事務や大都市特有の財政需要の取 り扱い も考慮す る必要がある。
指定都市はこれ らの固有の業務や広域的な行政まで担っている可能性があるこ
とか ら、コス トが過大 となっている可能性がある。
第二に、分割 された基礎 自治体間で財政格差が現れ る点である。大阪市を例
に とると、大阪市下の 24区では一人当た り税収格差や一人当た リコス トに大
きな差異が存在す る。 これ を再編す ると、一人当た り税収の大きい区が含まれ
る地区 と、それ以外の地区の間に大きな財政力格差が現れ ることになる。
以上の点をまとめると、市域の再編は受益 と負担のあ り方の変化をもた らす
とい うことにな り、市域再編の実施 にあたってはこれの調整が不可欠である。
このほかに、都市圏 として有す る一体性や中枢性が分断 され るとい う点や制度
変更 自体にかかるコス トを正確 に見積 もる必要がある点な どがある。 また再編
のあ り方によつては、抜本的な法制度の整備 も必要 となろ う。
3 歳出関数の推定
本節では、前節で述べた指定都市制度の見直 しに関す る論点の うち、第二の
コス トの面に着 目し、分市によって歳出にどのよ うな影響があるのかについて




析、特に人 口規模 と一人当た り歳出額の関係 については、中井 (1988)、林 (2003)、
西川 (2009)などこれまでに多 くの研究の蓄積がある。
中井 (1988)では基準財政需要額や一人当た り歳出額について、これ らを最小
化す る人 口規模 を 「最適規模」 として分析が行われている。 ここでは、都市に
おける人 口1人当た り歳出額は、規模 の経済の効果によ り当該地域人 口の増加
とともに減少 し、人 口が一定規模 を超 えると混雑現象や指定都市の特例需要に
よ り増加 に転 じるU字型 をとる傾向が見いだ されている。
林 (2003)では、人 口集積 による規模 の経済 と混雑現象を考慮 した地方歳出関
数の推定が行われている。 ここでは、地方公共サー ビス供給に関す る理論モデ
ルか ら得 られ る人 口や地域特性要因の影響 を受ける混雑関数を想定 し、一人当
た り歳出額が U字型になることを分析 している。分析結果か ら、地域面積、昼
夜間人 口比率、高齢者比率 といった地域特性要因は地方歳出に正の効果 をもた
らす ことが示 されている。
西川 (2009)では、 自治体の歳出関数 を推定す る手法か ら最小効率規模 を推計
した上で、その結果か ら得 られ る市町村合併における支出削減効果 について、
都道府県 ごとの違いについて検討 している。その結果、市町村合併による支出
削減効果は合併 した 自治体の数や組合せに依存 し、地域差が存在す ることが示
されている。
本章では、林 (2003)で歳出総額を対象に行われている歳出関数の推定を目的
別歳出額に拡張 し、各費 目の歳出関数 を推定す る。そ してその結果 をもとに分
市による歳出への影響 について推計を行 う。
3-2 推定方法 とデー タ
以下では林 (2003)にしたがい、歳出関数の特定化を行 う。
地方公共サー ビスは労働 と資本によ り生産 され ると考える。地方政府の活動
水準をgとし、そのための生産要素を労働 Jgと資本 たgとす ると、地方政府の生
産関数は以下のよ うに書ける。
g=g(Jg'た)…・(1)
ただ し地方公共サー ビスを実際に住民が消費す る場合においては、 さらに多
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少の追加的 コス トを伴 う。地方政府が提供す る直接生産物 gを一定 とす ると、
当該公共サー ビスの利用者数、すなわち地域人 口″が増加 に伴って利用者が実
際に消費できるサー ビス水準は低下す る。また面積が大きくなるにつれて移動
コス トが増大 し、市民が享受す る地方公共サー ビスが低下す るとい うことが考
えられ る。以下ではこのコス トを 「追加的 コス ト」 と呼ぶ ことにす る 15。
住民の関心 となるのは直接生産物 gの水準ではな く、実際に消費 され る地方
公共サー ビス水準であ り、これ をzとす る。追加的 コス トを考慮 して実際に消




と表 され る。αl…α/は面積や都市化を示す地域特性要因であ りJ種類存在す る
としている。
この zは住民の要求を反映 した政治的プロセスによつて決定 され ると考えら
れ る。地方政府 はzを実現す るために必要 となる水準 gを産出す ることになる。





ここで行政サー ビスの供給は、生産関数 を前提 とした費用最小化行動に従 う
と考える。つま り地方政府は生産要素価格である公務員賃金 wと社会資本価格
rを所与 として労働 ′gと資本 たgへの支出の合計 ガg+rたgが最小になるよ うに直
接生産物 gを産出す るために必要な労働 ′gと資本 たgの組合せ を選択す る。この
とき地方政府の費用関数は次のように導出 され る。
C=θし,"≡費レ4+rたgレ=gCgttg》…0






に発生す るコス トは 「混雑」 と言 うよりも輸送 コス
わ しい。そ こで本稿では、地域要因の変更に伴 うコス
と呼ぶ ことに した。
しか し面積 が拡大 した とき
卜の上昇 と捉 える方 がふ さ
卜と して「追加 的 コス ト」
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ここで生産関数 (1)式についてコブ=ダグラス型 を想定 し、費用関数 を次式の
よ うに表す。
In C=β。+ w in″十β″in rtt βg in g …(6)
また追加的コス ト関数については、林 (2003)にならい in 4を考慮することに
より、人口に関して混雑弾力性が変動するような特定化を行 う。
hg=hz+(為え″h“+Σブえノαノ)・h“





となる。添字 ゴは観測単位、クノは攪乱項を表す。資本価格 ろについては林 (2003)
と同様に地域差はない とし30=鳥十ん In r としている。
(8)式のパ ラメータ推定には非線形最小二乗法を用いる。また本分析では後で




ずれかの変数が欠けている市についてはサンプルか ら除いてお り、対象 となっ
た市は 593市であるの歳出費 目については『 市町村決算状況調』の各費 目のデ
ータを利用 し、金額の大きい総務費・民生費・衛生費 。商工費・土木費 0消防
費 0教育費について分析 を行 うこととした。賃金は人件費 を職員数で除 した職
員数一人当た り賃金 を用いる。地方公共サー ビス水準については、 日本経済新
聞社 0日本産業消費研究所 (2003)による「行政サー ビス度総合得点」を用いる。
ただ し衛生費・土木費については総合得点ではなく、住宅・インフラに関す る
点数 を用いている。面積 については『 市町村決算状況調』 を利用す る。人 口、
65歳以上人 口比率、昼夜間人 口比率、第 2次産業就業者比率、第 3次産業就業
者比率については『 国勢調査』 を用いる。
また政令指定都市においては、大都市の特例に基づ く財政需要 といつた他の
都市 とは異なる特殊要因によリコス ト高になつていることも考えられ る。特例





体で 5,593億円にのぼるとされている。 この所要経費は地方 自治法第 252条の
19およびその他の法令に したがい項 目分類 されてお り、事業事務 ごとに所要経
費が推計 されている。これ らの特例事務の項 目を目的別歳出の項 目に割 り当て、
その金額 を減 じた値 を用いている。
推定結果 を表 4-4に示 した。人 口、面積、65歳以上人 口比率、昼夜間人 口比
率、第 2次産業就業者比率、第 3次産業就業者比率については追加的 コス ト関
数におけるパ ラメータである。各行政サー ビスの内容によつて追加的 コス トに




総額 総務費 民生費 衛生費
係数 標準誤差 t値 係数 標準誤差 t値 係 数 標準誤差 t値 係 数 標準誤差 t値
092C12064775C174C443C 374C819C17564668
βw 0229006833520484 345[05350077696C0103 0805
ん 0179004242∝ 023C0065 0021803C016001161405
-41311129-3658206C100C-206C 0787 1(〕62 1834-0797




自由度調整済決定係数 0977 0972 0896
商工費 土木費 消防費 教育費
係数 標準誤差 t値 係数 標準誤差 t値 係 数 標準誤差 t値 係数 標準誤差 t値
17768327954197979261730497088169141905030








自由度調整済決定係数 0755 0881 0863 0909
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3-3 最適人口規模
次に、一人当た り歳出額 を最小 とす る人

























(10)式は追加 的 コス トの弾力性 、 (11)式は規模 の弾力性 を示す。η′>ηgの
とき (9)式は負、す なわ ち規模 の弾力性 が追加 的 コス トの弾力性 よ り大 きけれ ば
人 ロー人 当た り費用 は人 口規模 に対 して逓減す る。 またη′<η月の とき (9)式は
正、す なわ ち規模 の弾力性 が追加 的 コス トの弾力性 よ り小 さけれ ば人 ロー人 当
た り費用 は人 口規模 に対 して逓増す る。
ここで追加 的 コス トの弾力性η′は、 (3)式、 (7)式、 (10)式よ り
η′=辮=λO+2λη Jnη tt Σブ2J・aJ・…r121
となる。推定結果 よ り人 口にかかるパ ラメー タλ.はいずれの費 目について も正
であることか ら、追加的 コス トの弾力性は逓増す る。一方規模の弾力性η′は、
(6)式、 (11)式よりη′=1/んとな り、人 口規模 とは独立 となる。推定結果か ら
いずれの費 目について も 1より大きく、規模 の経済の存在 を示す結果 となって
いる。また、いずれの費 目について も人 口規模が極めて小 さい ときにはη′>η′
となっているQ
以上をま とめると、人 口規模が小 さい場合は規模の弾力性が追加的 コス トの
弾力性 を上回つている。規模の弾力性は人 口規模 と独立であるが、追加的 コス
トの弾力性 は人 口規模が大きくなるにつれて逓増す る。したがつて (9)式よ リー
人当た り歳出を最小にす る人 口規模ηIは、規模 の弾力性 と追加的 コス トの弾力
性が等 しくなるときの人 口として(13)式のよ うに表 され、 これが各市・各費 目
について導出 され る。
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表 4-5は、(13)式よ り大阪市における歳出を最小にす る人 口規模の計算結果
を費 目ごとに示 したものである。地域特性要因はいずれ も正の値 を とつている
ため、地域特性要因の影響が大きい、すなわち追加的 コス トの影響が大きくな
るほど歳出を最小にす る人 口規模は小 さくなる。歳出総額 を最小にす る人 口規
模 は約 33.6万人 となつてお り、既存研究で得 られている最適人 口規模 に近い値
となっている。
ただ し費 目ごとの結果は、大きく異なつている。 この違いは、図 4-1で示 し
ているよ うに、規模の弾力性 と追加的 コス トの弾力性の関係 によつて決まる:
図 4-1は横軸に人 口規模、縦軸に弾力性 を示 している。追加的 コス トの弾力性
を示す直線の傾 きお よび規模の弾力性 との位置関係が費 目によつて異なるため、
η:が変わって くる。

















以下では特徴的な費 目について取 り上げてこれを確認す る。
教育費についてはλ.の推定結果が他の費 目に比べて小 さいため、人 口規模が







一方、人 口規模が小 さい結果 となっている商工費は、地域特性要因にかかる
パ ラメータ、特に昼夜間人 口比率にかかるλ3が大きくなつている。人 口規模が
大きくなるにつれて他の費 目よ りも追加的 コス トが大きく増加す るため、歳出
を最小にする人口規模が小さくなっている。また土木費は規模の弾力性1/んの
推 定結果 が相対的 に小 さくなってお り、η:が小 さくなつてい る
16。
以上の結果 か ら、個 々の行政サー ビス ご との費用構造 につ いては、人 口を 30
万人程度 の規模 にす るこ とが必ず しも望 ま しい とは言 えない。
表 4-5 各費 目の歳出を最小にする人口規模 (人)
(出所)筆者 作成
4 分市による歳出への影響
前節では、費 目によって人 口や面積 などの地域特性要因が追加的 コス トに与





分市の形態については、5章での分析 との対応 を考慮 し、中心業務地区 と周
辺地区の二地区で行 うケースと、分割後の人 口規模が前節で計算 された一人当
た り歳出総額 を最小にす る人 口規模 33.5万人 となる人地区に分割す るケース
を考える。
まず表 4-6は人 口や面積等の経済規模 について三地区を比較 した ものである
16ただ し土木費は一年 ごとの変動が大きいことか ら結果の読み取 りには注意
が必要である。
総額 総務費 民生費 衛生費 商工費 土木費 肖防費 教育費
335,5263,424,1921 0,660523,07495,319128,1621,212,13511,471,367
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17。 本稿では、各地区の特徴がはっき りと表れ るよ うに、経済活動が活発で税
収が豊な中心業務地区 と、それ以外の周辺地区に分割 して分析 を行 つている。
中心業務地区には北区 。中央区 0西区の三区が含 まれてお り、周辺地区はこれ
ら三区以外の全ての区が含まれ る。また表 4-7は、各地区の人 口規模 を、でき
るだけ前節 で計算 された総額 を最小 にす る人 口規模 、す なわち一つの地 区を
33。5万人規模 に近づけることを考える。この ときの分割数は人地区となる。表





林 ・小 西 (1990)で行 われ て い る 区分 と同 じ
90
表 4-6 中心業務地区と周辺地区の分割後の経済指標





高 齢 化 率
(%)
中心業務地区 西区、北区、中央区 253,82524.4 17.0









A 浪速 区、西 区、北 区、 中央 区、福 島区 371,03033.5 17.8
B 西淀川 区、淀川 区 268,80826.9 20.5
C 城東区、鶴見区、東成区 350,44921.1 21.5
D 西成 区 、大正 区、港 区 、此花 区 339,66841.1 28.0
E 天王寺 区、生野 区、阿倍野 区 310,92619。2 24.3
F 東住吉 区、平野 区 327,88625.1 24.8
G 住 之江 区、住吉 区 281,34330.1 23.6
H 都島区、旭区、東淀川区 364,21525.6 21.9
(出所)『大阪市統計書』『国勢調査』より筆者作成
表 4-6、表 4-7で示 した分割ケースと、分割 しない とす るケースの計 3通り
について人 口お よび地域特性データを前節での推定結果に代入 し、歳出額 を計
算 した結果が表 4-8である。また表 4-9は人 ロー人あた りに直 して計算 した結
果である。分割 しても大阪市全体の人 口は変わ らないため、ここでの差は地域
特性要因が変化す ることによって、追加的 コス トが どの程度削減 され るかを示
していることになる。
民生費、商工費、土木費 といった費 目については、追加的 コス トが大きく削
減 され ることか ら分市による歳出削減の効果が期待できる。 しか し総務費や消
防費、教育費 といった費 目については、追加的 コス トの削減規模 はあま り大き
くな く、分市による歳出削減効果はあま り期待できない。
表 4-8 歳出額の推計結果 (単位 100万円 )










消防費 28,205 27,456 24,416 -749 -3,789
教育費 102,996102,600101,943 -396 -1,053
合 計 1,318,115,231,514855,634-86,601-462,481
(出所)筆者 作成
表 4-9 -人当た り歳出額の推計結果 (単位千円 )





総務費 33.619 33.305 32.970 -0。9% -1.9%
民生費 212.414201.953150.053 -4.9% -29。4%
衛生費 51.452 49.562 40.611 -3.7% -21.1%
商工費 63.124 51.601 8.124 -18.3% -87.1%
土木費 107.06297.579 55.593 -8.9% -48.1%
肖防費 11.113 10.818 9.621 -2.7% -13.4%
教育費 40.583 40.427 40.168 -0.4% -1.0%




化に着 日し、大阪市を分析対象 として検討 を行 つた。大都市制度 を分析対象 と
して取 り上げた先行研究では、定性的な分析 に止まるものが多かったが、本章
での分析では、追加的 コス トを考慮 した理論モデルか ら導出 され る費用関数の
推定結果 を基に して、費 目別に分市の効果 を定量的な計測 を行った。
分析結果か ら、総額については人 口規模 を約 33.5万人程度にす ると歳出額が
小 さくなるとい う結果 となった。ただ し費 目別にみてい くと歳出額 を最 も小 さ
くす る規模 は 9。5万人～H00万人 とば らつ きがある。行政サー ビスの種類 によ
って規模の経済の効果が大きいケースと追加的 コス トの効果が大きいケースで
結果が異なっている。 また分市に伴 う人 口規模や地域特性要因の変化による歳
出への影響について推計を行つた。推計の結果、分市を行 うといずれの費 目に
ついても歳出額 を減少 させ る効果があることが明 らか となった。
分市を行つたケースの計測結果か らは、歳出額を低下 させ る効果 をもた らす
結果が示 されたが、費 目によっては必ず しもそれが費用 を最小化 させ るとは限
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らない。仮に分市を行 つた としても、消防費や教育費な どにかかる行政サー ビ
スについては、それぞれの地域で行政サー ビスを行 うのではな く、地区同士の
水平連携な どによつて広域で対応 した方が、歳出抑制を図ることができる。
ただ し今回の分析では、政令指定都市の特例需要にかかる歳出については考
慮 しているが、 これ以外に大都市が担つている中枢機能な どを維持す るために
かかる費用を考慮 していない。
次章では、大阪市の再編 を行つた場合の経済・財政への影響について、地域







る。前章での分市の効果 をシ ミュレーシ ョンす るために、大阪市を三地区に分
割 した制度改革モデル を構築す る。
本章での分析では、地域経済 と地方財政の相互関係 を見るために、地域マ ク
ロ計量モデル を用いたシ ミュレーシ ョン分析 を用いる。 シ ミュ レーシ ョン分析
に用いる大阪経済財政モデルは、基本 となるモデル と、制度改革シ ミュレーシ
ョンを行 うために基本モデルの仕様 を一部変更 したモデル を構築 している。 こ
れまでに述べたよ うに、マクロ計量モデルによる分析では経済 と財政の相互関
係 をみることができる。 さらに、抽象的なモデルでな く、制度 を描写す る形で
制度改革 をシ ミュレーシ ョンできるとい う点 もマクロ計量モデルによる分析の
利点である。
特定の地域 を対象 とす るマクロ計量モデル を用いた分析には、多 くの先行研
究がある。特 に大阪府 を対象 としたマ クロ計量モデル に絞 ると、平井・斎藤
(1995)、井 田(1996)、井 田(1999)等が挙げ られ る。平井・斎藤 (1995)では、マ
クロ計量モデル を用いて設備投資関数 を推定 し、大阪府経済の空洞化・サー ビ
ス化について考察がな されている。井 田(1996)、井 田(1999)でも同様 に大阪府
のマクロ計量モデルの構築が試み られている。 このモデルは、マクロ経済部門




大阪市を対象 に したマ クロ計量モデルは、井上・久保 田・林・小西 (1990)が
ある。 ここでは大阪市全体 と CBD(中心業務地区)をそれぞれモデル化 し、両者
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を結び合わせた多層型モデルが構築 されている。両者は昼間人 口、社会資本指
標、地価、卸売 0小売業従業者 といつた変数 を通 じて相互に影響 しあ う形にな
つている。 こ うした多層構造を有す る計量モデルは、筆者が探 した限 りでは、
これ以外には見当た らなかった。ただ しこのモデルにおいても、各々のモデル
は逐次決定体系 となつているため、経済 と財政の相互関係 は反映 されていない。
この他、政令指定都市における経済・財政 をモデル化 した研究 としては、名古
屋市を対象 とした徳永 0信国(2003)がある。 このモデルでは、経済・財政が相
互に影響 しあ う形でモデル構築が行われている。また特定の地域ではな く、地
方財政を総体 として捉 えた計量分析 については、市川・林 (1973)や大野 (1992)
や齊藤 (1988)などがある。これ らはいずれ も地方財政のみをモデル化 してお り、
マクロ経済の動向については外生的に取 り扱 われている。
これまでに挙げた先行研究 と比較 して、以下で構築 している地域マ クロ計量
モデルは、以下の点が特徴 としてある。
第一の特徴は、上述 した財政部門のモデル化にあた り、現実の制度 にできる
だけ即す る形で定式化 を実現 している点である。既存の財政部門を内生化 した
地域経済モデルでは、財政部門について簡便な取 り扱いをされ ることが多かっ
た。本モデルでは、歳入、歳出を費 目ごとに分類 しそれぞれ定式化 を行 うこと
により、従来のモデル よ りも精緻な財政シ ミュレーシ ョンが可能 となつている。
また井 田(1999)では、先にも述べたよ うに、財政ブロックはマクロ経済ブロッ
クか ら一方的に決定 され る形になっている。 これに対 して、本章において構築
す るモデルでは、財政ブロックがマ クロ経済ブロックの影響を受けつつ、逆に
財政ブロックの動きがマクロ経済ブ ロックにも影響す るとい う形式に した。す
なわち、大阪府の行 う政府最終消費支出や公的固定資本形成が、大阪府の歳出
費 目によって説明 され る形 となっている。 さらに財政ブロックは、財政シ ミュ
レーシ ョンを行 うにあたって、より制度に適合 した体系に改めた。
第二の特徴は、大阪府 と大阪市の財政ブロックを兼備 している点である。現





になるため、大阪府財政にも影響が及ぶ。 このよ うに、大阪府財政 と大阪市財
政は互いに独立ではないため、本章で構築す るモデルにおいても両者の影響 を
組み込み、同時に検討できる構造 とした。本章で構築 したモデルでは、大阪府
財政ブロックと大阪市財政ブロックは都道府 県支出金や地方消費税 な どの変数
を通 じて影響す る形 となっている。既存研究では県 と県、地域 と地域 といった
よ うに同 じレベルの地域 を接続 したマクロ計量モデルは開発 されているが、本





説明である。4節、5節はそれ らのモデル を用いたシ ミュレーシ ョン結果 を示 し
ている。6節はまとめ と残 された課題 について述べている。
2 基本モデルの構造
以下、本モデルの構造について説明す る。使用 したデータは年度ベースの値
であ り、推定期間は 1981年度か ら2008年度である。方程式体系お よび変数 リ
ス トは参考資料 として巻末に掲載 している。
本モデルの構造を大きくブロックに分解す ると、図 5-1に示 しているよ うに、
大阪府経済ブ ロック、大阪府財政ブ ロック、大阪市財政ブ ロックか ら成 る。大
阪府経済ブロックはモデルの中心 となるブロックであ り、大阪府全体の経済変
数 を決定す る。 また大阪市財政ブロックに影響を与える大阪市経済の変数 もこ
のブロックにおいて決定す る。大阪府財政ブ ロック、大阪市財政ブ ロックにも
影響 を与える。また大阪府財政ブロックお ょび大阪市財政ブロックか らも影響
を受ける。大阪府財政ブロック、大阪市財政ブロックは個 々の歳出歳入構造を
描写 したブロックであ り、基本的にそれぞれ対応 した経済ブロックの経済変数
で決定 され る形 となっている。
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図 5-2は大阪府経済ブ ロックの流れ を簡略化 してフローチャー トに した もの
である。






財政ブロックか らの影響に沿つてモデル を追 うと、大阪府の支出の増大は、
生産を誘発 し、所得を増加 させ、消費の増加 をもた らす。 また、生産の増加 に
伴 う新たな投資が行われ、それはさらなる生産の増加 を導 く。
以下、個々の変数のモデル上での取 り扱いについて説明を行 う。本文中では、
特に重要 と考えられ る変数については推定結果 も示す。係数下の括弧内の数値
は t値、R2は自由度修正済決定係数、Do W.はダー ビン・ フ トソン比を示 してい
る。
(1-1)実質府内総支出 (定義式 )
各需要項 目について構造方程式を推定す るcただ し在庫品増加、統計上の不
突合は外生変数 としている。
(1-2)実質民間最終消費支出
実質民間最終消費支出 (OSK_CP)は、人 口あた りの形 とし、家計可処分所得
(OSK_YDPH)を実質化 した もの と前年度の実質家計最終消費支出を説明変数 とし
た。また消費税が導入 された 1989年と消費税率が引き上げ られた 1997年につ
いてダ ミー変数 を設定 している。消費支出の変動は習慣形成効果によるところ
が大きく、短期的な所得変動の影響は小 さい とい う結果 となつている。
OSK CP/OSK POP=0.112666+0.120725・((OSK_YDPH/OSK_POP)/(OSK_PCP/100))





用者報酬 (OSKC_YWTV)から税収 を減 じた もの と自己ラグによ り決定す る形 とし
た。税収は所得税 (OSK_TDP)と個人府民税 (OSKP_FRTIP)に雇用者報酬の大阪市比
率を乗 じたもの と個人市民税 (OSKC_FRTIP)の合計 としている。
OSKC CP=229279+0.854725・OSKC CP(-1)-183067.8・D97







実質民間住宅投資 につ いては、民間住宅投資デ フ レー タに よ り実質化 した家
計可処分所得 、前年度 の住宅 ス トック、実質金利 を説 明変数 と した。 実質金利
は、長期金利 か ら民間住宅投資デ フ レー タの伸び率 を引いた もの とす る。
(1-4)実質民間企業設備投資
実質民間企業設備 投資 (OSK_IPF)については、説 明変数 と して実質府 内総支 出
(OSK_GRE)、前期 の民間企業資本 ス トック (OSK_KF)、資本 コス ト(KCOST)を説 明
変数 としてい る。
OSK_IPF=-2696027+O.237527・OSK_GRE-0.014122・OSK_KF(-1)
(-7.69)   (19.3)              (-3.15)
-2549155口KCOS丁 +799513・D90
(-2.44)          (3.96)
R2 =0.984 D.W.=1.11
(1-5)実質政府最終消費支出
実質政府最終消費支出 (OSK_CG)は、財政ブロックか ら影響 を受ける部分のひ
とつ で あ る。 こ こで は 、 実 質 化 した 大 阪 府 の 人 件 費 (OSKP_FEH)、物 件 費
(OSKP_FEM)、維 持 補 修 費 (OSKP_FEMR)と大 阪 市 の 人 件 費 (OSKC_FEH)、物 件 費
(OSKC_FEM)、維 持 補 修 費 (OSKC_FEMR)、社 会 資 本 ス ト ッ ク (OSK_KG)の固 定 資 本 減







R2 =0 992 DW =159
(1-6)実質公的固定資本形成
実質公的固定資本形成 もまた、財政ブロックか ら影響 を受ける。 ここでは、
一般政府分 (OSK_IGG)と公営企業分に分割 している。一般政府分は、実質化 した
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大阪府・大阪市 の普通建設事業費 (OSKP_FEI、OSKC_FEI)と自己ラグを説 明変数
と して推 定 を行 つた。 また公営企業分 は、一般会計 ではな く特別会計 を通 じて
計上 され るこ とか ら、大阪市の繰 出金 を説 明変数 と して推 定 を行 つた。
OSK_IGG〓74596.4+1.016412((OSKC_FEI+OSKP_FEI)/10SK_PIG/100))




(1-7)実質 純 移 出
18為替 レー ト等、輸出
が、有意ではなかっ




地域経済を取 り扱 うモデルでは、他地域お よび海外 との財サー ビスの取引は
重要であるが、これ らのデータは整備が不十分であった り、移出 と輸出を合算
したデータ しか得 られない といった場合がある。本モデル においては、実質純
移出について推定を行 う。推定式では、実質大阪府内総支出 (OSK_GRE)、大阪府
以外の都道府県における実質県内総支出、 自己ラグを説明変数 とした。大阪府
以外の都道府県における県内総支出は、国内総支出か ら府 内総支出を差 し引い
た値 (JPN_GDE)を用いた。移輸出入の うち移出入が大部分 を占めているため、推
定式は移出 と移入についてのみ考慮す るとしている 18。
ln(OSK_NEX)=6.302870-0.35897801n(OSK_GRE)





名 目府 内総支 出は、各支 出項 目をデ フ レー タに よ り名 目化 して これ らを積 み
上 げ る形 で求 め られ る。統計上の不突合 を除 く各需要項 目の名 目値 は、それ ぞ
れ の実質値 とデ フ レー タか ら定義的 に決定 され る。 そ して GRPデフ レー タは名
目府 内総支 出 と実質府 内総支 出か ら事後的 に決定 され る。
(1-9)府民所得
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府民所得は雇用者報酬、財産所得、企業所得の合計 として定義 され る。本モ
デルでは、府民所得、雇用者報酬、財産所得 をそれぞれ決定 し、企業所得を事
後的に決定す る形 としている。府民所得は、名 目府民総生産か ら決定 され る。
雇用者報酬は、賃金俸給について府民雇用者数 と雇用者 1人当た り賃金俸給 (以
下これを賃金水準 と記す)を乗 じた ものを説明変数 として推定を行 う。財産所得
は、家賃・地代の所得、利子・配当金等がこれにあたる。本モデルでは、名 目
府内総支出 と長期金利 によってこれ を説明す る。家計可処分所得は、府民所得
か ら税 を差 し引いた府民可処分所得 を説明変数 として推定を行 う。
(1-10)府内就業者数
労働力人 口は、生産年齢人 口(OSK_POP1564)、実質賃金水準(OSK_WAGE)を説明
変数 として採用す る。就業者数は労働力人 口に失業率を乗 じる形で決定 し、雇






(2.796)                                 (2.450)
R2 =0.984  DW=1.782
(1-11)賃金 水 準
賃金 水 準 (OSK_WAGE)につ い て は、説 明変 数 と して 消 費 デ フ レー タ (OSK_PCP)、
失 業 率 、 自己 ラ グに よ り説 明す る。
ln(OSK_WAGE)=-0.1.12454+0.365161n(OSK_PCP)-0.068769・ln(OSK_UR)





潜在 GDPは民間資本ス トック(OSK_KF)、府内就業者数 (OSK_LED)、社会資本ス
トック(OSK_KG)から決定 され る。ただ し社会資本ス トックは直接的に生産に貢
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献す るのではな く、民間資本 ス トックの生産力 を向上 させ る とい う形 で、間接




ただ し Yは域 内総生産、Kpは民間資本 ス トック、Kgは社会資本 ス トック、L
は投 下労働 量で ある。 上式 を変形す る と、次式 の よ うにな り、 これ が推計モデ
ル とな る。
In(y/Z)=In И+α i (κρ/Z)+βln Kρin κg









失業率 は単位 労働 コス ト、潜在 GDPとGRPから計算 され る GDPギャ ップ、 自
己ラグに よつて説明す る。
OSK_UR=-1.0704+O.75241(OSK_UR(-1))+0.69322(D01+D02)








準を決定す る変数である。 ここでは、大阪府 の物価水準 として GRPデフレータ
(OSK_PGRE)、実質化 した大阪市市民所得、大阪市人 口の全国に対す る比率を説
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明変数 として推定を行 つた。またバブル期についてダ ミー変数を設定 した。
ln(OSKC_PLAND)=-0.5819+10.30556・ln(OSK_PGRE)




(11.8)                             (4.02)
R2 =0.952 DoW.=1.30
[2]大阪府財政 ブ ロ ック
本モデル の財 政 ブ ロックは、できるだけ制度 に即 した形 で推 定 を行 ってい る
点が特徴 となってい る。 図 5-3は財政 ブ ロ ックのおお まか な流れ を示 した フ ロ
ーチ ャー トで あ る。 図 中で網 か け となつてい る項 目は外 生変数 、太枠 となって
い る項 目は大阪府経済 ブ ロックか ら影響 を受 ける項 目で あ るこ とを示 してい る。
以 下、財 政 ブ ロ ックの各方程式 につ いて説 明す る。
(2-1)歳入総額
歳入総額 は、府税収入 、地方譲与税 、地方交付税 、国庫支 出金 、手数料及 び
使用料 、地方債 、その他歳入 の合計 と して定義 さねノる。 この うち、地方譲与税
は外生変数 と してい る。
(2-2)府税収入
府税収入 は、個人住 民税 、法人住 民税 、事業税 、地方消費税 、その他税収入
の合計 と して定義す る。
(2-3)個人住 民税
個人住 民税 (OSKP_FRTIP)は均等割 0所得割 に分かれ るが、所得割 が大部分 を
占め るため、所得割 の算 定式 に従 い、賃金俸 給 (OSK_YWV)からマ ク ロベ ー スの課
税最低 限 を差 し引いた もの を説 明変数 として推 定 を行 う。 マ ク ロベ ー スの課税
最 低 限 は 、住 民税 の標 準世 帯 一 世 帯 あた り課 税 最 低 限 (OSK_LTL)に雇 用者 数






















法人住民税 (OSKP_FRTIC)は均等割 と法人税割 に分かれ るが、均等割 は法人税
割に比べその額が少額であるため、本モデルでは法人住民税は全額法人税割で
あるとして推定を行 う。法人税割の課税標準は法人税額であるか ら、法人税額












法人事業税 (OSKP_FRTB)は民間法人企業所得 に よつて説 明す る。企 業所得 は事
業年度 と会計年度 の違 い を考慮 し、前年度 と今年度 の両方 を説明変数 と してい
る。
ln(OSKP_F RttB)=2.77773+0.679635・ln(OSK_YCPV/2+OSK_YCPV(-1)/2)
(4.08)   (14.9)
R2 〓0.941 D.W.=1.41
(2-6)地方消費税
地方消費税 は国内総支 出に地方消費税率 と国内総支 出 と大阪府 内総支 出の割
合 を乗 じた ものに よ り説 明 を行 つた。
(2-7)その他税収入
府税 には これ まで挙 げて きた もののほか に、 自動車税 、軽 油引取税 、不動産
取得税等 が あ るが、本モデル ではそれ らをひ とま とめに してその他税収入 と し
て推 定 を行 った。説 明変数 と しては、名 目府 内総支 出 を採 用 した。
(2-8)地方交付税
地方交付税 は普通 交付税 と特別 交付税 か ら成 るが、特別 交付税 は僅少 で あ り、
ほ とん どが普通 交付税 である。普通 交付税 は、基準財政需 要額か ら基 準財政収
入額 を差 し引いた額 と して計算 され る。基準財政需要額 よ り基準財 政収入額 が
多い地方 団体 は、不交付 団体 として、地方交付税 が交付 され ない。 実際 に大阪
府 は、80年代 に数年 間不交付 団体 となってい る期 間が あ る。
そ こで本 モデル では、地方交付税 を内生化す るにあた つて以下の よ うに設 定
した。基準財政需要額 (OSKP_FBFD)について は、総務省 が一 定の基 準 に したが つ
て算定す るものであ るた め、外 生変数 とす る。基準財政収入額 (OSKP_FBFR)につ
いては前年度 の府税収入 (OSKP_FRT)に物価 上昇率 を乗 じた もの を説 明変数 と し
て推 定 を行 う。ただ し留保財源 率 (」PN_RFRGP)を考慮 した形 と してい る。そ して、
基準財政需要額 か ら基準財政収入額 を差 し引いた結果 が正 となる場合 は 1、 負
とな る場合 は 0とな るよ うな地方交付税 正負 スイ ッチ (OSKP_SWG)を設 定す る。
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この とき、基 準財政需要額 か ら基準財政収入額 を差 し引いた値 に地方交付税 正
負 スイ ッチ を乗 じた ものが地方交付税額 (OSKP_FRG)とな る。 これ に よつて、交
付 団体 とな る期 間 と不交付 団体 とな る期 間の場合分 けを内生的 に行 うこ とがで
きる。 なお、地方交付税 正負 スイ ッチは、モデル 中で内生的 に決定す るよ うに
設 定 してあ る。
OSKP FBFR=60375.73
(2.81)





国庫支出金は、国が地方歳出の一部 を補助金 とい う形で負担す るものである。
補助の対象 となる事業はさまざまであ り、事業の種類 あるいは地域 によつて負
担の割合は大 きく異なる。そこで本モデルでは、人件費、扶助費、投資的経費






差 し引いた額お よび前年度の地方債発行高を説明変数 として採用 した。
(2-12)その他歳入
その他歳入には財産収入、繰入金、諸収入等が含まれ るが、この うち最 も金
額の大きい項 目は貸付金元利収入である。そ こで本モデルでは、貸付金 と名 目
府内総生産を説明変数 として採用 し推定を行 つた。
(2-14)歳出総額
歳出総額は人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費等、普通建設事業
費、公債費、貸付金、繰出金、その他歳出の合計 として定義 され る。
(2-15)人件費
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人件費はそのほとん どが職員に対 して支払われ る給与である。そ こで、人件












身障害者等を援助す るための経費である。その財源 は国庫支出金の割合が最 も
高いため、ここでは国庫支出金 を説明変数 とす る次式を採用 した。また 65歳以
上人 口割合 も説明変数 として採用 した。
(2-19)補助費等
補助費等は地方団体の財政状況に依存す ると考えられ るため、府税収入 と地
方譲与税 と地方交付税の合計額 を説明変数 として推定を行 っている。
(2-20)普通建設事業費
普通建設事業費は、国か らの補助金 を受けて地方団体が事業を行 う補助事業
費、国か らの補助金 を受けずに地方団体が独 自に事業を行 う単独事業費、国が
自らの事業 として行 う事業に対す る地方団体の負担分である国直轄事業負担金
等に分かれ る。本モデルの普通建設事業費は補助事業費 と単独事業費 とその他
の合計 として定義す る。 この うち補助事業費は内生的に決まるもの とし、その
説明変数 として国庫支出金 を採用 した。 これは国庫支出金が補助事業の財源 と
され る場合が多いことを反映 した設定 となつている。単独事業費お よびその他
については、外生変数 としている。
(2-21)公債費








大阪府債残高 と前年度の繰出金の値 を説明変数 として推定を行つている。
(2-23)その他歳出
その他歳出は名 目府内総支出を説明変数 として推定を行 っている。
(2-24)地方債現在高増加額
地方債現在高増加額は、今期の地方債発行額か ら元金償還額を差 し引いた も





れぞれ主要な項 目ごとに推計を行つている。図 5-4は大阪市財政ブ ロックのフ
ローチャー トを示 した ものである。図 5-3と同様に、図中で網かけとなつてい





合計 として定義 され る。この うち、地方譲与税 と繰入金は外生変数 としている。
(3-2)市税収入
市税収入は、個人市民税、法人住民税、固定資産税、都市計画税 について推
定を行い、税収総額はこれ らの合計を説明変数 とした推定式により決定す る。
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個人市民税 は、大阪府個人住 民税 と同様 、大阪市雇用者報酬 か ら課税最低 限
を差 し引いた ものを説 明変数 と して推 定 を行 ってい る。課税最低 限 は、住 民税
の標 準世帯一世帯 あた り課税最低 限 に市民雇 用者数 を乗 じた もの を用 い る。
ln(OSKC_FR丁IP)=-3.96381+1.03888口ln(OSK_YWV(-1)―OSK_Ltt L・OSKC_LWN)




税 額 (OSK_TDC)に法 人 市 民 税 率 (OSKC_RFRTIC)と大 阪 市 内 就 業 者 数 (OSKC_LED)の
府 内就業者数 (OSK_LED)に対す る比率 を乗 じた ものを説明変数 として推定 を行
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固定資産税 (OSKC_FRTP)は、土地 、家屋 、償却 資産 が課税 客体 で あ る。本 モデ
ル では土地 (OSKC_FRTPL)とその他 (OSKC_FRTPO)に分割 し、それ ぞれ の課税標 準
を説 明変数 と して推 定 を行 う。課税標 準 にかか るパ ラメー タは税 率 (1。4%)に近
い結果 となってい る。
固定資産税 土地分課税標 準 (OSKC_FRTPLB)は、市街 地価 格指 数 (OSKC_PLAND)
を説 明変数 と して推 定 を行 う。 ただ し固定資産税 土地分課税標 準 は 3年お きに
評価替 えが行 われ るこ とを反映 し、バ ブル期 以降 につ いて評価替 えの年数 に対
応 した 3年お き の 係 数 ダ ミー を 設 定 す る。 固 定 資 産 税 家 屋 分 課 税 標 準
(OSKC_FRTPHB)は、大阪府住宅 ス トック(OSK_KH)に大阪市人 口(OSKC_POP)の大阪
府 人 口(OSK_POP)に対す る比率 を乗 じた もの に よ り説 明す る。家屋 に対 して も 3
年お きの評価替 えが行 われ るため、土地分 と同様 にダ ミー変数 を設 定す る。 固
定資産税償去口資産分課税標 準 (OSKC_FRTPAB)は、民間企業資本 ス トック と当年度
の投 資 に大阪市の就業者数比率 を乗 じた もの を説 明変数 とす る。
OSKC_FRttP=OSKC_F RttP L+OSKC_FRttPO
OSKC_F RttP L=2084.188+0.013576・OSKC FRttPLB
(-7.69)   (19.3)
R2 =0.999 DoW.=1.34
OSKC FRttPO=1553.235+0.011671・OSKC FRttPAB+0.013949・OSKC FRttPHB
(80.9)(2.43)    (20.6)
R2 =0.999 D.W.=1.96
1n(OSKC_FRttPLB)=13.6239+0.428412・ln(OSKC_PLAND)
(48.5)   (7.35)
+0.05719・D9193・ln(OSKC_PLAND)+0。13376・D9496・ln(OSKC_PLAN D)
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(5.11)                      (12.4)
+0。15468・D9799口ln(OSKC_PLAND)+0.14276・D00 2・ln(OSKC_PLAND)
(13.8)                      (11.1)
+0.12636・D0305・ln(OSKC_PLAND)+0.10665・D06 8・ln(OSKC_PLAN D)
(7.96)                           (6.63)
R2 =0.932 DoW.=1.89
0SKC_FRttPHB=-7678855+2.747355・(OSKC_KH・(OSKC_POPノOSK_POP))






















都市計画税 (OSKC_FRTCP)は、固定資産税 と同様、資産に課 され る税である。
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ただ し固定資産税 とは異な り償却資産は課税客体ではない。本モデルでは、固
定 資 産 税 土 地 分 課 税 標 準 (OSKC_FRTPLB)と固 定 資 産 税 家 屋 分 課 税 標 準
(OSKC_FRTPHB)を説明変数 として採用 した。固定資産税の推定式 と同様、課税標
準にかかるパ ラメータは税率 (0。3%)に近い結果 となっている。
OSKC_FRttCP〓8480.962+0.003611・OSKC FRttPAB+0.00191800SKC FRttPHB
(3.38)    (13.5) (80.9)
R2 =0。987 D.W.=1.67
(3-7)大阪 市 地 方 消 費 税 交付 金
地方消費税交付金は、大阪府か ら府下市町村 に按分 され る交付金である。大
阪府が地方消費税 として受け取つた金額の 2分の 1が府 に、残 りが府下市町村
に按分 され る。その按分比率は人 口および従業者数である。本モデルでは、大
阪府の地方消費税に大阪市の人 口比率を乗 じたものによって説明す る。
(3-8)大阪市地方交付税
大阪市における地方交付税 (OSKC_FRG)も、大阪府 と同様の形で決定す る。す
な わ ち 、 交 付 税 ス イ ッチ (OSKC_SWG)を設 定 した 上 で 、 基 準 財 政 需 要 額
(OSKC_FBFD)から基 準 財 政 収 入 額 (OSKC_FBFR)を差 し 引 い た 金 額 に 交 付 税 ス イ ッ
チ を乗 じる形 としてい る。基準財政需要額 は歳 出額 に よ り決 まる形 と してお り、
基準財政収入額 は市税収入 を もとに府 と同 じ形 で推 定す る。 ただ し留保財源 率
















使用料及 び手数料 は、名 目大阪市民間最終消費支 出に よ り説 明す る。
(3-10)大阪市国庫支 出金
国庫支 出金 もまた、大阪府財政 ブ ロ ック と同様 の形 で決定す る。す なわ ち、
人件 費、扶助 費 、投資的経 費の合計額お よび前年度 の値 を説 明変数 と して定式
化 を行 つてい る。
(3-11)都道府 県支 出金
都道府 県支 出金 は、大阪府 か ら大阪市 に対す る支 出金 であ り、国庫支 出金 と
同 じ形 で説 明 を行 つてい る。
(3-12)大阪市地方債 発行高
地方債発行高 は大阪府財政 ブ ロ ック と同様 に、人件費 、扶助費 、投 資的経 費
の合計額お よび前年度 の値 を説 明変数 と して採用 した。
(3-13)大阪市その他歳入
大阪市その他歳入 も、大阪府財政 ブ ロ ックの同指標 と同様 、貸付金元利 収入
が最 も大 きなシェア を有す る。 そ こで、大阪府財政 ブ ロ ック と同様 に、大阪市
貸付金 と名 目市 内総生産 を説 明変数 として採 用 し推 定 を行 つた。
(3-14)歳出
歳 出総額 は人件費、物件費、維持補修費、扶助 費、補助 費等、普通建設事業
費 、公債費 、貸付金 、繰 出金 、その他歳 出の合計 と して定義 され る。 この うち
人件 費、普通 建設事業費、補助費等 、繰 出金 、貸付金 は外 生変数 と してい る。
その他 の歳 出項 目につ いてはいずれ も大阪府財政 ブ ロ ック と同様 の取 り扱 い と
してい る。
(3-15)地方債現在 高増加額
地方債現在 高増加額 も大阪府財政 ブ ロ ック と同様 の形 で決定 してい る。す な
わ ち、地方債 発行額 、公債費お よび前年度 の地方債現在 高増加額 を説 明変数 と




制度改革シ ミュレーシ ョンは、前章で示 した大阪市を三地区に分割 した際の
支出減の推計を踏まえ、検討を行 う。そこで、基本モデルの大阪市財政ブ ロッ
クを、中心業務地区 と周辺地区に分割 したモデル を構築す る。 このモデル上で
は、中心業務地区と周辺地区は、あたかも大阪市を 「分市」 したよ うに取 り扱
う。すなわち、各々の財政ブロックは、原則 として基本モデルでの大阪市財政
ブロックの構造 と同 じ構造 とす る。ただ しこれまで大阪市が担っていた政令指
定都市固有の事務は、分市にあた り大阪府が担 うことになるもの とす る 19。
モデルの構造 を図にす ると図 5-5のよ うになる。図中で大阪市内中心業務地
区財政ブロックと大阪市内周辺地区財政ブロックの間の点線矢印は、中心業務








経 済デー タを どの よ う
が入手で きるた め、二
歳入お よび歳 出につ い
(出所)筆者 作成
割 してモデル を構築す る際 に問題 とな るのが、二地 区の
に作成す るか である。 人 口や税収 につ いては、区デー タ
地 区のデー タを作成す る ことが可能 である。税収以外 の
ては、区 ごとのデー タが得 られ ないため、それ ぞれ対応
19大阪市 を三地 区に分割す る場合 、少 な くとも一方 の人 口は 50万人以上 とな
り、政令指定都 市の要件 を満 たす。 しか しここでは二地 区以上の地 区数 に分割
す る際の影響 を考慮す るため、二地 区 とも政令指定都 市固有 の事務 を担 わない
と考 えるこ とに した。 なお東京都 の特別 区は、政令指定都 市の特例事務 を担 つ
























































ある20。 地方交付税 については、大阪市に交付 され る地方交付税額 を按分す る
のではな く、二地区それぞれについて基準財政需要額 と基準財政収入額を推計
し、その差額 を各々の地域における地方交付税 とす る。基準財政需要額は、都
市のプー リングデータにより、人 ロー人当た り基準財政需要額 を被説明変数、
人 口と面積お よびそれ らの二乗値 を説明変数 として回帰分析を行い、その推定
式のパラメー タをもとに推計 した。推定結果は次式の とお りである。
h経準財政需要叡人口)=15。797-1.6711・h(人口)+0。0635・(n体口))2_0。1147・h価積)+0。02520(n価積))2




基準財政収入額は、大阪市の基準財政収入額 を三地区の税収額によ り按分 し
て推計 した。表 5-2は推計結果の 2008年度の値 を示 した ものである。中心業務
地区は基準財政需要額か ら基準財政収入額 を減 じた値が負 となるため不交付団
体 となる。周辺地区は交付団体 とな り、その金額は現在の大阪市に交付 されて
いる地方交付税額 よ り大きくなる。
表 5-2 地域分割ケースでの地方交付税額算定基準の推計結果 (2008年度 )
単位100万円 大阪市 中心業務地区 周辺地区
基準財政需要額 548,639 36,845 476,756
基準財政収入額 532,219 263,292 268,927
差 16,420 -226,446207,829
(出所)筆者作成
また地方債については、債務の承継 の態様 について様 々なパ ターンが考え ら
れ るが、本モデルでは、債務に対 して各地区が住民人 口に対応す る分だけ便益
を受けていると考え、人 口による按分を行 う21。
4 基準モデルによるシミュレー シ ョン
まずシ ミュ レーシ ョンを行 う前に、モデルのパフォーマ ンスを確認 してお こ
う。表 5-3は、主要変数の実績値 と標準ケースにおける理論値の平均絶対誤差
率を示 した ものである。誤差率は概ね低 く、良好なモデル と言える。






21自治 制 度 研 究 会 (2011)では 、 人 口だ けで な く施 設 ・ 設 備 に応 じた分 担 や 収
入 ・財 政 力 に よ る分 担 も検 討 され て い る。
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次に、普通建設事業費を追加 した場合にモデル を通 じて経済に どのよ うな影
響があるかについて確認す る。図 5-6は、大阪府の普通建設事業費 を 100億円
追加 した場合に、名 目府内総支出に どのよ うな影響があるかについて、標準ケ
ースとの乖離幅 を図示 した ものである。100億円追加す るのは初年度のみであ
る。推計は外挿で行 つてお り、横軸に経過年度 を示 している。名 目府内総支出
は、初年度に約 180億円増加 し、2年目以降 もやや標準ケースよ り増加す ると
い う結果になっている。表 5-4は主要な支出項 目の推移を示 したものである。
初年度は公的固定資本形成 を除 くと主に企業設備投資が府内総支出の増加 に寄
与す る。2年目以降は、民間最終消費支出の増加 に加 え、社会資本ス トックの
固定資本減耗 の発生によ り政府最終消費支出が府内総支出を押 し上げる。 また
社会資本ス トックの増加 に伴い普通建設事業費が減少す る形 としているため公
的固定資本形成 も4年目以降は減少 に転 じる。












初年度 1,500 31269 88 10,581 -377
2年目 1,610 821 972 1,901 -581
3年目 1,520 366 1,073 193 -463
4年目 1,400 290 1,086 …136
5年目 1,280 1,053 -268
(出所)筆者作成
5 制度改革モデルによるシミュ レーシ ョン
次に、3節で構築 した制度改革モデルを用いて、大阪市の分市による歳出効
率化シ ミュレーシ ョンを行 う。 ここで行 うシ ミュレーシ ョンについては、4章
での結果を用いる。なお、 この分析での二地区の行財政運営は、現在の大阪市





か ら、元の大阪市全体 と比較 して、人件費ベースで約 2。9%の歳出が削減 され
ると想定す る。 また分市に伴って、政令指定都市の特例事務は、大阪府が担 う
ことになるとす る。そ こで政令指定都市の特例による財政需要を大阪府の新た
な財政需要 として計上す る。
以下のシ ミュレーシ ョンでは、分市によ り歳出削減が図 られ るケース と、歳
出削減によって捻出 された財源 を普通建設事業費に振 り向けるケースについて
推計を行 う。 なお普通建設事業費の地区間の割 り振 りについては、中心業務地
区に集中させ るな ど様 々なパターンが考えられ るが、ここでは普通建設事業費
の按分方法、すなわち面積によって按分す ることとした (表5-1参照 )。
図 5-7は大阪府実質府内総支出の推移 を示 したものである。人件費に関す る
財源捻出額を普通建設事業費に振 り向けた場合、2030年度 には基準ケースに対
して 24。5億円の増加 (基準ケース比 0。01%増)となる。普通建設事業費への振
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り向けによって GRPがやや拡大 しているのは、社会資本ス トックの固定資本減
耗が発生 し政府最終消費支出が増加す るためである。
次に財政への影響 をみてみる。分市を行 うと、各地区の人 口 1人当た りの税
収額の差異によって、財政状況に格差が生 じて しま うことは避 けられない。図
5-8は基準ケースお よび二地区の経常収支比率の推移 を示 したものである。 中
心業務地区では財政需要に対 して税収が豊かであるため、経常収支比率は 30%
台 となる。一方、周辺地区では基準ケースに対 して歳出規模 に対 して地方税収
が不足す ることになるため、経常収支比率は悪化す ることになる。









2015 2020 2025 2030
瘍 分市ケース 黎 分市と歳出振り向け
(出所)筆者作成
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図 5-8 分市 ケー スでの経常収支比率の推移
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ここまで、大都市制度改革 として大阪市を二地区に分市す るシ ミュ レーシ ョ
ンを行つてきた。しか しこのモデルでは、二地区における財政調整 については、




額 となって顕在化す るため、基準ケースで大阪市全体が受 け取る地方交付税額
よ り、周辺地区が受け取る地方交付税額の方が多 く計上 され ることになる。 シ
ミュ レーシ ョン結果では 2030年度時点で 2,001億円の増加 となる。ここで大阪
市以外の自治体 も含 めた地方政府全体が受け取 る地方交付税額 を一定 とすれば、
大阪市を分市す ることによって大阪市全体が受け取 る交付税額が増加 した とき、
他の交付団体の受け取 る地方交付税額が減少す ることになって しま う。すなわ





を行 うとい う財政調整制度 を考える。 中心業務地区の拠出金の規模 は、基準財
政収入額か ら基準財政需要額を減 じた金額 とし、これ を全て財政調整に充てる
とす る22。 本稿で想定 している分市ケースでは、中心業務地区の拠出金は分市
初年度の 2015年度の値では 4,275億円とな り、これがそのまま周辺地区の財源
となる。
図 5-9は、上記の財政調整の前後で両地区の人 口 1人あた リー般財源が どの
よ うに変わるかを示 した ものである。 中心業務地区では変化がないが、周辺地
区は財政調整 を受けて増加 している。結果 として両者の格差は、6.47倍か ら
4。07倍にまで縮小す るが、依然 として格差は残 され ることになる23。
図 5-9 財政調整後の人 口 1人あた リー般財源 (単位 100万円 )
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ここまで大阪市 を二地 区に分割 し、 中心業務 地 区 と周辺地 区 とな った場合 の
財政へ の影響 をみて きた。 中心業務 地 区 と周 辺地 区 とい う大 き く経 済状況 の異
22この財政調整制度は大阪府 自治制度研究会 (2011)で提示 されている財政調
整制度の うち、「合算調整方式」として示 されている制度 に近い形 となっている。23東京 23区における特別区財政調整交付金交付後の人 口 1人あた り財源の最
大値 と最小値の比率は 2。8倍である。
なる三地区に分割す ることを考えているため、特に各地区の財政状況について
極端な結果 となっているが、分市によつて大阪府経済お よび財政に どのよ うな
影響が現れ るかについて、財政制度 に基づ く形で確認す ることができた。また
分市を実施す る際には、財政調整が必要 となる地区が表れ ることが想定 され る。
特に今回の想定では二地区間で財政調整を行 つても依然 として大きな格差が残
されて しま うことが示 された。
6 小括
本章では、大都市制度の見直 しの経済・財政への影響についての検証を目的
として、大阪府市を分析対象 とし、特に大阪市の分市に着 目した実証分析 を行
つた。
上記のシ ミュ レーシ ョン分析 を行 うために、独 自に大阪府 と大阪市を対象 と
した財政計量モデル を構築 した。大都市制度改革を検討す るにあたつては、経
済 と財政の相互依存関係 を考慮す ることが望ま しい。また地方財政制度 を抽象
的な形ではな く制度に即 した形でモデル として表現す る必要がある。特に大都
市制度改革のシ ミュレーシ ョンを行 うためには、大阪府財政ブロックお よび大
阪市財政ブロックを兼ね備 えたモデルが必要 となる。
そこで本章では、これ らの 目的に即 したモデルを構築 した。モデルでは地域
経済ブロックに大阪府財政ブロックと大阪市財政ブロックを加 えて連動 させ、
それぞれが相互に影響 を与える体系に した。 これにより、大阪府 と大阪市、ま
た経済動向 と財政 との関連 を提 えることが可能 となつた。 また財政ブロックに
つぃては、既存研究で構築 されてきたモデル と比較 して、地方財政制度 を費 目
ごとに精緻な定式化 を行 つた。 さらに分市のシ ミュ レーシ ョンを行 うために、
分市を前提 とした制度改革モデル も構築 した。分市シ ミュ レーシ ョンにあたつ
ては、政令指定都市固有の事務事業 を大阪府 に移すな ど、できるだけ制度改革
を現実に近い形で想定す るシ ミュレーシ ョンを行った。
分市によって人 口規模 を調整す ることで歳出を削減す ることができれば、財
政収支を改善す ることができる。また歳出を効率化す るだけでは域内経済を縮
小 させて しま うが、これ を他の普通建設事業費に振 り向けることによつて域内
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経済の水準を維持す ることができる。 こうした結果について、経済 と財政、な
らびに大阪府財政 と大阪市財政の相互関係 を考慮 した うえで定量的な分析結果
を提示 した。
分析か ら得 られた結果 によると、大阪市の分市によ り財政支出の効率化が図
られ ること、またそれによって生 じた余剰財源 を付け替えることによつて経済
に対 してプラスの影響 をもた らす ことができることを示唆 している。 しか しな
が ら現在の制度 を前提 とす る形で分市を行 えば、地区間で財政力に格差がある
ことか ら、財政調整の必要性が生 じることは避 けられない。そのため、これ を
実現す るためには、財政調整をめぐる制度改革が必須 となる。
最後に残 された課題 について述べ る。本章で構築 したモデルは、大阪府 とい
う地域 を対象 とした需要主導型のモデルであ り、生産面への影響は明示的に考
慮 していない。大阪における長期の大都市政策運営を考える上では、他地域に
おける経済や全国経済 と連動 した供給主導型モデル を構築 し、比較的長期的な
経済見通 しをもとに分析 を行 う必要がある。特に長期的な地域経済の見通 しに
おいては、人 口動向を把握す る必要があ り、本モデルでは外生扱い としている
人 口移動 を内生化 して考慮 しなければな らない と考える。大都市政策の実現に
よつて大都市 としての魅力が高められ、経済が活性化すれば、人 口流入が活発
化 してさらなる経済の拡大につながることも想定 され よ う。 このほか、人 口移
動だけでな く、公的部門の効率化や縮小に伴 って、民間部門が活性化す る、 と
い うよ うな公的部門 と民間部門 との関係 も、 このモデルには組み込む ことがで
きていない。 また本章で構築 したモデルでは大阪市域外の経済については明示
的に取 り扱 っていない。大阪市 と市域外の経済取引関係が不明であるため、こ
のよ うな形でモデル を構築 しているが、大阪市において大都市制度改革が行わ
れた際には、大阪市域外の経済・財政にも影響が出て くることは避 けられず、
何 らかの形で影響 を織 り込むべきである。
こ うした点を踏まえなが ら、モデルの頑健性 の向上や各推定式の推定方法の




③大都市制度 について取 り上げ、検討 を行った。政府間財政移転制度について
は第 1章で、都道府県制度については第 2章と第 3章で、大都市制度について
は第 4章と第 5章でそれぞれ検討 した。
第 1章では、政府間財政移転制度の経済・財政への影響 について、 日本経済
財政計量モデル を用いて検討 している。 このモデルでは、国の一般会計お よび
地方 自治体の普通会計の決算データを基に した制度財政 と『 国民経済計算』の
データを基に した SNA財政の両者のブロックを兼ね備 えている点、中央政府 と
地方政府の移転関係 を明示的に組み込んでいる点が特徴 となつている。長期的
な将来見通 しの結果によると、2012年現在の財政制度 を維持 したままでは、基
礎的財政収支の改善は図 られず、国 と地方の長期債務残高は増加が続 く。 また
2014年度以降に予定 されている消費税率の引き上げを考慮 して も、基礎的財政
収支の赤字は縮小す るが、これ を均衡 させ るには至 らない。そこで さらに消費
税率引き上げに加 えて、国か ら地方への移転支出の削減 を通 じて歳出を削減す
ることで、基礎的財政収支の均衡が達成できるのかについて検証 している。国
か ら地方への移転支出の削減は財政収支を改善 し、長期金利の上昇 を抑制す る。
これによ り民間設備投資が拡大 して民間資本ス トックが蓄積 され、経済成長の
押 し上げを通 じて税収は増加す る。一方で、社会資本ス トックの蓄積が抑制 さ
れ るため経済が縮小 し、税収を減少 させ るとい う影響 もある。 シ ミュ レーシ ョ
ン分析の結果は、国庫支出金な らびに基準財政需要額 を一定割合で削減す るこ
とによって、2030年度時点の基礎的財政収支の均衡 を達成す ることができるこ
とを示 している。
第 2章では、全国を 5地域に分割 し、各地域での公共投資の需要面への効果
の計測を通 じて、地域政策のあ り方について検討 している。昨今の地域経済に
おいては圏域 を超 えた経済取引が活発化 してお り、移出・移入を考慮す る必要
性が高まっていることか ら、本章では地域間の経済取引関係 を考慮 した地域計
量モデル を構築 している。 こうした構造を取 ることによ り、ある地域で公共投
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資が行われた場合に、当該地域にもた らされ る経済波及効果だけでな く、当該
地域 との地域間経済取引を通 じて他地域で発生す る経済波及効果 も計測できる
よ うになつている。地域 ごとに公共投資を同額追加す るシ ミュレーシ ョン結果
によると、地域 ごとに自地域に直接 もた らされ る効果や他地域で生 じる効果の
規模が異なるとい う結果 となっている。各地域 における経済構造の違いが政策
効果の違い となって表れ ることについて、本章では定量的に示 されている点が
特徴である。 この結果か ら、中央政府か ら画一的に割 り当て られた財源や事務
事業では、地域経済に とつて必ず しも期待 した効果が得 られ るとは限 らないた
め、各地域がそれぞれの実情に応 じた政策 を選択できる新たな地方財政制度が
必要であると考察 している。
第 3章では、第 2章での各地域がそれぞれの実情に応 じた政策を選択できる
ことが望ま しい とい う結果を受けて、個別の地域で道州制 を導入 した時に期待
できる効果について検討 している。本章では、全国 11地域 を対象 としてダ ミー
変数の違いによつて地域差が表現 され るとい う地域経済モデルを構築 し、それ
によるシ ミュレーシ ョン分析が行われている。道州制導入の効果の計測につい
ては、地域区分が比較的明確で、政策の効果が他地域 に漏出 しに くく自地域 に
大きく表れ る地域であるとされ る九州地域 を取 り上げている。 シ ミュ レーシ ョ
ンにより、財政支出の効率化によつて節約 され る財源や、社会資本の配分変更
によって捻出 され る財源 を配分 し直す ことによつて、地域の厚生水準を高める
ことができるとい う結果が得 られている。この結果 よ り、道州制の導入によ り、
地方圏における地域活性化がもた らされ るとともに、現状の東京一極集中の構
造を是正 し、 自立的で活力ある圏域の実現の可能性 を示唆 している。
第 4章では、大都市制度改革の一例 として分市による財政支出の効率化につ
いて検討 している。歳出額の分析にあた り、本章では市域の変更に伴い発生す
る 「追加的 コス ト」が考慮 されている。本章でい う「追加的コス ト」 とは、地
方公共サー ビスの利用者数が増 えた場合に、混雑性等の要因によって当該利用
者が消費できる便益の減少を補 うために余分にかかるコス トを指す。 この追加
的 コス トを織 り込んだ歳出関数 を理論モデル に基づいて導出 し、推定を行つて
いる。歳出関数の推定結果か ら、一人当た り歳出額 を最小にす る人 口規模が推
計 されている。行政サー ビスによって規模の経済の効果が大きい費 目と追加的
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コス トの効果 が大 きい費 目があ ることか ら、費 目によつて一人 当た り歳 出額 を
最小 にす る人 口規模 は大 きな差異が ある とい う結果 が得 られ てい る。 また大阪
市 を分市 した場合 に削減 され る追加 的 コス トの計測 も行 われ てい る。分市 を行
うと、歳 出総額 につ いては削減効果 が期待 で きるが、行政 サー ビス ごとに一人
当た り歳 出額 を最小 にす る人 口規模 が異 な る こ とか ら、分 市後の人 口規模 が 当
該 費用 を最小化 させ る人 口規模 にな る とは限 らない。す なわ ち仮 に分市 を行 つ
た と して も、行政サー ビスに よっては、分市後 の個 々の地 区で対応 す るのでは
な く、地 区同士の水平連携 な ど広域 で対応 した方が、歳 出抑制効果 が期待 で き
るこ ととい う可能性 を示唆 してい る。
第 5章では、第 4章での分市 に よる歳 出削減効果 を も とに したシ ミュ レー シ
ョン分析 に よ り、大都 市制度改革 の大阪府経 済 0財政へ の影響 につ いて検討 し
てい る。 ここでは、大阪府経済 と財 政 、な らび に大阪府財政 と大阪市財政 の相
互 関係 を考慮 したモデル を構築 してい る。 また大都 市制度 改革 と して大阪市 を
中心業務 地 区 と周辺地 区の二地 区に分割す るこ とを想 定 し、新たな地 区での財
政運営 について検討す るこ とが可能 なモデル となってい る。 シ ミュ レー シ ョン
分析 の結果 、分市 に よって歳 出効率化 を図 り、余剰 となつた財源 を新 たな公 共
投資 に振 り向 けれ ば、分市 しないケー ス よ りも大阪府 内総 生産額 を拡大す る こ
とがで きるこ とが示 され てい る。 ただ し分 市が行 われ る と、周辺地 区では財 政
需要 に対 して税収不足 とな る。 この点 につ いて、中心業務地 区か ら周辺地 区に
対 して拠 出金 を充て る とい う形 で財 政調整 を行 うとす るシ ミュ レー シ ョン も行
われ てい る。 シ ミュ レー シ ョンの結果 、財政調整 に よつて 中心業務地 区 と周 辺
地 区の格差 は縮 小す る ものの、依然 と して大 きな格差 が残 され るこ とが示 され
てい る。 第 4章と第 5章の分析 か ら、分市 に よる大都 市制度改革 は地域経 済 を
活性 化 させ る効果 は一定規模 で期待 で きるものの、分市後 の地 区間での財政調
整 な ども含 めて制度設 計 しなけれ ばな らない こ とが示唆 され てい る。
これ まで述べ てきた よ うに、本論文 では全体 を通 じて、地方財政制度 の今後
の方 向性 につ いて定量的 な検討 を行 つて きた。本論文 で取 り上 げ られ てい る地
方財政制度 は政府 間財政移転制度 、都道府 県制度 、大都 市制度改革 の三点で あ
り、その中で も限 られ た形 ではあ るが、いずれ も経 済成長や財政 の持続 可能性
の観 点か ら、地方財政制度 改革 の推進 が支持 され る。 改革 の方 向 と しては、国
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か ら地方への財政移転 を通 じた歳出削減を行 うことを前提 に、国が管轄す る権
限 と財源は最低限にとどめ、広域的な行政は道州が、住民に近いサー ビスにつ
いては独 自に政策を選択できるような権限 と財源 を持つた基礎 自治体が担 う、
とい う制度が望ま しい と結論づけられ る。
分析結果の解釈については課題が残 されている。まず本稿の分析 においては、
いずれの改革において も制度改革に伴 うコス トは考慮 されていない。 また各章
で も述べているよ うに、個々のモデルの頑健化・精緻化を図る必要がある。特
に検討す るべき論点のひ とつ として、人 口の取 り扱いが挙げ られ る。地域にお
ける人 口の推移は長期的な経済見通 しを考える上では考慮 しなければな らない
論点であるが、本稿で構築 しているモデルでは取 り扱 うことができていない。
また、個別の経済主体の経済行動に踏み込んで分析 を行 う必要 もある。 この点
については、本稿で主たる分析手法 として採用 したマクロ計量モデル分析の限
界 とも言えるが、例 えば ミクロ的基礎付けを持たせたモデルによるアプローチ
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変数 の後 の括 弧 つ きの数 値 は ラ グを示 して い る。方程 式 中の DMはダ ミー 変 数
を表 してお り、数値 は ダ ミー変数 を設 定 した年度 で あ る。LN(X)は自然対数 を示 す .
各構 造 方程 式 の 下 に括 弧 つ きで示 した数値 は t値で あ る.ADJ.R2は自由度 修 正
済 決 定係 数 、SERは標 準誤 差 、D.W.はダー ビン・ フ トソン統 計 量 をそれ ぞれ 示
してい る。
1 第 1章 方程 式体 系・ 変数 リス ト
・マクロ経済ブロック
GDP(生産関数)
LN(GDP/NLE・HOUR) = -2.662790 + 0.152135(LN(KFNR(-1)・CU/NLE・HOUR))
(-7.58)     (2.07)
+ 0.008111((LN(KGG(-1))・LN(KFNR(-1)CU
(2.71)
ADJ.R2 =0.997   SER = 0.01l   DW = 1.927
名 目GDP
GDPN  = PGDP  ・ GDP  / 100
稼働 率
LN(CU) = -0.871621 + 0.263596(LN(EP)) - 0.047013(D8687) + 0.046455(D0507)
(-2.30)    (14.5)             (4.16)            (3.45)
- 0。114797(D09)
(-5.82)
ADJ.R2 =0.933   SER = 0.019   DW = 1.452
電 力量
ep  = epd  ・ epswitch  + eps  ・ (1  - epswitch)
epswitchはepdくepsの場合 は 1、 epd〉epsの場 合 は0を取 る.電力供給量 (EPS)は外生 .
電 力需要量
LN(EPD)=1.103121+0.723455(LN(EPD(-1))+0.348590(LN(GDP))
(3.57)    (6.02)                   (3.69)
ADJ.R2 =0.994   SER = 0.018   DW = 2.277
国 民所得
NY = -2509.163 + 1.01656(GDPN―DEP―(T 0C+丁10L+丁IV)+SUBC+SUBL) + 7314.193(D0607)
(-0.828)  (109.486)                                     (3.519)
ADJ.R2 =0.998   SER = 2779.245   DW = 1.75
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可処分所得 (非一般政府 )
YDP = -8228.895 + 1.0641(NY)
(-4.677)  (44.243)
-0.73807(CGCN+CGLN+CGSN)-0.97064(SGC+SGL+SGS)
(-7.927)                   (-19.598)
-1406.271(D9496)- 3133.227(D09)
(-2.141)            (-2.964)
ADJ.R2 =l   SER = 912.724   DW = 1.042
家計可処分所得
YDPH = 84344.91 + 0.64763(YDP) + 0.8636(AR(1))
(1.93)    (5.209)       (13.378)
ADJ.R2 =0.992   SER = 3972.343   DW = 1.449
貯蓄 (非一般政府 )




ADJ.R2 =0。984   SER = 64514.7   DW = 1。977
貯蓄率
LN(RSP) = 4.447609 - 0.663897(LN(POP650V/POP・100))
(59.1)     (-20.6)
-0.42580(LN((SSB1/POP650V)/(NY/POP1564)))-0.12829(D90)
(-2.31)                                  (-2.84)
ADJ.R2 =0.948   SER = 0.042   DW = 1.609
固定資本減耗
DEP  = DEPP  + DEPGC  + DEPGL  + DEPGS
固定資本減耗 (非一般政府 )
DEPP = 4935.52548 + 0.01702((PIR口KFR(-1)+PINR・KF (-1))/100) +
0.81723(DEPP(-1))
(3.432)   (2.077)                                      (13.247)
ADJ.R2 =0.99   SER = 2021.032   DW = 1.214
民間最終消費支出 (名目)
CPN  = CP  ・ PCP  / 100
民間最終消費支出 (実質 )
CP = 5694.33 + 0.08295(YDPH/(PCP/100))
(0.804)  (1.224)
+ 0.90593(CP(-1)) -8060.04(D97)
(17.371)         (-2.949)
ADJ.R2 =0。996   SER = 2654.174   DW = 1.186
民間設備投資
INRN = 42890.29 + 0.425720(SP+DEPP+SIGC+SIGL+SIGS)
(5。141)   (7.711)
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- 869.8958(CCOST) + 13320。75(D8992)
(-5.010)         (4.607)
ADJ.R2 =0.918   SER = 3955.790   DW = 1.778
住宅投資
IRN = -5305.4854 + 0。29 25(YDPH)
(-1.149)  (7.461)
- 167.1549(INR―(P R/PIR(-1)-1)・100) - 0.2559(KFR(-1)) +
O.43895(AR(1))
(-1.202)                           (-7.061)          (2.653)
ADJ.R2 =0.871   SER = 1417.887   DW = 2.037
民間資本ス トック (実質、住宅除 く)
KFNR =(1 -RREPNR /100)・KFNR(-1)+INRN /PINR ・ 100
民間資本ス トック (実質、住宅 )
KFR =(1 -RREPR /100)・KFR(-1)+IRN /PIR ・ 100
固定資産 (実質、一般政府 )
KGG  = (1  - RREPGG  / 100)  ・ K (-1)  + (IGGCN  + IGGLN  + IGGSN)
雇用者1人あた り賃金俸給
LN(WAGE) = 1.4602 + 0.13934(LN(NY/NLE))
(4.94)  (2.188)
+ 0.76333(LN(WAGE(-1)))+ 0.02279(D9091)
(11.993)                 (2.512)
ADJ.R2 =0.993   SER = 0.01l   DW = 1.112
企業物価指数
LN(WPI) = 4.855019 + 0.128433(LN(WAGE))+ 0.103021(LN(PIM))
(10.4)      (2.21)              (3.70)
- 0.405916(GDP/NLE)
(-7.85)
ADJ.R2 =0.933   SER = 0.015   DW = 1.472
消費者物価指数
LN(CP1/((RttI V/100)+1)) = 1.636977 + 0.21094(LN(WAGE)) + 0.86730(AR(1))
(2.325)  (2.643)               (29.17)
+ 0.246911(LN(WP1/(1+(RTIV/100))))
(3.222)
ADJ.R2 =0.985   SER = 0.007   DW = 1.295
GDPデフレータ
LN(PGDP) = -3.457497 + 0.513976(LN(WPI))
(-4.963)  (5.691)
+ 0.6616747(LN(WAGE)) - 0.0943(D0609)
(17.94)               (-lo.01)
ADJ.R2 =0.952   SER = 0.017   DW = 1.259
GDPデフレータ (消費税抜 き )
LN(PGDPX) = -4.559935 + 0.762392(LN(WPI))
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(-6.436)(8.44)
+ 0.650720(LN(WAGE)) - 0.102224(D0609)
(17.17)           (-11.19)
ADJ.R2 =0.943   SER = 0.017   DW = 1.847
民間最終 消費支出 デ フ レー タ
PCP=PCPX・(100+Rtt I V)/100
民間最終 消費支出デ フ レー タ (消費税抜 き )
PCPX=4.90555+0.40354(PGDPX)+0.53894(PCPX(-1))
(5.614) (22.6)             (31.73)
ADJ.R2=0.998  SER=0.271  DW〓1.687
企 業設備 投資 デ フ レー タ
LN(PINR)= -5.24019 + 1.31303(LN(WPI))
(-8.883)  (17.087)
+ 0.43953(LN(WAGE))+ 0.0555(D8688)
(14.493)              (6.492)
ADJ.R2 =0.971   SER = 0.013   DW = 2.519
住 宅投資 デ フ レー タ
LN(PIR/(1+(Rtt I V/100))) = 1.91624 + 0.59985(LN(WP1/(1+(RTIV/100)))) + 0.94623(AR(1))
(3.256)  (4.616)                             (41.756)
ADJ.R2 =0.962   SER = 0.013   DW = 1.157
-般政府 固定資本 形成 デ フ レー タ




ADJ.R2 =0.962   SER = 0.009   DW = 0.832
雇 用者数
NLW  = RNW  ・ NLE
就 業者 数
NLE = 372.390 + 0.787744(NLF) + 0.973693(AR(1))
(0.27)   (2.88)         (10.49)
ADJ.R2 =0.961   SER = 42.24   DW = 1.356
労働 力人 口
LN(NLF) = 0.26975 + 0.08103(LN((POP―POP650V)/POP))
(1.202)  (2.515)
+ 0。97129(LN(NLF(-1))) + 0.01208(D90+D91)
(37.203)                           (3.321)
ADJ.R2 =0.993   SER = 0.005   DW = 1.86
労働 時間
LN(HOUR) = 8.662108 + 0.461865(LN(CU) - 0.97129(LN(NLE)) -0.064873(D0307)
(10.90)    (10.36)            (-8.70)            (-8.06)
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ADJ.R2 =0.918   SER = 0.016   DW = 1.476
雇用者報酬
LN(YW) = 2.1142 + 0.79083(LN(GDPN)) + 0.88072(AR(1))
(1.53)  (7.523)               (18.2)




+ 9.236168((CP1/(1+Rtt I V/100))/(CPI(-1)/(1+Rtt I V(-1)/100)))
(3.81)
+ 1.153694((GDEBTC+GDEBTL)/KSP)  + 0.861803(INR(-1))
(2.13)                        (38.2)
ADJ.R2 =0.999   SER = 0.085   DW = 1.853
資本 コス ト
CCOS丁  = (PINR  / PGDP)  ・ (INR  + RREPNR)  ・ (1  - (RttDCC  / 100)  ・ (((RREPNR  /
100)  十 (INR  / 100)  ・ (RREPNR  / 100))  / ((INR  / 100)  + (RREPNR  / 100))))  / (1
- (RttDCC  / 100))
・制度財政 ブロック
国・歳入・国税
FISC_R丁 = 6092.624 + 0.67434(FISC_RttC+FISC_RTI+FISC_RttS+FISC_R丁丁+FISC_RttV)
(2.825) (7.62)
+ 0.3411(FISC_R丁(-1)) -6904.349(D99)
(4.387)               (-3.004)
ADJ.R2 =0.94   SER = 2141.589   DW = 1.906
国 口歳入・法人税
FISC_RTC = -2057.341 + 0.00352(RTDCCO(NY一YW))
(-2.215)  (7.709)
+ 0.27398(FISC_RTC(-1))+ 2091.053(D87+D88+D89+D90)
(3.894)                           (5.027)
ADJ.R2 =0.948   SER = 652.366   DW = 1.817
国・歳入・所得税
LN(FISC_R丁1) = 3.03432 + 1.5115(LN(RPROG))
(3.583) (9.49)
+ -0.45201(LN(丁DPCTML)) + 1.96473(LN(YW)) + 0.22514(D89+D90+D91)
(-2.616)              (12.992)               (5.835)
ADJ.R2 =0.944   SER = 0.052   DW = 1.843
国・歳入・たばこ税
FISC_RTT = -3709.799 + 0.01652(CPN) + 391.3963(D91+D92+D93+D94)
(-8.416)  (10.396)




FISC_RTV = 2.90051 + 0.73788(CP・(PCP―CPX)/100)
(0.031)  (76.624)
ADJ.R2 =0.995   SER = 301.813   DW = 1.457
国・歳入・ 公債金
FISC_RB  = FISC_ELG  + FISC_EO  + FISC_EB  + FISC ESS ― FISC R丁― FISC RO
国・歳入・ その他 歳入
FISC_RO = 456.9811 + 0.01086(CPN)
(0.957)  (5。701)
+ 1785.064(D83+D84)+ 1802.5(D94+D95)
(4.589)              (4。989)
ADJ.R2 =0.876   SER = 486.699   DW = 1.549
国・ 歳 出 0社会保障関係 費
FISC_ESS = 238.9746 + 0.50072(SSBl―SSBP)
(0。171)  (13.25)
ADJ.R2 =0。992   SER = 415.747   DW = 1.78
国・ 歳 出・ 地 方交付税 等
FISC_ELG = 1297.545  + 1987.148(D92+D93)+ 2512.203(D98)
(2.614)     (4.072)            (3.712)
+ 0.83847((FISC_Rtt I・FISC_RRttI+FISC_RTS・ RTS+FISC RT丁・ RRT丁+FISC RTV・
FISC_RRTV+FISC_RTC,FISC_RRTC)/100+FISG_C)
(24.511)
ADJ.R2 =0.957   SER = 664.073   DW = 2.315
国・歳 出・ その他 歳 出
FISC_EO = -13183.56 + 2.2176(FISL_RN)
(-2.657)  (18.208)
-2222.335(D80+D81+D82) + 1853.64(D06+D07+08+D09)
(-4.297)                           (3.481)
ADJ.R2 =0.934   SER = 821.244   DW = 1.552
国・歳 出・ 国債 費
FISC_EB = -37.60929 + 0.25697(GDEBttC(-1)・INR/100)
(-0.048)  (3.202)
+ 0.8637(FISC_EB(-1)) -1372.124(D93+D94+D95)
(26.697)                           (-3.108)
ADJ.R2 =0。971   SER = 719.01l   DW = 1.724
地 方・歳 入・地方税
FISL_RT = 9493.534 + 0.54541(FISL_RTA+FISL_RTB+FISL_RTI+FISL_RTV)
(6.303)  (5.218)
+ 0.29217(FISL_R丁(-1)) + 3296.207(D89+D90+D91+D92)
(2.447)                           (4.18)
ADJ.R2 =0.963   SER = 1271.316   DW = 1.673
地 方・歳 入・ 固定資産税
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FISL_RTA = 75.18032 + 0.95935(FISL_RttA(-1))
(0.759) (106.383)
+ 0.00447(lRN(-1)+INRN(-1))+ 309.0646(D96+D97)
(3.426)                           (4.009)
ADJ.R2 =0.998   SER = 102.685   DW = 1.544
地 方・ 歳 入・事 業税
FISL_RttB = -862.1246 + 0.01194(NY―YW+NY(-1)一YW(-1))
(-2.009)  (4.378)
+ 0.65331(FISL_RttB(-1)) + 926.1743(D93+D94+D95+D96)
(12.216)                          (5.245)
ADJo R2 =0.96   SER = 287.164   DW = 1.121
地 方・歳 入・ 住 民税
LN(FISL_RTI) = -16.70098 + 2.6306(LN(YW(-1))) -0.8279(LN(丁DPLttML))
(-12.593)  (10.784)                 (-3.492)
ADJ.R2 =0.963   SER = 0.084   DW = 1.074
地 方・歳入・ その他税 目
fisc_rto  = fisc_rt  ― (fisc_rtc  + fisc_rti  + fisc_rts  + fisc_rtt  + fisc_rtv)
地 方・ 歳入・地方債
FISL_RB = -1647.928 + 0.123559(FISL_EH+FISL_EGA+FISL_EI)
(-2.75) (9.99)
+ 0.943227(FISG_DL+FISG_DLS) -2091.155(D99+D00+D01)
(16.293)                (-5.616)
ADJ.R2 =0.978   SER = 540.80   DW = 1.678
地 方・歳 入・地方交付税
FISL_RG = 107.1079 + 1.04597(FISL_FBFD―FISL_FBFR) -0.36560(FISG_DLS)
(2.31)     (4.78)                   (-2.76)
+ 1453.736(D90+D91+D92)
(4.517)
ADJ.R2 =0.996   SER = 243.404   DW = 1.496
地 方・歳入 口国庫 支 出金
FISL_RN = 1355.186 + 0.3787(FISC_EO)-1014.209(D06+D07+D08+D09)
(2.174)  (16.575)             (-4.812)
ADJ.R2 =0.917   SER = 389.818   DW = 1.443
地 方・ 歳 入 。その他
FISL_RO = -266.7963 + 0.02451(CPN)
(-1.95)  (44.859)
ADJ.R2 =0.987   SER = 150.701   DW = 1.182
地 方・ 歳 出・ 人件 費
FISL_EH = 88.93452 + 0.21625(NGL・WAGE/1000000)
(0.286)  (6.217)
+ 0.84226(FISL_EH(-1)) + 604.9618(D91+D92)
(50.966)                           (4.054)
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ADJ.R2 =0.998   SER = 186.673   DW = 1.654
地 方・歳 出・公債 費
FISL_EB = 993.4032 + 0.02228(GDEBTL)+ 0.59772(FISL_EB(-1)) + 436.3976(D01+D02)
(9.204)  (8.202)        (12.878)                           (2.91)
ADJ.R2 =0.997   SER = 195.565   DW = 1.181
地 方・歳 出・一般 行政経 費補助
LN(FISL_EGAA)= -48.32116 + 5.31751(LN(POP―POP1564)) + 1.39817(LN(FISL_RN))
(-20.202)  (23.06)                               (12.45)
ADJ.R2 =0.958   SER = 0.065   DW = 1.121
地方・歳 出・ 一般 行政経 費単独
FISL_EGAI = 550.8802 + 0.0721(FISL_RT+FISL_RC+FISL_RGS+FISL_RG)
(2_134)  (3.887)
-0.15212(FISL_EH) + 0.92945(FISL_EGAI(-1))
(-3.094)                           (39.624)
ADJ.R2 =0.996   SER = 202.945   DW = 2.636
地 方・ 歳 出・ 一般行政経 費
FISL_EGA = FISL_EGAI + FISL_EGAA
地 方・ 歳 出・投資的経 費補 助
FISL_EIA = -12294.52 + 0.876414(FISL_RN)
(-3.81)     (10.88)
+ 0.182568(FISL_R丁+FISL_RG+FISL_RC+FISL_RGS)
(3.13)
ADJ.R2 =0.903   SER = 422.182   DW = 1.180
地 方・歳 出・投資的経 費単独
FISL_EII = -1249.433 + 0.31655(FISL_RT+FISL_RC+FISL_RGS+FISL_RG)
(-1.185) (13.55)
+ 4217.274(D94+D95+D96+D97)-7619.994(D06+D07+D08+D09)
(5.817)                         (-lo.152)
ADJ.R2 =0.92   SER = 1278.643   DW = 1.209
地 方 口歳 出・ 投資的経 費
FISL_EI  = FISL_EII + FISL_EIA
地 方・歳 出・ その他
FISL_EO = -418.9918 + 0.00585(GDPN)
(-0.851)  (3.766)
+ 0.49969(FISL_EO(-1)) + 2622.393(D89+D90+D91)
(6.964)                           (8.987)
ADJ.R2 =0.94   SER = 433.479   DW = 2.926
基準財政収 入額
FISL_FBFR = -590.8264 + 0.81301(FISL_RT)+ 1175.843(D89+D90)
(-0.976)  (42.116)             (2.18)
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ADJ.R2 =0。984   SER = 736.589   DW = 1.45
財源不足額
FISG_LR  = (FISL_FBFD ― FISL_F R) 一 ISG_KOKU
財源不足額の法定加算等による負担
FISG C  = FISG RC  ・ FISG LR
財源不足額の特別会計借入 (国負担 )
FISG_DC  = FISG_RDC  ・ FISG_LR
財源不足額の特別会計借入 (地方負担 )
FISG_DL  = FISG_RDL  ・ FISG_LR
財源不足額の臨時財政対策債による補てん
FISG_DLS  = FISG_RDLS  ・ FISG_LR
国・基礎的財政収支 (制度財政ベース )
FISC_PB  = (FISC_R丁+ FISC_RO) ― (FISC_ELG + FISC_ESS + FISC_EO)
地方・基礎的財政収支 (制度財政ベース )
FISL_PB  = (FISL_R丁+ FISL_RG + FISL_RN  + FISL_RO)―(FISL_EH + FISL_EI + FISL_EGA +
FISL_EO)
国・地方基礎的財政収支 (制度財政ベース )
FIS_PB = FISC_PB + FISL_PB




- 1397.47455(D89+D90) - 2469.08033(D97)
(-6.203)              (-7.757)
ADJ.R2 =0。997   SER = 307.207   DW = 1.78
付加価値型税 (中央政府 )
丁IVC =(100 -RTIVL)・TIV /100
付加価値型税 を除 く生産・輸入品に課 され る税 (中央政府 )
LN(丁10C) = -3.12995 + 0.53173(LN(GDPN))
(-3.562)  (7.125)
+ 0.58206(LN(丁IOC(-1))) + 0.07916(D9095)
(9_696)                   (5.651)
AD」.R2 =0.91 4   SER = 0.028   DW = 1.324
財産所得 (支払、中央政府 )
YPRPGC = -636.99619 + 0.00014(GDEBttC・INR) + 0.82319(AR(1))
(-0.226)  (3.22)             (10.44)
ADJ.R2 =0.947   SER = 340.822   DW = 1.332
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財産所得 (受取 、中央政府 )
YPRRGC = 362.43196 + 0.00322(GDPN) + 0.00425(GDPN・(D0509 )
(0.938)  (3.615)     (10.177)
ADJ.R2 =0.842   SER = 402.824   DW = 1.182
財産 所得 (純、中央政府 )
YPRGC  = YPRRGC  ― YP PGC
第1次所得バ ラ ンス (純、中央政府 )
BALlGC  = TIVC  + T10C  + YPRGC  ― SUB
所得 ・富等 に課 され る経 常税 (中央政府 、家計分 )
LN(丁DPC)=4.23306+1.48743(LN(RPROG))
(4.668)(8.596)
- 0.56633(LN(丁DPCTML)) + 1.92489(LN(YW)) + 0.21462(D8991)
(-3。125)                (12.267)          (5。98)
ADJ.R2 =0.931   SER = 0.054   DW = 1.763
所得・富等 に課 され る経 常税 (中央政府 、企業分 )
丁DCC = -2840.62799 + 0.00422(RttDCC・(NY一YW))
(-2.436)  (6.936)
+ 0.1796(TDCC(-1)) + 2416.46891(D8790)
(1.865)                           (4.584)
ADJ.R2 =0.929   SER = 816.423   DW = 1.21
所得 ・富等 に課 され る経 常税 (中央政府 )
TDC  = TDPC  + 丁 C
所得 の第2次配分 の受取 (中央政府 )
YR2GC = 1251.97026 + 1.00164(TDCC+TDPC+BALlGC) + 0.88619(AR(1))
(2.204)      (87.648)                    (6.617)
ADJ.R2 =0.999   SER = 184.321   DW = 2.511
その他 の経 常移転 (支払 、中央政府 )
TRPGC = 124.8826 + 0.927314(丁RGCL) + 1.261753(丁RGCS)
(0.444)  (48.17)            (52.2)
ADJ.R2 =0.999   SER = 347.599   DW = 1.720
可処 分所得 (純、中央政府 )
YDGC = -2196.91038 + 0.97549(YR2GC―丁RPGC)
(-91.532)  (375.695)
+ 234.13424(D80) + 340.19758(D0405) + 578.95854(D0608)
(2.139)          (4.259)            (8.803)
ADJ.R2 =l   SER = 107.188   DW = 1.291
貯 蓄 (中央政府 )
SGC  = YDGC  ― CGCN
貯 蓄・ 資本移転 に よる正味 資産 の変動 (中央政府 )
NSGC = -5054.26155 + 1.07526(SGC)
(-10.11)  (28.527)
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ADJ.R2 =0,976   SER = 1878.136   DW = 0.988
土地 の購 入 (純、中央政府 )
LGCN = 81.6669 + 0.08024(lGGCN)
(1.14)  (4.436)
- 362.80523(D0304) + 9028.96839(D05)
(-4.435)              (80.676)
ADJ.R2 =0。996   SER = 108.839   DW = 1.348
固定 資本減耗 (中央政府 )
DEPGC = -595.12893 + O.00936(KGG(-1)・PIGT/100)
(-3.045)  (11.2)
ADJ.R2 =0。913   SER = 321.633   DW = 0.699
貯 蓄投資差額 (中央政府 )
SIGC  = NSGC  ― I GCN  + DEPGC  ― LGCN
債 務残高 (中央政府 )
GDEBttC―GDEBTC(-1)= 3423.52545 - 0.9875(SIGC)
(1.705)  (-10.564)
- 14329.24303(D02) - 46335.73405(D03)
(-2.277)                           (-7.371)
ADJ.R2 =0.828   SER = 6012.159   DW = 1.921
最 終消費支 出 (中央政府 )
CGCN = 34.67316 + 0.06056(FISC_EO―FISL_RN)
(0.082)  (1.646)
+ 0.93583(CGCN(-1)) + 978.9637(D08)
(38.777)            (3.603)
ADJ.R2 =0.993   SER = 249.296   DW = 2.582
公 的 固定資本形成 (中央政府 )
IGGCN = -844.9754 + 0.12578(FISC_EO―FISL_RN)
(-1.296)  (2.005)
+ 0、712(IGGCN(-1)) + 701.7268(D92+D93)
(6.874)             (3.28)
ADJ.R2 =0.933   SER = 291.738   DW = 2.01
・SNA財政 ブ ロ ック (地方政府 )
付加価値 型税 (地方政 府 )
丁IVL  = TIV  ― 丁 C
付加価値 型税 を除 く生産 ・輸入 品に課 され る税 (地方政府 )
LN(丁10L) = -1.71123 + 0.63212(LN(GDPN))
(-2.166)  (3.594)
+ 0.06607(D86+D87+D88+D89)+ 0.05441(D96)




ADJo R2 =0.991   SER = 0.02   DW = 1.753
所得・富等 に課 され る経 常税 (地方政府 、家計分 )
LN(TDPL) = -3.74166 + 1.38354(LN(YW(-1)))
(-3.227)  (6.465)
- 0.56153(LN(TDPLTML)) + 0.24072(D8993)
(-2.744)                           (7.239)
- 0.1786(D98) + 0.2155(D0809)
(-2.611)            (4.101)
ADJ.R2 =0.925   SER = 0.065   DW = 1.691
所得・富等 に課 され る経 常税 (地方政府 、企業分 )
丁DCL = -2.91308 + 0.15869(TDCC)
(-0.011)  (9.797)
+ 0.63571(丁DCL(-1))- 545.21537(D9094)
(15.006)                           (-4.105)
ADJ.R2 =0.956   SER = 229.294   DW = 1.774
第 1次所得バ ラ ンス (純、地 方政府 )
BALlGL  = 丁IVL  + 丁IOL  + YPRGL  ― SUBL
財産所得 (支払 、地方政府 )
YPRPGL = 55。13157 + 0.00149(GDEBttL・INR)
(0.246)  (2.852)
+ 0.84745(YPRPGL(-1)) + 380.0498(D9498)  - 275.04379(D04)
(31.003)                (5.372)           (-2.094)
ADJ.R2 =0.982   SER = 126.169   DW = 1.044
財産所得 (受取 、地方政府 )
YPRRGL = -4461.29675 + 0.01006(GDPN)  + 0.93597(AR(1))
(-2.263)  (2.771)        (21.698)
ADJ.R2 =0.797   SER = 197.81l   DW = 1.131
財産 所得 (純、地 方政府 )
YPRGL  = YPRRGL  ― YP PGL
その他 の経 常移転 (受取 、地方政府 )
TRRGL = 21598.41238 + 0.31382(CGLN+IGGLN)
(1.895)  (2.215)
- 0_36797(TIVL+丁10L+TDPL+TDCL) + 0.90671(AR(1))
(-2.085)                           (14.791)
ADJ.R2 =0。928   SER = 1371.53   DW = 1.541
所得 の第2次配分 の受取 (地方政府 )




ADJ.R2 =l   SER = 146.71l   DW = 1.716
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、地方政府 )可処分所得 (純.
YDGL = 1966.2509 + 0.7369(YR2GL)
(1.86)  (34.219)
+ 2775.23177(D9091)- 4709.64586(D0307) - 8858.91388(D0809)
(-7.885)           (-10.289)(3.318)
SER = 1107.708   DW = 1.58ADJo R2 =0.978
貯 蓄 (地方政府 )
SGL  = YDGL  ― CGLN
貯 蓄・ 資本移転 に よる正味 資産 の変動 (地方政府 )
NSGL = 4504.06591 + 0.96268(SGL)+ 2666.55922(D9395)
(5.355)(25.502)    (30.82)
SER = 817.142   DW = 1.254ADJ.R2 =0.972
)地方政府 )土地 の購 入 (純、
LGLN=-687.10457+0.2179(IGGLN)+0.83254(AR(1))
(-0.881)(4.99)      (5.106)
DW = 1.965SER = 240.297ADJ.R2 =0.96
固定資本減耗 (地方政府 )
- 729.12067(D9300)DEPGL = 83.2473 + 0.03715(KGG(-1)・PIGT/ 00)
(0.613)(66.777)
ADJ.R2 =0.994   SER = 238.012   DW = 1.243
貯蓄投資差額 (地方政府 )
SIGL  = NSGL  ― I GLN  + DEPGL  ― LGLN
債 務残高 (地方政府 )
GDEBttL―GDEBTL(-1)= -214.20015 - 1.3962(SIGL)
(-0.695)  (-23.645)
+ 2302.83662(D8990) - 4083.97283(D9698)
(2.871)                           (-5.084)
- 3367.99667(D0203)
(-4.371)
ADJ.R2 =0.964   SER = 1021.316   DW = 1.329
最 終 消費支 出 (地方政府 )
CGLN = 24469.97 + 0.44051(FISL_EH+FISL_EGA) + 0.92575(AR(1))
(1.983)  (2.054)               (27.405)
ADJ.R2 =0.994   SER = 644.015   DW = 0.865
総 固定資本 形成 (地方政府 )
IGGLN=152.9997+0.76918(F!SL_El)+3380.88978(D91+D92+D93+D94+D95)
(0.205) (22.277)          (6.514)
ADJ.R2=0.965  SER=963.773  DW=1.655
・SNA財政 ブ ロ ック (社会保障基金 )
(-6.997)
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最 終 消費支 出 (社会保障基金 )
CGSN = -416.28522 + 0.71646(SSBl―SSBP)
(-0.837)  (2.84)
+ 0.95762(CGSN(-1)) -1169.7767(D9799)
(42.855)           (-3.448)
-1278.92505(D02)
(-2.486)
ADJ.R2 =0.997   SER = 476.855   DW = 1.936
所得 の第2次配分 の受取 (社会 保障基金 )
YR2GS = 3827.28882 + 0.2012(SSC+丁RRGS)
(7.288)  (2.173)
+ 0.7802(YR2GS(-1))+ 1804.86091(D90+D91)
(8.8)                (3_159)
+ 2182.26368(D95) - 1768.64748(D02+D03)
(2.763)            (-3.025)
ADJ.R2 =0.998   SER = 772.59   DW = 1.857
所得 の第2次分配 の支払 (社会 保障基金 )




ADJ.R2 =l   SER = 287.876   DW = 1.145
可処分所得 (純、社会 保障基金 )
YDGS  = YR2GS  ― YP2GS
貯蓄 (社会 保障基金 )
SGS  = YDGS  ― CGSN
総 固定資本 形成 (社会 保障基金 )




ADJ.R2 =0.894   SER = 14.11l   DW = 0.894
貯 蓄・資本移 転 に よる正味 資産 (社会保障基金 )




ADJ.R2 =0.974   SER = 792.362   DW = 1.919
貯蓄投資差額 (社会保障基金 )





ADJ.R2 =0.974   SER = 792.362   DW = 1.919
社 会保障給 付
SSBl  = SSBP  + SSBM  + SSBL  + SSB0
現 実社会 負担




ADJ.R2 =0。994   SER = 931.633   DW = 1.271
その他 の経 常移転 (社会保 障基金 )




ADJ.R2 =0.986   SER = 668.775   DW = 1.712
社会保障給 付 (労災失 業 )




ADJ.R2 =0.941   SER = 139.283   DW = 1.738
社 会保障給 付 (医療 )
LN(SSBM) = 0.08595 + 0.52405(LN(POP650V))
(0.205)  (23.935)
-0.10613(D89+D90+D91) + 0.09779(D95+D96)
(-4.94)            (3.793)
ADJ.R2 =0.975   SER = 0.033   DW = 0.978
社 会保障給 付 (その他 )
SSBO = -3970.19543 + 1.10279(POP650V)
(-3.925)  (6.177)
+ 1.05254(POP―PO 1564-POP650V) + 0.80573(AR(1))
(3.148)                           (6.582)
ADJ.R2 =0.97   SER = 51.379   DW = 1.638
社 会保障給 付 (年金 )
SSBP = 610.52632 + 0.043(POP650V・YW/NLW)
(1.852)  (2.307)
+ 0.87943(SSBP(-1)) + 584.25377(D86)
(16.645)            (2.027)
+ 861.74321(D95)
(3.015)
ADJ.R2 =l   SER = 271.78   DW = 1.503
・財政 ブ ロ ック (その他 )
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基礎的財政収支 (SNAベース中央政府 )
PBC = -53.00329 + 1.00064(SIGC)
基礎的財政収支 (SNAベース地方政府 )










SER = 29.848   DW = 1.768
(10.698)
基礎 的財政収 支 (SNAベース社 会保障基金 )




ADJ.R2 =0.99   SER = 399.946   DW = 1.324
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変数 リス ト
ラベル 変数名 種 類 出 所
BALlGC 第 1次所得バランス(純、中央政府 ) 内 生 国民経済計算
BALlGL 第 1次所得バランス(純、地方政府 ) 内 生 国民経済計算
CCOS丁 資本コスト 内 生 筆者作成
CGCN 最終消費支出(中央政府 ) 内 生 国民経済計算
CGLN 最終消費支 出 (地方政府 ) 内 生 国民経済計算
CGSN 最終消費支出 (社会保障基金 ) 内 生 国民経済計算
CP 民間最終消費支出(実質 ) 内 生 国民経済計算
CPi 肖費者物価指数 内 生 総務省統計局
CPN 民間最終消費支 出 (名日) 内 生 国民経済計算
CU 稼働率 内 生 筆者作成
DEP 固定資本減耗 内 生 国民経済計算
DEPGC 固定資本減耗 (中央政府 ) 内 生 国民経済計算
DEPGL 固定資本減耗 (地方政府 ) 内 生 国民経済計算
DEPGS 固定資本減耗 (社会保障基金 ) 外 生 国民経済計算
DEPP 固定資本減耗 (非一般政府 ) 内 生 国民経済計算
EP 電力使用量 内 生 電力事業連合会
EPD 電力需要量 内 生 電力事業連合会
EPS 電力供給量 外 生 電力事業連合会
EPSWI丁CH 電 力量スイッチ 内 生 筆者作成
FISC EB国・歳 出口公債費 内 生 総務省 0地方財政統計 年報
FISC ELG国・歳出・地方交付税等 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISC EO国・歳 出・その他 内 生 総務省・地方財政統計年報
FISC ESS国・歳 出・社会保障関係 費 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISC PB国・基礎的財政収支 内 生 総務省 口地方財政統計 年報
FISC RB国・歳入・公債金 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISC RO国 口歳入 口その他 歳入 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISC RRttC国・歳入・地方交付税率 (法人税 ) 外 生 総務省・地方財政統計年報
FISC RR丁| 国・歳入・地方交付税率 (所得税 ) 外 生 総務省・地方財政統計 年報
FISC RRttS国・歳入 口地方交付税率 (酒税 ) 外 生 総務省・地方財政統計 年報
FISC RR丁丁 国・歳入・地方交付税率 (たばこ税 ) 外 生 総務省・地方財政統計年報
FISC RRttV国・歳入・地方交付税率 (消費税 ) 外 生 総務省・地方財政統計 年報
F:SC R丁 国 口歳入・国税 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISC RttC国・歳入・法人税 内 生 総務省・地方財政統計年報
FISC R丁| 国 0歳入・所得税 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISC R丁○ 国・歳入・その他税 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISC RttS国・歳入 口酒税 外 生 総務省・地方財政統計 年報
FISC R丁丁 国・歳入・たばこ税 内 生 総務省・地方財政統計年報
FISC RttV国・歳入・消費税 内 生 総務省・地方財政統計年報
FiSG C 財源不足額の法定加算等による負担 内 生 総務省・地方財政統計年報
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FiSG DC財源不足額の特別会計借入 (国負担 ) 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISG DL財源不足額の特別会計借入 (地方負担 ) 内 生 総務省 口地方財政統計 年報
FISG DLS財源不足額の臨時財政対策債 による補てん 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISG LR財源不足額 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISG RC財源不足額の法定加算等による補てんの割合 外 生 総務省・地方財政統計年報
FISG RDC財源不足額の特別会計借入 (国負担)による補てんの割合 外 生 総務省・地方財政統計年報
FISG RDL財源不足額の特別会計借入 (地方負担)による補てんの割合 外 生 総務省・地方財政統計 年報
FISG RDLS財源不足額の臨時財政対策債 による補てんの割合 外 生 総務省・地方財政統計 年報
FISL EB地方 口歳出・公債 費 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISL EGA地方 口歳出・一般行政経費 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISL EGAA地方0歳出・一般行政経費補助 内 生 総務省・地方財政統計年報
FISL EGAI地方・歳出・一般行政経費単独 内 生 総務省・地方財政統計年報
FISL EH地方 口歳出・人件費 内 生 総務省 口地方財政統計 年報
FISL EI 地方・歳出・投資的経費 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISL EIA地方・歳出・投資的経費補助 内 生 総務省口地方財政統計年報
FISL E‖ 地方 口歳出・投資的経費単独 内 生 総務省・地方財政統計年報
FISL EO地方・歳出・その他歳出 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISL EttR地方・歳出・繰出金 外 生 総務 省・地方財政統計 年報
FISL FBFD基準財政需要額 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISL FBFR基準財政収入額 内 生 総務省・地方財政統計年報
FISL PB地方・基礎 的財政収支 内 生 総務省・地方財政統計年報
FISL RB地方・歳入・地方債 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISL RC地方・歳入・地方譲与税 外 生 総務省・地方財政統計 年報
FiSL RG地方・歳入・地方交付税 内 生 総務 省・地方財政統計 年報
FISL RN地方・歳入・国庫支出金 外 生 総務省・地方財政統計年報
FISL RO地方・歳入 。その他 内 生 総務省・地方財政統計年報
FISL R丁 地方・歳入・地方税 内 生 総務省 口地方財政統計 年報
FISL RttA地方・歳入・固定資産税 内 生 総務省・地方財政統計 年報
FISL RttB地方・歳入・事業税 内 生 総務省0地方財政統計年報
FISL R丁| 地方・歳入・住民税 内 生 総務省・地方財政統計年報
FISL R丁○ 地方・歳入・その他税 目 内 生 総務省・地方財政統計年報
FISL RttV地方 0歳入 口地方 消費税 内 生 総務省・地方財政統計 年報
GDEBttC債務残高 (中央政府 ) 内 生 財務省
GDEBttL債務残高 (地方政府 ) 内 生 財務省
GDP 国内総生産 (実質 ) 内 生 国民経済計算
GDPN 国内総生産 (名目) 内 生 国民経済計算
HOUR 労働時間 外 生 厚生労働省
IGGCN 総固定資本形成 (中央政府 ) 内 生 国民経済計算
lGGLN 総固定資本形成 (地方政府 ) 内 生 国民経済計算
IGGSN 総固定資本形成 (社会保障基金 ) 外 生 国民経済計算
INR 長期金利(10年物国債 利回り) 内 生 国民経済計算
INRN 企業設備投資 内 生 国民経済計算
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IRN 住宅投資 内 生 国民経済計算
KFNR 民間資本ストック(実質 :住宅除く) 内 生 国民経済計算
KFR 民間資本ストック(実質 :住宅 ) 内 生 国民経済計算
KGG 固定資産 (実質 :一般政府 ) 内 生 国民経済計算
KSP 民間貯蓄 内 生 国民経済計算
LGCN 土地の購入(純:中央政府 ) 内 生 国民経済計算
LGLN 土地の購入(純:地方政府 ) 内 生 国民経済計算
NGL 地方公務 員数 外 生 地方財政要 覧
NLE 就業者数 内 生 総務省労働 力調査
NLF 労働 力人 口 内 生 総務 省労働 力調査
NLW 雇用者数 内 生 総務省労働力調査
NSGC 貯蓄・資本移転 による正味資産の変動 (中央政府 ) 内 生 国民経済計算
NSGL 貯蓄・資本移転 による正味資産の変動 (地方政府 ) 内 生 国民経済計算
NSGS 貯蓄・資本移転による正味資産の変動 (社会保障基金 ) 内 生 国民経済計算
NY 国民所得 (要素価格表示 ) 内 生 国民経済計算
PB 基礎的財政収支(SNAベース国地方 ) 内 生 国民経済計算
PBC 基礎的財政収支(SNAベース中央 ) 内 生 国民経済計算
PBL 基礎的財政収支 (SNAベース地方 ) 内 生 国民経済計算
PCP 民間最終消費支 出デフレータ 内 生 国民経済計算
PCPX 民間最終消費支出デフレータ(消費税抜き) 内 生 国民経済計算
PBS 基礎的財政収支(SNAベース社会保障基金 ) 内 生 国民経済計算
PGDP GDPデフレータ 内 生 国民経済計算
PGDPX GDPデフレータ(消費税抜き) 内 生 国民経済計算
PIG丁 一般政府固定資本形成デフレータ 内 生 国民経済計算
PINR 企業設備投資デフレータ 外 生 国民経済計算
PIR 住宅投資デフレータ 内 生 国民経済計算
POP 総 人 口 外 生 総務省人 口推計
POP156415～64歳人口 外 生 総務省人 口推計
POP650V65歳以上人 口 外 生 総務省人 口推計
RNW 雇用者数比率 外 生 総務省労働 力調査
RPROG 累進尺度 外 生 橋本・呉
RREPGG 固定資本減耗率 (一般政府 ) 外 生 国民経済計算
RREPNR 固定資本減耗率 (非住 宅 ) 外 生 国民経済計算
RREPR 固定資本減耗率 (住宅 ) 外 生 国民経済計算
RSP 貯蓄率 内 生 国民経済計算
RttDCC 財務省型法人実効税率 外 生 橋本・呉
R丁IV 消費税率 外 生 財務省
R丁IVL 地方消費税率 外 生 財務省
SGC 貯蓄(中央政府 ) 内 生 国民経済計算
SGL 貯蓄 (地方政府 ) 内 生 国民経済計算
SGS 貯蓄 (社会保障基金 ) 内 生 国民経済計算
SIGC 貯蓄投資差額 (中央政府 ) 内 生 国民経済計算
SIGL 貯蓄投資差額 (地方政府 ) 内 生 国民経済計算
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SIGS 貯蓄投資差額 (社会保障基金 ) 内 生 国民経済計算
SP 貯蓄 (非一般政府 ) 内 生 国民経済計算
SSBl 現金による社会保障給付 内 生 国民経済計算
SSBL 社会保障給付 (労災失業 ) 内 生 国民経済計算
SSBM 社会保障給付 (医療 ) 内 生 国民経済計算
SSBO 社会保障給付 (その他 ) 内 生 国民経済計算
SSBP 社会保障給付 (年金 ) 内 生 国民経済計算
SSC 現実社会負担 内 生 国民経済計算
SUBC 補助金 (中央政府 ) 外 生 国民経済計算
SUBL 補助金 (地方政府 ) 外 生 国民経済計算
TDC 所得・富等 こ課される経常税 (中央政府 ) 内 生 国民経済計算
丁DCC 所得・富等 こ課される経常税 (中央政府、企業分 ) 内 生 国民経済計算
丁DCL 所得・富等 こ課される経常税 (地方政府、企業分 ) 内 生 国民経済計算
丁DPC 所得・富等 こ課される経常税 (中央政府、家計分 ) 内 生 国民経済計算
丁DPCttM L課税最低限 (中央政府 ) 外 生 財務省
丁DPL 所得・富等に課される経常税 (地方政府、家計分 ) 内 生 国民経済計算
丁DPLttML課税最低限(地方政府 ) 外 生 財務省
丁 OC 付加価値型税を除く生産口輸入品に課される税 (中央政府 ) 内 生 国民経済計算
丁 OL 付加価値型税を除く生産口輸入品に課される税 (地方政府 ) 内 生 国民経済計算
丁 V 付加価値型税計 内 生 国民経済計算
丁 VC 付加価値 型税 (中央政府 ) 内 生 国民経済計算
丁 VL 付加価値型税 (地方政府 ) 内 生 国民経済計算
丁RGCL その他の経常移転 (中央→地方 ) 内 生 国民経済計算
丁RGCS その他の経常移転 (中央→社会保障基金 ) 内 生 国民経済計算
丁RGLO その他の経常移転 (地方→その他 ) 内 生 国民経済計算
丁RGLS その他の経常移転 (地方→社会保障基金 ) 内 生 国民経済計算
TRKGCL 資本移転 (中央→地方 ) 内 生 国民経済計算
丁RPGC その他の経常移転 (支払、中央政府 ) 内 生 国民経済計算
丁RPGL その他の経 常移転 (支払、地方政府 ) 内 生 国民経済計算
丁RRGL その他の経常移転 (受取 、地方政府 ) 内 生 国民経済計算
丁RRGS その他の経常移転 (受取 、社会保障基金 ) 内 生 国民経済計算
WAGE 雇用者 1人あたり賃金俸給 内 生 国民経済計算 、労働 力調査
WPI 企業物価指数 内 生 企業物価指数 (日銀 )
YDGC 可処分所得 (純、中央政府 ) 内 生 国民経済計算
YDGL 可処分所得 (純、地方政府 ) 内 生 国民経済計算
YDGS 可処分所得 (純、社会保障基金 ) 内 生 国民経済計算
YDP 可処分所得 (非一般政府 ) 内 生 国民経済計算
YDPH 家計可処分所得 内 生 国民経済計算
YP2GS 所得の第 2次分配の支払 (社会保障基金 ) 内 生 国民経済計算
YPRGC 財産所得 (純、中央政府 ) 内 生 国民経済計算
YPRGL 財産所得 (純、地方政府 ) 内 生 国民経済計算
YPRPGC 財産所得 (支払、中央政府 ) 内 生 国民経済計算
YPRPGL 財産所得 (支払、地方政府 ) 内 生 国民経済計算
YPRRGC 財産所得 (受取、中央政府 ) 内 生 国民経済計算
YPRRGL 財産所得 (受取、地方政府 ) 内 生 国民経済計算
YR2GC 所得の第 2次配分の受取 (中央政府 ) 内 生 国民経済計算
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YR2GL 所得の第 2次配分の受取 (地方政府 ) 内 生 国民経済計算
YR2GS 所得の第 2次配分の受取 (社会保障基金 ) 内 生 国民経済計算
YW 雇用者報酬 内 生 国民経済計算
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2 第 2章 方程式体系・変数 リス ト
(北日本ブロック)
KI丁_CP = 2948650.25125 + 0.18595(KI丁_YDPH/KI丁_PCP)
(3.149)(3.431)
+ 0.52652(KI丁_CP(-1)) + 0.01342(KIT_KSH(-1)/KIT_PCP)
+517667.12668(D96)-251925。20145(D9800)
(4.647)            (-4.162)
ADJ.R2 =0.993   SER = 85028.809   DW = 1.259
KIT_ED_CHU = -971526.60981 + 0.01987(CHU_GRP)
(-1.771)        (3.343)
+ 21714443.76413(KIT_RED_CHU)
(4.585)
ADJ.R2 =0.967   SER = 34030.43   DW = 1.812
KIT_ED_KAS = -1819886.86253 + 0.0511(KAS_GRP)
(-2.024)           (4.996)
ADJ.R2 =0.845   SER = 55797.10  DW = 2.200







+ 47891549.27026(KI丁_RED_KA丁) + 0。33395(KI丁_ED_KAT(-1))
-637648.00921(D9193) + 397122.26692(D0001) -473107.39518(D05)
(4.053) (-3.014)
ADJ.R2 =0.983   SER = 127536.834   DW = 2.427
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KI丁_ED_NIS = -3409235.14071 + 0.03818(NIS_GRP)
(-12.188)  (18。896)
+     23727278.06726(KI丁_RED_NIS)     -64242.1154899999(D9294)     +
47736.80992(D9700)
(16.798)
ADJ.R2 =0.960   SER = 16701.222   DW = 3.28





+ 0.6842(KI丁_EF(-1)) + 311004.88056(D9600)
(8.447)                           (4.932)
ADJ.R2 =0.991   SER = 106642.802   DW = 2.197
KI丁_IPF = 374942.83778 + 0.23033(KI丁_Y3/KI丁_PGRP)
(0.22)  (2.445)
+ 0.6008(KI丁_IPF(-1)) + 810897.77438(D91)
+ 442003.43014(D9596) -496052.63485(D9800)
(2.814)            (-3.945)
ADJ.R2 =0.731   SER = 205488.266   DW = 2.02





+ 328807.64342(D00) + 198955_12631(D0506)
(3.303)           (3.039)
AD」.R2 =0.965   SER = 86857.88   DW = 2.419





ADJ.R2 =0。826   SER = 0.01   DW = 1.698









ADJo R2 =0.997   SER = 126903.132   DW = 1.559
LN(KIT_PCP) = -1.05233 + 0.20162(LN(KIT_WAGE))
(5.146)
ADJ.R2 =0.924   SER = 0.004   DW = 0.832
LN(KIT_PGRP) = -2.38637 + 0.51769(LN(JPN_WPI))
(-5.143)  (2.69)
+ 0.16217(LN(JPN_WPI)) + 0.55953(LN(KIT_PCP(-1))) -0.00795(D9596)
(-2.716)
(6.749)
ADJ.R2 =0.91 7   SER = 0.01   DW = 1.574








ADJ.R2 =0.978   SER = 0.005   DW = 1.553
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KI丁_Y2 = -8421933.26744 + 0.15548(KIT_GRPN)
(-4.394)  (4.453)
+ 903580.60847(JPN_RGB) + 635820.15367(D93) + 562728.6836(D9798)
(22.638)
ADJ.R2 =0.981   SER = 211674.664   DW = 2.274







ADJ.R2 =0.943   SER = 157612.196   DW = 2.341
KI丁_YD = 14386520.54102+ 0。84697(KIT_YP)
(2.776)    (6.687)
ADJ.R2 =0.976   SER = 280667.2  DW = 2.269
KIT_YDPH = -4053865.7792+ 0.74864(KI丁_YD)
(-0.451)    (4.133)
ADJ.R2 =0.910   SER = 394342.4179   DW = 2.370
KIT_YP = 821858.58947 + 1.04737(KI丁_Yl)
(1.673)  (47.306)
+ 0.76229(KIT_Y2)+ 1.14237(KI丁_Y3)+ 259450.66106(D9799)
(40.801) (18.429) (4.761)
ADJo R2 =0。999   SER = 72850.239   DW = 1.105
KI丁_GRP  = KIT_CP  + KIT_IPH  + KI丁_IPF  + KItt IG  + KItt CG  + KItt E  ― KItt M  +
KItt SDP
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KIT_GRPN  = KI丁_GRP  ・ KI丁_PGRP
KIT_KPH  = KI丁_KPH(-1)  ・ (1  - 0.08) + KIT_IPH
KIT Yl  = KItt WAGE  ・ KItt LW
KIT_E  = KI丁_EF  + KIT_ED_CHU  + KI丁ED_KAS  + KIT_ED_KA丁  + KI丁_ED_NIS
KIT_M  = KIT_MF  + KI丁D_CHU  + KIT_MD_KAS  + KIT_MD_KAT  + KIT_MD_NIS
KItt MD CHU  = CHU ED KIT
KIT MD KAS  = KAS ED KIT
KItt MD KA丁  = KAT ED KIT
KIT MD NIS  = NIS ED KIT
(関東 ブ ロ ック )





(1.92)            (2.41)
ADJ.R2 =0.990   SER = 483290.5   DW = 2.531
KAT_ED_CHU = -6082150.3004 + 0_13633(CHU_GRP)
(2.46)
(-0.95)(8.05)




ADJ.R2 =0.957   SER = 151861.453   DW = 1.724




ADJ.R2 =0.96   SER = 234563.349   DW = 1.459
KAT_EF = 34991416.37511 + 996.69969(W_EX)
(3.772)





(4.907)            (-3.183)
ADJ.R2 =0.99   SER = 123561.042   DW = 2.99
KAT_ED_KIT = -199131058.63918 + 0.47581(KIT_GRP)
(-1.968)(6.353)





(1.92)                           (3.434)
ADJ.R2 =0.944   SER = 266843.209   DW = 1.908
KAT_ED_NIS = -69241042.54428 + 0.32059(NIS_GRP)
(3.511)
(-2.695)(8.461)
+ 344671872.00094(KA丁_RED_NIS) + 0.4081(KAT_ED_NIS(-1))
+ 1163797.66404(D91) + 694004.88354(D97) + 648294.86546(D00)
(3.435)  (3.008)
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+ 0.45536(KAT_EF(-1)) -1967413.36493(D9293) + 2396387.29882(D96)
(-2.462)
ADJ.R2 =0.944   SER = 915551.195   DW = 2.214






+ 0.49653(KAT_IPF(-1)) + 4150545.69616(D91)
-5067548.36625(D99)-2791937.884(D0102)
(-4.394)            (-3.237)
ADJ.R2 =0.891   SER = 1101425.795   DW = 1.728






(10.322)            (2.799)
ADJ.R2 =0.979   SER = 171390.414   DW = 1.911
LN(KAT_LW) = 3.78595 -0.2493(LN(KAT_WAGE/KAT_PGRP))
(2.644)                    (13.506)
ADJ.R2 =0.954   SER = 0.002   DW = 2.003
(3.126)(-3.628)
+ 0.0849(LN(KA丁_GRP)) + 0.70478(LN(KAT_LW(-1)))-0.00466(D9297)
-4 356)






ADJ.R2 =0.999   SER = 268905.008   DW = 2.668
LN(KAT_PCP) = -0.93853 + 0.16572(LN(KAT_WAGE))
(6.942)
ADJ.R2 =0.965   S[R = 0.003   DW = 1_6
(9.462)




AD」.R2 =0。976   SER = 0.005   DW = 1.815
LN(KA丁_WAGE) = 1.68402 + 1.19618(LN(KAT_PCP))
(558.46)(11.632)
+ 0.02322(D9597) + 0.01864(D02)
(4.379)           (2.283)
ADJ.R2 =0.928   SER = 0.008   DW = 1.609
KAT_Y2 = -109905371.1601 + 0.48894(KAT_GRPN)
(-8.815)  (3.154)




+ 3110761.87918(JPN_RGB) + 0.43123(KAT_Y2(-1))
(3.725)(6.09)
-1736271.44747(D9293) -3579307.65826(D00)
(-2.646)            (-3.473)
ADJ.R2 =0.966   SER = 892570.808   DW = 2.304





ADJ.R2 =0.949   SER = 1410823.495   DW = 1.357




+ 0.61388(KAT_YD(…1)) + 14903681.13095(D91)
-9880835.81676(D9899) -7830251.58844(D0102)
(-4.838)            (-3.72)
ADJ.R2 =0.863   SER = 2589608.18   DW = 2.857




-9294773.3605(D9091) + 4177931.5828(D94) + 6640141.28615(D9899)
(2.213) (4.66)
ADJ.R2 =0.862   SER = 1782861.256   DW = 2.507
KA丁_YP = -10620169.28533 + 1.14403(KA丁_Yl)
(-2.87)  (47.858)
+ 1.06161(KAT_Y2) + 1.17538(KAT_Y3)
(28.877)           (45.85)
ADJ.R2 =0.996   SER = 369449.533   DW = 1.923
KAT_GRP  = KA丁_CP  + KAT_IPH  tt KA丁_IPF  + KAT_IG  tt KAT_CG  + KA丁_E  ― KAT_M  +
KAtt SDP
KAT_GRPN  = KAT_GRP  ・ A丁_PGRP
KAT_KPH  = KA丁_KPH(-1)  ・ (1  - 0.08) + KAT IPH
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KAT Yl  = KAT WAGE  ・ KAT LW
KAT_E  = KA丁_EF  + KA丁_ED_KI丁  + KA丁_ED_CHU  + KA丁_ED_KAS  + KA丁_ED_NIS
KAT_M  = KA丁_MF  + KA丁_MD_KI丁  + KAT_MD_CHU  + KA丁_MD_KAS  + KAT_MD_NIS
KAT MD KI丁 = KIT ED KA丁
KAtt MD CHU  = CHU ED KAT
KAT MD KAS  = KAS ED KAT
KAT MD NIS  = NIS ED KA丁
(中部 ブ ロ ック )
GHU_CP = 2713160.36881 + 0.1542(CHU_YDPH/CHU_PCP)
(1.387)(2.15)




ADJ.R2 =0.99   SER = 162957.808   DW = 2.204







(2.268)            (-4.191)
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ADJ.R2 =0.931   SER = 310054.351   DW = 1.645





ADJ.R2 =0.969   SER = 281872.923   DW = 2.852
CHU_ED_KI丁 = -688991.86662 + 0.02483(KIT_GRP)
704333.35881(D0406)
(6.558)
ADJ.R2 =0.945   SER = 120571.51   DW = 2.844
CHU_EF = -914575.31222 + 696.515(W_EX)
-895687.96858(D9597)
(-2.795)





(5.73)                           (-2.165)
ADJ.R2 =0.912   SER = 95370.458   DW = 2.616




+     44742412.10137(CHU_RED_NIS)     +     465054.53608(D9092)     +
(-0.647)  (2.655)
+ 0.90094(CHU_EF(-1)) + 1253423.29515(D91)
(6.044)
-1247873.45313(D98) -2085444.2016(D01)
(-2.213)            (-3.642)
ADJ.R2 =0.982   SER = 541243.029   DW = 1.986
172
CHU IPF = 983581.50215 + 0.46342(CHU_Y3/CHU_PGRP)
(1.275)(9.057)
+ 0.40435(GHU_IPF(-1)) + 1675230.07161(D91)
-1174727.74247(D99)-995520.07539(D0103)
(-3.116)            (-3.939)
ADJ.R2 =0.936   SER = 359577.973   DW = 1.762







ADJ.R2 =0。939   SER = 78157.543   DW = 2.386
(3.789)
(-4.099)
LN(CHU_LW) = 2.70282 -0.37058(LN(CHU_WAGE/CHU_PGRP))
(1.731)  (-3.573)
+ 0.19572(LN(CHU_GRP)) + 0.64098(LN(CHU_LW(-1)))
(3.998)                           (9.554)
-0.01134(D92) + 0.01145(D9597)
(-2.579)            (4.365)
ADJo R2 =0.948   SER = 0.004   DW = 1.687
GHU_MF = -31992665.68508 + 0.42169(CHU_GRP)
(4.857)                           (2.165)
ADJ.R2 =0.939   SER = 338322.937   DW = 1.475
(-5.948)  (12.519)
+ 65476168.53923(CHU_RMF) + 665779.78841(D9192) -610202.08309(D9699)
(-2.947)
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LN(CHU_PCP) = -1.19291 + 0.29461(LN(CHU_WAGE))
(-16.066)(7.89)
+ 0.15605(LN(JPN_WPI)) + 0.58173(LN(GHU_PCP(-1)))
(10.129)
-0.00673(D9596) + 0.00558(D03)
(-4.829)            (2.827)
ADJ.R2 =0.989   SER = 0.002   DW = 2.075





ADJ.R2 =0.97   SER = 0.007   DW = 2.31








(6.624)            (-3.222)
ADJ.R2 =0.973   SER = 0.004   DW = 2.914
GHU_Y2 = -5704585.62991 + 0.09703(CHU_GRPN)
(8.799)
ADJ.R2 =0.992   SER = 137668.976   DW = 1.83
CHU_Y3 = -17820149.80243 + 0.41741(CHU_GRPN)
(-3.343)  (3.426)




+ 0.40758(CHU_Y3(-1)) -1278699.90411(D9798) + 902657.23214(D0205)
(4.545)
ADJ.R2 =0.974   SER = 278877.254   DW = 2.244
CHU_YD = 9956028.040840 + O.78075(CHU_YP)
(-5.723) (4.137)
(-4.887)
(2.088)           (7.914)
ADJ.R2 =0.965   SER = 358166.6   DW = 2.285
CHU_YDPH = 12815716.95801 + 0.07645(CHU_YD)
(8.224)            (7.105)
ADJ.R2 =0.963   SER = 222786.477   DW = 1.704




+ 0.83611(CHU_Y2) + 1.10567(CHU_Y3)
(11.438)                           (18.39)
ADJ.R2 =0.985   SER = 209568.179   DW = 0.839
CHU_GRP  = CHU_CP  + CHU_IPH  + CHU_IPF  + GHU IG  + GHU CG  + CHU E  ― CHU M  +
GHU SDP
CHU_ RPN  = CHU_ RP  ・ GRP
CHU_KPH  = CHU_KPH(-1)  ・ (1  - 0.08) + GHU IPH
CHU_Yl  = CHU_WAGE  ・ CHU_LW
CHU_E  = CHU_EF  + GHU_ED_KI丁  + GHU_ED_KAT  + CHU ED KAS  + GHU ED NIS
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CHU_M  = CHU_MF  + GHU_MD_KIT  + GHU MD KAT  + GHU MD KAS  + CHU MD NIS
CHU MD KI丁 = KIT ED CHU
GHU MD KAT  = KAT ED CHU
CHU_MD_KAS  = KAS_ED_GHU
CHU_MD_NIS  = NIS_ED_CHU
(関西 ブ ロ ック )
KAS_CP = 13476778.61213 + 0.09888(KAS_YDPH/KAS_PCP)
(5.525)  (1.984)
+     0.4769(KAS_CP(-1))     +     0.00836(KAS_KSH(-1)/KAS_PCP)     +
641662.72289(D9597)
(6.996) (4.347) (6.747)
ADJo R2 =0。974   SER = 134660.91   DW = 2.873




ADJ.R2 =0.996   SER = 197420.668   DW = 1.485
KAS_ED_KA丁 = -17431454.42694 + 0.05617(KA丁_GRP)





(4.038)     (3.012)
ADJo R2 =0.995   SER = 134342.194   DW = 2.196
KAS_ED_KIT = -3826118.15685 + 0.05783(KIT_GRP)
(31.234)
ADJ.R2 =0.995   SER = 43971.324   DW = 1.593










ADJ.R2 =0.962   SER = 170446.589   DW = 1.801
KAS_EF = 7704655.99784 + 167.42966(W_EX)
(2.815)   (4_319)
+ 0.52722(KAS_EF(-1)) + 812938.7914(D91)
+ 840822.68972(D9596) -612005.0468(D0102)
(4.225)            (-3.207)
ADJ.R2 =0。764   SER = 243629.457   DW = 2.898
KAS_IPF = -918823.47796 + 0.46973(KAS_Y3/KAS_PGRP)
(-0.548)(5.203)




(…2.504)            (-3.057)           (-2.178)
ADJ.R2 =0.905   S[R = 418138.659   DW = 1.925
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(-4.531)            (-4.



















KAS_MF = -3614718.98317 + 0.16797(KAS_GRP)
(-1.159) (5.109)
+ 20438187.76441(KAS_RMF) -1417715.66547(D9093)
(9.196)                           (-9.627)
-986788.16816(D94) -793480.60596(D0506)
(-4.921)            (-4.562)
ADJ.R2 =0.987   SER = 139230.782   DW = 2.52
LN(KAS_PCP) = -0.69012 + 0.10449(LN(KAS_WAGE))
(-5.329)  (2.466)




(-2.478)     (4.306)
ADJ.R2 =0.98   SER = 0.003   DW = 1.986




ADJo R2 =0.945   SER = 0.007   DW = 2.107
LN(KAS_WAGE) = 1.69436 + 1.24672(LN(KAS_PCP))
(515.129)  (14.515)
-0.02399(D9394) -0.02952(D0406)
(-3.526)        (-5.148)
ADJ.R2 =0.94   SER = 0.009   DW = 2.608
KAS_Y2 = -13653920.09751 + 0.16198(KAS_GRPN)
(4.351)
ADJ.R2 =0.975   SER = 481749.274   DW = 1.828
KAS_Y3 = -16551017.63155 + 0.36772(KAS_GRPN)
(-2.074)  (2.077)




+ 2610145。9025(D90) -1630882.4414(D98) + 1794751.30297(D0306)
(3.665) (-2.796) (4.906)
ADJ.R2 =0.686   SER = 553953.01l   DW = 2.123









(4.626)            (-3.038)
ADJ.R2 =0.933   SER = 401573.1l   DW = 2.221






ADJ.R2 =0.946   SER = 512530.159   DW = 1.74
KAS_YP = 23979.93818 + 1.1792(KAS_Yl)
(0.012)  (35.475)
+ 0.82815(KAS_Y2)+ 0.93007(KAS_Y3) + 1238675.39766(D0506)
(4.595)
ADJ.R2 =0.993   SER = 239343.684   DW = 0。969
KAS_GRP  = KAS_CP  + KAS_IPH  + KAS_IPF  + KAS IG  + KAS CG  + KAS E  ― KAS M  +
KAS SDP
KAS_GRPN  = KAS_GRP  ・ PGRP
KAS_KPH  = KAS_KPH(-1)  ・ (1  - 0.08)  + KAS IPH
KAS_Yl  = KAS_WAGE  ・ KAS_LW
KAS_E  = KAS_EF  + KAS_ED_KIT  + KAS_ED_KA丁  + KAS ED CHU  + KAS ED NIS
KAS_M  = KAS_MF  + KAS_MD_KI丁  + KAS_MD_KAT  + KAS MD GHU  + KAS MD NIS
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KAS_MD_KIT  = KIT_ED_KAS
KAS MD KA丁 = KAtt ED KAS
KAS MD GHU  = CHU ED KAS
KAS MD NIS  = NIS ED KAS
(西日本ブロック)
NIS_CP = 12829966.64867 + 0.16372(NIS_YDPH/NIS_PCP)
(5.05)  (2.931)





+ 503072.40132(D94) + 591665.4915(D96) + 616688.46165(D05)
(2.532) (2.679)
ADJ.R2 =0.987   SER = 197346.852   DW = 2.489




ADJ_R2 =0.984   SER = 0.984   DW = 24.581
NIS_ED_KAS = -8030653.67954+ 0.10248(KAS_GRP)
(-3.201)         (4.191)
+ 51806128.11852(NIS_RED_KAS)
(5.542)
ADJ.R2 =0.965   SER = 139434.8   DW = 2.726
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NIS_ED_KAT = -21698142.05561 + 0.08175(KAT_GRP)
(-4.988)           (7.168)
+ 65522294.56676(NIS_RED_KA丁)
(6.965)
ADJ.R2 =0.977   SER = 137689。9   DW = 2.032
NIS_ED_KI丁 = -1791968.073 + 0.05188(KI丁_GRP)
(5。783)
ADJ.R2 =0.930   SER = 25232.998   DW = 2.052
NIS_EF = 15179602.34503  + 1619。27 26(W_EX)
(2.993)       (3.291)
ADJ.R2 =0.982   SER = 0.98   DW = 29.666








(-4.788)            (-2.8)
ADJ.R2 =0.884   SER = 452281.765   DW = 2.417
NIS_IPH = -6531355。34545 + 0.10798(NIS_YDPH/NIS_PGRP)
(-3.367)(4.257)
-0.0287(NIS_KPH(-1)) + 648771.87347(D9697)





ADJ.R2 =0.952   SER = 133652.992   DW = 2.631
LN(NIS_LW) = 1.46671 -0.22042(LN(NIS_WAGE/NIS_PGRP))
(1.944)(-5.717)
+ 0.04268(LN(NIS_GRP)) + 0.88165(LN(NIS_LW(-1)))
(2.132)
(3.504) (2.084)
ADJ.R2 =0.987   SER = 0.002   DW = 2.543
NIS_MF = -15101028.77705 + 0.17191(NIS_GRP)
(9.155)
(20.792)
+ 0.00659(D95) + 0.00395(D00) -0.00388(D0304)
(-5.166)  (12.143)





(-5.907)            (-9.021)
ADJo R2 =0.93   SER = 96167.203   DW = 1.741
LN(NIS_PCP) = -0.56627 + 0.1444(LN(NIS_WAGE))
(-5.67)  (3.811)
+ 0.07465(LN(JPN_WPI)) + 0.5923(LN(NIS_PCP(-1)))
(2.969)
-0.00734(D9597)-0.00839(D01)
(-4.829)            (-2.962)
ADJ.R2 =0.966   SER = 0.003   DW = 2.625






ADJ.R2 =0.959   SER = 0.006   DW = 1.562






ADJ.R2 =0.942   SER = 0.009   DW = 1.936
NIS_Y2 = -28950242.2794 + 0.31326(NIS_GRPN)
(17.484)
ADJo R2 =0.976   SER = 419950.181   DW = 2.547




ADJ.R2 =0.897   SER = 551744.291   DW = 2.233











ADJ.R2 =0.983   SER = 333188.661   DW = 2.689
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NIS_YDPH = -20820338.91911 + 0.93801(NIS_YD)
(-1.213) (4.573)
ADJo R2 =0.900   SER = 703154.9   DW = 2.083
NIS_YP = -242537.28324 + 1.10232(NIS_Yl)
(-0.076)(31.523)
+ 0.86101(NIS_Y2) + 1.12158(NIS_Y3)
(11.569)                       (lo.501)
ADJ.R2 =0.986   SER = 291157.758   DW = 0.893
NIS_GRP  = NIS_CP  + NIS_IPH  + NIS_IPF  + NIS IG  + NIS CG  + NIS E  ― NIS M  +
NIS SDP
NIS_GRPN  = NIS_GRP  O NIS_PGRP
NIS_KPH  = NIS_KPH(-1)  ・ (1  - 0.08)  + NIS IPH
NIS_Yl  = NIS_WAGE  ・ NIS_LW
NIS_E  = NIS_EF  + NIS_ED_KIT  + NIS_ED_KAT  + NIS ED CHU  + NIS ED KAS
NIS_M  = NIS_MF  + NIS_MD_KIT  + NIS_MD_KA丁  + NIS MD CHU  + NIS MD KAS
NIS_MD_KIT  = KIT_ED_NIS
NIS_MD_KAT  = KAT_ED_NIS
NIS_MD_CHU  = CHU_ED_NIS








+ 0.07427(D9192) + 0.03792(D9394)
(7.545)           (3.764)
-0.04458(D0104)
(-5.625)
ADJ.R2 =0.915   SER = 0.012   DW = 2.246
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[変数 リス ト]
XXXは地域 を表す.北日本 は KI丁、関東は KA丁、中部は CHU、関西は KAS、西 日
本 は NISである。
ラベル 変数名 内生/外生 出所
」PN RGB 長期国債利回り 外生 内閣府
」PN WPI 企業物価指数(全国) 内 生 日本銀行
W EX 世界輸入 外 生 IMF
XXX CG 政府最終消費支出 外 生 県民経済計算
XXX CP 民間最終消費支出 内生 県民経済計算
XXX E 輸移出 内生 県民経済計算
XXX ED CHU 中部への移出 内生 県民経済計算、産業連関表より推計
XXX ED KAS 関西への移出 内 生 県民経済計算、産業連関表より推計
XXX ED KAT 関東への移出 内生 県民経済計算、産業連関表より推計
XXX ED KI丁 北日本への移出 内生 県民経済計算、産業連関表より推計
NIS 西日本への移出 内生 県民経済計算、産業連関表より推計
輸出 内生 県民経済計算、産業連関表より推計
XXX GRP 域内総生産 内生 県民経済計算
XXX GRPN 名目域内総生産 内生 県民経済計算
XXX IG 公的固定資本形成 外 生 県民経済計算
XXX IPF 民間企業設備投資 内 生 県民経済計算
XXX IPH 民間住宅投資 内生 県民経済計算
XXX KPH 民間住宅ストック 内生 独自推計
XXX KSH 家計貯蓄 外 生 独自推計
XXX LW 就業者数 内 生 県民経済計算
XXX M 輸移入 内生 県民経済計算
XXX MD CHU 中部からの移入 内 生 県民経済計算、産業連関表より推計
XXX MD KAS 関西からの移入 内生 県民経済計算、産業連関表より推計
XXX MD KA丁 関東からの移入 内 生 県民経済計算、産業連関表より推計
XXX MD KIT 北日本からの移入 内 生 県民経済計算、産業連関表より推計
XXX MD NIS 西日本からの移入 内生 県民経済計算、産業連関表より推計
XXX MF 輸入 内生 県民経済計算、産業連関表より推計
XXX PCP 消費デフレー タ 内 生 県民経済計算
XXX PGRP GRPデフレー タ 内生 県民経済計算
XXX_RED CHU 中部への移出比率 外生 県民経済計算、産業連関表より推計
XXX RED KAS 関西への移出比率 外生 県民経済計算、産業連関表より推計
XXX RED KA丁 関東への移出比率 外 生 県民経済計算、産業連関表より推計
XXX RED KI丁 北日本への移出比率 外 生 県民経済計算、産業連関表より推計
XXX REDNIS 西日本への移出比率 外生 県民経済計算、産業連関表より推計
XXX RMF 輸入比率 外生 県民経済計算、産業連関表より推計
XXX SDP 統計上の不突合 外 生 県民経済計算
XXX WAGE 賃金 内生 県民経済計算
XXX Yl 雇用者報酬 内生 県民経済計算
XXX Y2 財産所得 内生 県民経済計算
XXX Y3 企業所得 内生 県民経済計算
XXX YD 県民可処分所得 内生 県民経済計算
XXX YDPH 家計可処分所得 内 生 県民経済計算
XXX YP 県民所得 内 生 県民経済計算
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(5.07) (2.55)(41.17)        (-8.85)        (3.22)
+0.00027200DUM7+0.0000769・DUM8+ .0003014・DUM9)・ln(PCPPYB)口ln(SCIPY)
(8.40) (2.50) (9.41) Adj.R2=0.979
[3]雇用者数 (1次産業)
EMPA=51015.6+(0.319901-0.118470・DUMl+0.009049・DUM2-0.65691・DUM3+0.096654・DUM4
(9.65)   (62.22)  (-19.79)      (2.31)        (-5.96)      (24.51)
-0.198873・DUM5+0.0235450DUM6+0.098087・DUM8-0.078316DUM9+0.5995400DUM10)・GRPA




(8.68)   (12.50)  (-7.69)       (-9.22)       (11.07)       (-8.95)
+0.007129・DUM6+0.009039・DUM7-0.025209口DUM8-0.102091・DUM -0.498235・DUM10)GRPB








(-0.47)   (44.2)   (2.43)        (2.54)
-0.026360・DUM9-0.0369460DUM10)・((NIC/(PGRP/100))/POP)




(54.8)  (93.8)   (7.35)        (27.2)(10.6)
0.073148・DUM6+0.058100・DUM7+0.0292320DUM8-0.0779480DUM10)・((GRPA+GRPB)/POP)
(18.3) (13.4)        (6.18)     (-10。9)      Ad」.R2 = 0.988
(-12.90)     (20.26)      (-20.64)
+548943・DUM6+5356700・DUM7-2766240・DUM8-43501900DUM9-5987180・DUM10




(-18.66) (10.90)          (14.59)       (18.16)       (87.01)       (35.68)
+0.068910・DUM6…0.158943・DUM7+0.428653・DUM8+1.30460・DUM9+0.545919・DUM 0
















フベ ル 変数名 ※ 単 位 出所・備 考
CMP 民間最終消費支出 内 百万 円 『県民経済計算』
DUMl 地域 ダ ミー変数 (北海道 ) 外 筆者作成
DUM2 地域 ダ ミー変数 (東北 ) 外 筆者 作成
DUM3 地域 ダ ミー変数 (東京 ) 外 筆者 作成
DUM4 地域ダ ミー変数 (関東 ) 外 筆者作成
DUM5 地域 ダ ミー変数 (北陸 ) 外 筆者 作成
DUM6 地域 ダ ミー変数 (東海 ) 外 筆者作成
DUM7 地域 ダ ミー変数 (近畿 ) 外 筆者作成
DUM8 地域 ダ ミー変数 (中国 ) 外 筆者作成
DUM9 地域 ダ ミー変数 (四国 ) 外 筆者 作成
DUM10地域 ダ ミー変数 (沖縄 ) 外 筆者 作成
EMPA 雇用者数 (1次産業 ) 内 人 『就業構造基本調査』より作成
EMPB 雇用者数 (非1次産業 ) 内 人 『就業構造基本調査』より作成
GRPA 域内総生産(1次産業) 内 百万 円 『県民経済計算』等より作成
GRPB 域 内総生産 (非1次産業 ) 内 百万 円 『県民経済計算』等より作成
個 人所得 内 百万 円 『県民経済計算』
NIC 県民所得 内 百 万 円 『県民経済計算』
OPS ア ウ トプ ッ ト指標 内 独 自推計
PCPPYA前年 度 民 間 資本 ス トック(1次産 外 百万 円 『県民経済計算』等より作成
PCPPYB前年度民間資本 ス トック (非 1次 外 百万 円 『県民経済計算』等より作成
PGRP GRPデフ レー タ 外 95年基 『県民経済計算』
人件 費 外 百 万 円 『都道府県決算状況調』
POP 人 口 外 人 『国勢調査』、推計人口
SCIPY社会資本 ス トック (産業基盤型 ) 外 百 万 円 『 日本の社会資本』等より作成
SCNPY社会資本 ス トック (農水産型 ) 外 百万 円 『 日本の社会資本』等より作成
TIME タイム トレン ド 外 1990=1、 1991=2、 …・2003=14
UTL 地域厚 生水準 内 独 自推計
ZCMP 民間最終消費支出 内 人 ロー 人当た り、標 準化
ZOPS ア ウ トプ ッ ト指標 内 標準化
ZSCA 社会資本 ス トック (生活 関連型 ) 外 人 ロー人 当た り、標 準化
(注)※列の 「内」は内生変数、「外」は外生変数であることを示 している。
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OSK GRE=OSK CP+OSK IPH+OSK IPF+OSK CG+OSK IG+OSK NEX+OSK SDP
大 阪府実 質 民間最 終消費支 出
OSK CP/OSK POP=0.112666+0。120725・((OSK_YDPH/OSK_POP)/(OSK_PCP/100))
(1.34)    (2.99)
+0.819497・OSK_CP(-1)-0.077307・D89
(34.0)               (_2.84)
R2 =0.987 D.W.=1.99




(-5.296)                        (-7.469)
-302933.68722(D84+D85)-160047.82625(D91)
(-4.757)          (-1.865)
ADJ.R2=0.836  SER=81651.278  DW=2.113
大阪府住 宅 ス トック
OSK_KH =OSK_KH(-1) ・ (100 -OSK_RDEPH) /100 +OSK_IPH









(3.959)          (-6.564)
AD」.R2=0.984  SER=175464.601  DW=1.112
大阪府実 質 民間企 業資本 ス トック
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OSK_KF 〓OSK_KF(-1) ・ ( 00 -OSK_RDEPF) /100 +OSK_IPF









(-5.804)          (2.35)
ADJ.R2=0。992  SER=68784.39  DW=1.59
大 阪府実 質公的総 固定 資本 形成
OSK IG =OSK IGG +OSK!GC
大 阪府実 質公的総 固定資本 形成(一般 政府・住 宅 )
OSK_IGG=74596.4+1.016412((OSKC_FE!+OSKP_FEI)/(OSK_PIG/100))
(2.32)   (10.55)
+0.65048(OSK_!GG(-1))-79595.31(D8990)
(2.45)                        (-3.503)
ADJ.R2=0.977  SER=42576.71  DW=1.500
大阪府社 会 資本 ス トック
OSK_KG =OSK_KG(-1) ・ (100 -OSK_RDEPG) /100 +OSK_IG




(-6。365)           (4.979)            (4.567)





(-2.035)               (11.508)
+0。10055(D85)-0.11743(D01+D02+D03)
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(2.265)      (-4.204)
ADJ.R2=0.928  SER=0.042  DW=1.864
大阪府 名 目民間最 終消 費支 出
OSK_CPN =OSK_CP ・OSK_PCP /100
大 阪府 名 目民間住 宅投 資
OSK IPHN =OSK IPH ・OSK PIPH /100
大 阪府 名 目民間企 業設備 投資
OSK IPFN 〓OSK IPF ・OSK PIPF ノ100
大 阪府 名 目政府最 終消費支 出
OSK_CGN =OSK_CG ・OSK_PCG /100
大 阪府 名 目総 固定資本 形成
OSK_!GN =OSK_IG  ・ OSK_PIG /100
大阪府 名 目純移出
OSK_NEXN =OSK_NEX ・OSK_PGRE /100
大 阪府 名 目府 内総支 出
OSK_GREN =OSK_CPN tt OSK_lPHN +OSK IPFN +OSK CGN +OSK IGN +
OSK NEXN +OSK SDPN
大 阪府 内総支 出デ フ レー タ
OSK_PGRE =(OSK_GREN /OSK_GRE) ・ 100
















ADJ.R2=0.997  SER=291976。9  DW=1.63
大 阪府賃金俸給





(22.132)             (_2.707)        (3.299)






(-21.168)                        (_3.82)
-1108734(D89)+565923.6(D92+D93+D94+D95)
(-6.37)          (6.001)
ADJ.R2=0.981  SER=160505.4  DVV=1.562





(-4.181) (37.102)             (4.22)







(4.268)                        (9.794)






ADJ.R2=0.947  SER〓0.081  DW〓1.825






(2.796)                                  (2.450)
ADJ.R2=0.984  SER=0.0529  DW=1.782
大阪府府 内就 業者数
OSK_LED=-548723。3+1。15946(OSK_LF・(1-OSK_UR/100))+0。95208(AR(1))
(-0.474) (4.834)                            (9.862)





(37.381)                         (5.21)
ADJ.R2=0.997  SER=16325.07  DW=1.932
大 阪府府 民雇 用者 数
196
OSK LヽⅣN=-138818.5+0.91735(OSK_LヽⅣD)-7100.591(D98+D99)
(-8.827) (629.552)           (-3.658)
ADJ.R2=0.999  SER=2488.357  DVV=1.721














(4.147)                      (3.416)
AD」.R2=0,977  SER=0.251  DW=1.463




(-4.074)                        (6.625)
+0.03469(D00)
(2.04)
ADJoR2=0.993  SER=0.016  DW=2.222




(2.51)                        (11.968)
+2.21459(D80)-1.6983(D86+D87+D88)
(3.742)     (-4.645)
ADJ.R2=0.998  SER=0.559  DW=1.52





(11.899)                         (-4.041)
ADJ.R2=0.995  SER=0.9  DW=1.54




(5.413)              (3.044)
ADJ.R2〓0.999  SER=0.378  DW=1.39




(42.938)             (14.735)
ADJ.R2=0.994  SER=0.778  DW=1.68




(28.555)                         (5.084)
ADJ.R2=0.983  SER=1.065  DW=2.393




(34.565)                         (2.71)
ADJ.R2=0.981  SER=1.16  DW=1.211
大阪市市 民所得







ADJ.R2=0.967  SER=166098.6  DW=2.354







(18.144)                        (2.264)
ADJoR2=0。973  SER=78133.5  DW=2.272
大阪市 名 目民間最 終消費支 出
OSKC CPN =OSKC CP ・OSK CP ノ100




(8.397)                    (‐5.052)
ADJ.R2=0.920  SER=41113.54  DW=1.502
大 阪市市 民雇 用者 数
OSKC LlrVN =OSKC RLWN ・OSK LWN
大阪市市内雇用者数







(11.754)                         (4.024)




OSKP FR =OSKP FR丁 +OSKP FRC +OSKP FRG +OSKP FRN +OSKP FRRC
+OSKP FRB +OSKP FRO
大阪府府税 収 入






(-4.067)                        (5.647)





(9.556)                        (-4.311)





(-3.632)              (-3.619)













(-16.615)          (3.935)
ADJ.R2=0.956  SER=22188.18  DW=1.602
大 阪府地 方交付税 スイ ッチ OSKP SWG
OSKP FBFD>OSKP FBFRの場 合 は 1、 それ 以外 は 0







(4.402)                 (-3.063)
ADJ.R2=0.975  SER=34612.85  DW=1。151
大 阪府地 方交付税 OSKP FRG
OSKP_FRG=233.8709+1.00284(OSKP_SWG,(OSKP_FBFD―OSKP_FBFR))
(1.264)  (896.802)













(8.604)               (-6.403)
ADJ.R2=0.961  SER=14447.85  DVy=2.149
201













+OSKP FEI +FEM +OSKP FES +OSKP FEAOSKP FE =OSKP FEH +OSKP
+OSKP FEOOSKP FEB tt OSKP FEL +OSKP FEttR +OSKP FEMR




(-4.367)      (-3.88)(35。159)
ADJ.R2=0.996  SER=12049.49  DW=1.371
大阪府物件 費
OSKP FEM=6643.647+0.05201(OSKP FR丁+OSKP FRC+OSKP_FRG)
(2.094) (17.67)
-18630.13(D88+D89+D90+D91)+18647.37(D94+D95)
(-6.124)                   (4.866)




+0.78717(LN((OSK_POP650V+(OSK_POP…SK POP650V―OSK PO 1564))・OSK_WAGE))
(8.347)
+1.32576(LN(OSKP_FRN))-0.13956(D81+D82+D83+D84)
(22275)                        (-3.892)
ADJ.R2=0.977  SER=0.06  DW=2.34
202
大阪府普通建設事業費
OSKP FEI =OSKP FEIA +OSKP FEH +OSKP FE:0







e:OSKP FEMR=1160。353+0. 0363(OSKP_FR丁+  C+OSKP_FRG)
(2.293) (3.032)
+O.75595({ЭSKP_FEMR(-1))+2560。215(D89)-2474.282(D08)











































OSKC FR =OSKC FR丁 +OSKCFRN +OSKC FRG +OSKC FRC +OSKC FRCC






AD」.R2=0.999  SER=2877.269  DW=1.37





(-5.861)            (5。714)








ADJ.R2=0.892  SER〓0.061  DW=2.119
大阪市 固定資産税
OSKC FRttP =OSKC FRttPL +OSKC FRttPO
大 阪市 固定資産税 土地 分
OSKC_FRttPL〓2084.188+0.01358(OSKC_FRttP L B)
(2.836)  (172.979)
ADJ.R2〓0.999  SER=1087.967  DW〓1.342
大 阪市 固定資産税 土地 以外
OSKC_FRttPO=1553.235+0.01167(OSKC_FRttPAB)+0.01395(OSKC_FRttPHB)
(2.433) (20.574)             (80.856)
ADJ.R2=0.999  SER=982.06  DW=1.961
大阪市 固定資産税 土地 分課税標 準
LN(OSKC_FRttPLB)=13.6239+0.428412・ln(OSKC_PLAND)
(48.5)   (7。35)
+0.05719・D9193・ln(OSKC_PLAN D)+0.13376・9496・in(OSKC_PLAND)
(5.11)                      (12.4)
+0.15468・D9799口ln(OSKC_PLAN D)+0.14276・00 2・ln(OSKC_PLAND)
(13.8)                      (11.1)
+0.126360D030501n(OSKC_PLAN D)+0。10665・D0608・ln(OSKC_PLAN D)
(7.96)                          (6.63)
ADJ.R2 =0.932 SER= 0.057903D.W.=1.89
大阪市 固定資産税 家屋分課税標 準
OSKC FRttPHB=-7678855+2.747355・(OSKC_KH・(OSKC_POP/OSK_POP))














239665.5  D.W.=1.47=0。990 SER=A DJ.R2
大 阪 市 固 定 資 産 税 償 却 資 産 分 課 税 標 準
OSKC FRttPAB=-1095347











ADJ.R2=0.987  SER=1460.274  DW=1.671
大 阪 市 地 方 債 発 行 高
OSKC FRB=-14660.23
(-0.887)




SER〓17937.41  DW〓1.171A DJ.R2=0.96
大 阪 市 地 方 消 費 税 交 付 金




AD」。R2=0.996  SER=1119.568  DW=2.917
大 阪 市 地 方 交 付 税
OSKC FRG=1724.448+0.98862(OSKC_SWG・(OSKC_FBFD― FBFR))
(4.95)  (114.6)
。16ADJ.R2=0.998  SER=1353.086  DW=1
206
大阪市地方 交付税 スイ ッチ OSKC SWG






(14.938)                        (4.646)













AD」.R2=0.959  SER=9871.497  DVV=1.864




(3.04)                         (_3.654)
AD」.R2=0,935  SER=1210.652  DW=1.897
大阪市手 数料 及 び使用料
OSKC_FRRC=-19716.93+O.01378(OSKC_CPN)+7980.867(D0005)
(-7.513) (26.748)             (7.581)
ADJ.R2=0.974  SER=2157.388  DW=1.34





(2.85)    (-2.974)(28.04)
DW=1.213SER=13574.19AD」.R2〓0.97
大 阪市歳 出総額
FEM +OSKC FEMR +OSKC FES +OSKC FEAOSKC FE =OSKC FEH +OSKC





(23.864)              (-3.24)
ADJ.R2=0.981  SER=4762.957  DW=1.1 9
大 阪市維 持補 修費








+O.09045(LN((OSKC POP・OSK POP650V/OSK_POP)・OSK_WAGE )
(2.957)
+0.92146(LN(OSKC_FES(-1)))+0.07695(D81+D82-D83)-0.08166(D00)
(22.491) (5.369)        (-3.286)
ADJ.R2=0.994  SER=0.024  DW=1.323
大阪市普 通建設事 業費






(-5.993)                        (-5824)
ADJ.R2=0.963  SER=7067.69  DW=2.091
大 阪市 その他 歳出
OSKC_FEO=-64017.33+O.01208(OSKC_YNF)+38587.28(D90+D91)
(-2.409) (4.307)             (2.799)
ADJ.R2=0.727  SER〓14379。  DW=1.449
大阪市地方債 残高 OSKC FD
OSKC_FD―OSKC_FD(-1)=53484.08+1.07728(OSKC_FRB)-1.06305(OSKC_FEB)
(2.728) (22.521)             (-8.614)





1.339ADJ.R2=0。972  SER〓13014.02  DW=








大 阪 市 市 内 就 業 者 数 OSKC LED
OSKCA LED=252549.4+O.17958(OSK_LED)+O。9182(AR(1))
(0.656) (2.179)             (8.399)
.168ADJ.R2=0.92  SER=19671.22  DW=1
大 阪 市 中 心 業 務 地 区 雇 用 者 数
・ OSK LWNOSKCA LヽⅣN =OSKCA RLllVN
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大阪市中心業務地区歳入総額
OSKCA FR =OSKCA FR丁 +OSKCA FRN +OSKCA FRG +OSKCA FRC +
OSKCA FRCC +OSKCA FROSK +OSKCA FRRC +OSKCA FRttR +OSKCA FRB
+OSKCA FRO





AD」.R2=0.999  SER=1824.17  DW=2.047




(-4.946)                        (6.141)
ADJ.R2〓0.934  SER=7685.588  DW=1.712





ADJ.R2=0.855  SER=0.076  DW=1.543
大 阪 市 中 心 業 務 地 区 固 定 資 産 税
OSKCA FRttP =OSKCA FRttPL +OSKCA FRttPO
大 阪市 中心 業務地 区固定資産税 土地 分
OSKCA_F RttP L=502.697+0.01385(OSKCA_F RttP L B)
(0.678)  (73.979)
A DJ.R2=0,995  SER=1465.763  DW=2.036




+0.01479(OSKCA_F RttP H B)
(22.334)
ADJ.R2=0.995  SER=1359.642  DVV〓1.212
大阪市 中心業務地 区固定 資産税 土地分課税標準
LN(OSKCA_FRttPLB)=12.88957+0.40772001n(OSKC_PLAND)
(39.4)   (6.10
+0.08979・D9193口ln(OSKC_PLAND)+0.15395・D9496・ln(OSKC_PLAND)
(7.23)                       (14.4)
+0.16115・D9799口ln(OSKC_PLAND)+0.10199・D00 2・ln(OSKC_PLAND)
(14.2)                      (7.45)
+0.05199・D0305・ln(OSKC_PLAND)+0.048130D0608・ln(OSKC_PLAND)
(3.36)                        (2.69)
ADJ.R2 =0.962 SER= 0.077189D.W.=2.12
大阪市 中心 業務地 区固定資産税 家屋分課税標 準
OSKCA FRttPHB=-3108742+13.39533・(OSKC_KH・(OSKCA_POP/OSK_POP))











ADJ.R2 =0.993 SER= 78404.6 D.W.=1.72








大 阪市 中心 業務地 区都 市計画税
OSKCA FRttCP=398.1609+0.00314(OSKCA_FRttPLB)
(1.74) (58.615)
+O.00282(OSKCA_F RttP H B)+910.0786(D89+D90)
(33.0)                  (3.475)
ADJ.R2=0.997  SER=352.914  DW=1.798





ADJ.R2=0.782  SER=3329.073  DW=2.252





A DJ.R2=0.996  SER〓399.327  DW=2.437







ADJ.R2=0.971  SER=1040.048  DW=1.229
大 阪 市 中 心 業 務 地 区 基 準 財 政 収 入 額
:OSKCA_FBFR=11840.63 +O.94431(OSKCA_FRCC)




ADJoR2=0.961  SER=9417.412  DW=1.333




(21.713)                        (2.046)
ADJ.R2=0。971  SER=834.726  DW=2.077






ADJ.R2=0.931  SER=143.192  DW=1.358




(18.025)             (3。976)
ADJ.R2=0。995  SER=89.006  DW=2.097




(30.526)                         (3.129)
ADJ.R2=0.977  SER=1078.074  DW=1.215
大阪市 中心 業務地 区歳 出総額
OSKCA FE =OSKCA FEH +OSKCA FEM +OSKCA FEMR tt OSKCA FES +
OSKCA FEA +OSKCA FEL +OSKCA FEttR +OSKCA FEl +OSKCA FEB 十
OSKCA FEO




(41.469)                (-4.45)
A DJ.R2=0,988  SER=230.736  DW=1.817





ADJ.R2=0 933  SER=73.981  DW=1.843







(24.385)             (-4.29)          (‐3.336)
ADJ.R2=0。996  SER=0.024  DW=1.113
大 阪市 中心業務地 区公債 費
OSKCA_FEB=16815.69+0.04696(OSKCA_FD)-4421.651(D96+D97+D98)
(19.739) (21.604)                    (-3.486)
ADJ.R2=0.954  SER=2065.038  DW=1.262
大阪市 中心 業務地 区その他 歳 出
OSKCA_FEO=-2727.723+0.00124(OSKCA_YNF)+1962.401(D90+D91)
(…2.011) (4.056)             (2.646)
ADJ.R2〓0.703  SER=773.513  DW=1.523
大阪市 中心 業務地 区地 方債 残高
OSKCA_FD―OSKCA_FD(-1)=9556.12+1.04254(OSKCA_FRB)-0.92786(OSKCA_FEB)
(1.972) (12.553)             (-5.501)
ADJ.R2=0.875  SER=6981.486  DVげ1.609
大阪市周辺地 区雇 用者報酬
OSKCB_YW丁∨=1996135+1.08052(OSKCB_LヽⅣN・OSK_WAGE)+0.85195(AR(1))
(1.895) (3.928)             (11.945)
ADJ.R2=0.967  SER=153002.2  DW=2.345







(11.908)             (…4.597)
AD」.R2=0.94  SER=51383.29  DW=1.95
大 阪市周辺地 区雇 用者 数
OSKCB LWN =OSKCB RL1/VN ・OSK LWN
214
大阪市周辺地区歳入総額
OSKCB FR =OSKCB FR丁 +OSKCB FRN +OSKCB FRG +OSKCB FRC +
OSKCB FRCC +OSKCB FROSK +OSKCB FRRC +OSKCB FRttR +OSKCB FRB
+OSKCB FRO





ADJ.R2=0,999  SER=2059.9  DW〓1.08




(6.317)             (2.69)
AD」.R2=0。902  SER=3029.594  DW〓1 343




(7.80)                                                (3.44)
ADJ.R2=0。767  SER=0.089  DW=1.994
大 阪 市 周 辺 地 区 固 定 資 産 税
OSKCB_F RttP =OSKCB_F RttP L +OSKCB FRttPO




(-9.845)              (_8.481)
ADJ.R2=0.997  SER=939。788  DW=1.044
215
大 阪市周辺地 区固定資産税 土地 以外
OSKCB_FRttPO=-1439.292+O.00756(OSKCB_FRttPAB)+0.01491(OSKCB_F RttP H B)
(-0.857) (2.819)                      (31.149)
ADJ.R2=0.993  SER=1931.188  DW=1.694
大阪市周辺地 区固定資産税 土地 分課税標 準
LN(OSKCB_F RttP LB)=14.75736+0.126247・ln(OSKC_PLAND)
(61.5)   (2.58)
+0.0252・D9193・ln(OSKC_PLAND)+0.07142・D9496・ln(OSKC_PLAND)
(3.09)                       (8.97)
+0.08857・D979901n(OSKC_PLAND)+0.08493・D0002・ln(OSKC_PLAN D)
(10.5)                        (8.35)
+0.05518・D0305・ln(OSKC_PLAND)+0.02930・D06 8口ln(OSKC_PLAND)
(4.24)                        (2.21)                       ′
ADJ.R2 =0.937 SER= 0.0575D.W.=2.08
大 阪市周 辺地 区固定資産税 家屋 分課税標準
OSKCB FRttPHB=-5321745+1.9114850(OSKC_KH・(OSKCB_POP/OSK_POP))











ADJ.R2 =0.973 SER= 230289.8 DoW.=2.12















(13.501)                (7.133)             (7.488)
ADJ.R2〓0.992  SER=649.134  DW=1.569





AD」R2=0 961  SER=16542 99  DW=1.707
大 阪 市 周 辺 地 区 地 方 消 費 税 交 付 金
OSKCB_FRCC=19.56796+0.34368(OSKP_F RttC・(OSKCB_POP/OSK_POP))
(0.055)  (43.04)
ADJ.R2=0.985  SER=1481.271  DW=1.676
大 阪 市 周 辺 地 区 基 準 財 政 需 要 額
OSKCB_FBFD=35604.84+O.73583(OSKCB_FBFD(-1))+49135.98(D89)
(3.442)  (13.668)                       (4.617)
+0.09944(OSKCB_FEH+OSKCB_FEM+OSKCB_FEMR+OSKCB_FES+OSKCB_FEり
(3.736)
ADJ.R2=0.984  SER=10389。98  DW=2.121
大 阪 市 周 辺 地 区 基 準 財 政 収 入 額
OSKCB_FBFR=635.5553 +0.84171(OSKCB_FRCC)




A DJ.R2=0.974  SER〓7370.037  DW=1.205
大 阪 市 周 辺 地 区 国 庫 支 出 金
OSKCB_FRN=-52125.6+19038.18(D92)




(8。429)                 (2.486)
ADJ.R2=0。968  SER=7921.009  DW=2.072






ADJ.R2〓0.888  SER=1428.577  DW=1.328
大 阪市周辺地 区手数料 及 び使 用料
OSKCB_FRRC=-9653.305+0.00962(OSKCB_CPN)+0.50512(OSKCB_FRRC(-1))
(-2.747) (4.687)             (5.948)
AD」.R2=0.99  SER=1221.168  DW=1.454




(30.43)             (4.685)
ADJ.R2=0.971  SER=12081.43  DW=1.41
大 阪市周 辺地 区歳 出総額
OSKCB FE =OSKCB FEH +OSKCB FEM +OSKCB FEMR +OSKCB FES +




(-1.813) (22.218)                 (-3.712)
+0.04359(OSKCB_FR丁+OSKCB_FRC+OSKCB_FRG+OSKCB_FRCC)
(3.111)
ADJ.R2=0,985  SER=4070.344  DVV=1.615
大阪市周 辺地 区維 持補修 費
OSKCB_FEMR=-18827.4+O.94772(AR(1))
(-1.176)     (8.596)
+0.05939(OSKCB_FR丁+OSKCB_FRC+OSKCB_FRG+OSKCB_FRCC)
(3.28)
AD」.R2=0.906  SER=1588.997  DVV=2.251







(21.062)               (-3.241)
ADJ.R2=0.993  SER=0.026  DW〓1.161
大阪市周 辺地 区公債 費
OSKCB FEB=86670.89+O.03675(OSKCB_FD)-18888.23(D96+D97+D98)
(23.767) (15.609)             (-3.905)
ADJ.R2=0.917  SER=7854.571  DW=1.4




(3.606)          (-2.743)
ADJ.R2=0.789  SER=10908.01  DW=2.177




(-10.267)             (-3.724)




ラベル 変数名 出 所
OSK CG 大阪府実 質政府最終消費支 出 大阪府民経済計算
OSK CGN 大阪府名 目政府最終消費支出 大阪府民経済計算
OSK CP 大阪府実質民間最終消費支出 大阪府民経済計算
OSK CPI 大阪府消費者物価指数 消費者物価指数
OSK CPN 大阪府名 目民間最終消費支出 大阪府民経済計算
OSK GNEN大阪府名 目府民総支出 大阪府民経済計算
OSK GRE 大阪府実質府内総支出 大阪府民経済計算
OSK GREN大阪府名 目府内総支出 大阪府民経済計算
OSK GRPP大阪府潜在府内総生産 大阪府民経済計算
OSK IG 大阪府実 質公的総固定資本形成 大阪府民経済計算





OSK IGN 大阪府名 目公的総固定資本形成 大阪府民経済計算
OSK IPF 大阪府実質民間企業設備投資 大阪府民経済計算
OSK IPFN大阪府名 目民間企業設備投資 大阪府民経済計算
OSK IPH大阪府実質民間住宅投資 大阪府民経済計算
OSK IPHN大阪府名目民間住宅投資 大阪府民経済計算
OSK KF 大阪府実 質民間企業資本ストック 国民経済計算 、工業統計調査
OSK KG 大阪府社会資本ストック 日本の社会資本 、大阪府 民経済計算
OSK KH 大阪府住 宅ストック 国民経済計算、住宅土地統計調査
OSK LED 大阪府府 内就業者数 大阪府民経済計算
OSK LF 大阪府労働 力人 口 総務省統計局
OSK LWD 大阪府府内雇用者数 大阪府民経済計算
OSK LWN 大阪府府 民雇用者数 大阪府民経済計算
OSK NEX 大阪府実質純移 出 大阪府民経済計算
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OSK NEXN大阪府名 目純移 出 大阪府民経済計算
OSK PCG 大阪府政府最終消費支 出デフレータ 大阪府民経済計算
OSK PCP 大阪府民間最終消費支出デフレータ 大阪府民経済計算
OSK PGRE大阪府府 内総支 出デフレータ 大阪府民経済計算
OSK PIG 大阪府公的総固定資本形成デフレータ 大阪府民経済計算
OSK PIPF大阪府民間企業設備投資デフレータ 大阪府民経 済計算
OSK PIPH大阪府民間住宅投資デフレータ 大阪府民経済計算
OSK ttDC大阪府法 人税 大阪国税局統計書
OSK ttDP大阪府所得税 大阪国税局統計書
OSK UR 大阪府失業率 大阪府統計年鑑
OSK VVAGE大阪府雇用者一人あたり賃金俸給 大阪府民経済計算
OSK YCPV大阪府民間法人企業所得 大阪府民経済計算
OSK YCV 大阪府企 業所得 大阪府民経済計算
OSK YDPH大阪府家計可処分所得 大阪府民経済計算
OSK YNF 大阪府府 民所得 大阪府民経 済計算
OSK YPREV大阪府財産所得 大阪府民経済計算
OSK Y1/VttV大阪府雇用者報酬 大阪府民経済計算
OSK YWV 大阪府賃金俸給 大阪府民経済計算
OSKC CP 大阪市実質民間最終消費支 出 大阪市民経済計算
OSKC CPN大阪市名 目民間最終消費支出 大阪市民経済計算
OSKC FBFR大阪市基準財政収入額 市町村別決算状況調
OSKC FD 大阪市地方債残高 市町村別決算状況調
OSKC FE 大阪市歳 出総額 市町村別決算状況調
OSKC FEA大阪市補助費等 市町村別決算状況調
OSKC FEB大阪市公債 費 市町村別決算状況調
OSKC FEI大阪市普通建設事業費 市町村別決算状況調
OSKC FEM大阪市物件費 市町村別決算状況調
OSKC FEMR大阪市維持補修 費 市町村別決算状況調
OSKC FEO大阪市その他歳 出 市町村別決算状況調
OSKC FES大阪市扶助費 市町村別決算状況調










OSKC FR丁IC 大阪市法人市 民税 市町村別決算状況調
OSKC FR丁IP 大阪市個 人市民税 市町村別決算状況調
OSKC FRttP大阪市固定資産税 市町村別決算状況調




OSKC FRttPO大阪市固定資産税土地 以外 大阪市税務統計
OSKC LED大阪市市内就業者数 大阪市民経済計算
OSKC L1/VD大阪市市 内雇用者数 大阪市民経済計算
OSKC L1/VN大阪市市 民雇用者数 大阪市民経済計算
OSKC PLAND大阪市市街地価格指数 市街地価格指数
OSKC SWG大阪市地方交付税スイッチ モデル内で決定
OSKC YNF大阪市市 民所得 大阪市 民経済計算
OSKC YWttV大阪市雇用者報酬 大阪市民経済計算
OSKP FBFR大阪府基準財政収入額 都道府 県決算状況調
OSKP FD 大阪府地方債残高 都道府 県決算状況調
OSKP FE 大阪府歳 出総額 都道府 県決算状況調
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OSKP FEA大阪府補 助費等 都道府 県決算状況調
OSKP FEB大阪府公債 費 都道府 県決算状況調
OSKP FEH大阪府人件費 都道府県決算状況調
OSKP FEI大阪府普通建設事業費 都道府県決算状況調
OSKP FEIA大阪府普通建設事業費(補助事業 ) 都道府 県決算状況調
OSKP FEL大阪府貸付金 都道府 県決算状況調
OSKP FEM大阪府物件費 都道府県決算状況調
OSKP FEMR大阪府維持補修 費 都道府 県決算状況調
OSKP FEO大阪府その他歳 出 都道府 県決算状況調
OSKP FES大阪府扶助費 都道府県決算状況調
OSKP FEttR大阪府繰 出金 都道府 県決算状況調






OSKP FR丁大阪府府税収入 都道府 県決算状況調
OSKP FRttB大阪府事 業税 都道府県決算状況調
OSKP FRttC大阪府地方消費税 都道府 県決算状況調
OSKP FR丁IC 大阪府法 人府民税 都道府県決算状況調
OSKP FR丁IP 大阪府個 人府民税 都道府県決算状況調
OSKP FR丁○ 大阪府その他税収 都道府県決算状況調
OSKP SWG大阪府地方交付税スイッチ モデル内で決定
(2)外生変数
ラベル 変数名 出 所
」PN CU 稼働率 経済産業省
」PN GDE 国内総支 出(大阪除く) 国民経済計算
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」PN HOUR労働時間 毎月勤労統計調査
JPN LttL 所得税課税最低 限 財務省
JPN PGDE国内総支 出デフレータ 国民経済計算
JPN POP 人 口 人 口推計
」PN RDC 欠損法人企業比率 税務統計からみた法人企業の実態
」PN RFRGC留保財源率(市町村 ) 総務省
JPN RFRGP留保財源率(都道府県 ) 総務省
JPN RGB 10年物国債利回り(長期金利 ) 日本銀行
」PN RttC 法人税率 財務省
JPN R丁| 肖費税率 財務省
JPN R丁IL 地方消費税率 総務省
JPN WPI 企業物価 指数(全国 ) 日本銀行
OSK LttL住民税課税最低限 財務省
OSK POP 大阪府人 口 大阪府人 口推計
OSK POP1564大阪府 15-64歳人 口 総務省
OSK POP650V大阪府 65歳以上人 口 総務省
OSK RDEPF民間企業資本ストック減耗率 国民経済計算
OSK RDEPG社会資本ストック減耗率 国民経済計算
OSK RDEPH住 宅ストック減耗率 国民経済計算
OSK RYCPV大阪府民間法人企業所得比率 大阪府民経済計算




OSKC FEIA大阪市普通建設事業費(補助事業 ) 市町村別決算状況調
OSKC FE‖大阪市普通建設事業費(単独事業 ) 市町村別決算状況調
OSKC FElO大阪市普通建設事業費(その他 ) 市町村別決算状況調
OSKC FEL大阪市貸付金 市町村別決算状況調




OSKC LED大阪市市 内就業者数 大阪市民経済計算
OSKC NGE大阪市職 員数 市町村別決算状況調
OSKC POP大阪市人 口 総務省
OSKC RFR丁IC 法人市民税率 大阪市税務統計
OSKC RLWD大阪市市 民対市 内雇用者数比率 大阪市 民経済計算
OSKC RLlⅣN 大阪市対大阪府雇用者数比率 大阪市 民経済計算
OSKC RYNF大阪市対大阪府市民所得比率 大阪市民経済計算
OSKP FBFD大阪府基準財政需要額 都道府県別決算状況調
OSKP FE‖大阪府普通建設事業費(単独事業 ) 都道府 県別決算状況調
OSKP FE10大阪府普通建設事業費(その他 ) 都道府県別決算状況調
OSKP FRC大阪府地方譲与税 都道府県別決算状況調
OSKP NGE大阪府職 員数 都道府 県別決算状況調
(注)制度改革モデルでは、表中の大阪市の変数ラベルのOSKCが大阪市域中心
業務地区ではOSKCAに、大阪市域周辺地区ではOSKCBに置き換わる。
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